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序     文 
 

東南アジア諸国連合（ASEAN）は、2008 年 12 月に発効した ASEAN 憲章において 2015 年まで

に ASEAN 共同体を設立するという目標を掲げ、ASEAN 共同体ロードマップ（2009～2015 年）

に基づき、統合に向けた取り組みを推進しています。また、ASEAN は、原加盟 6 カ国と新規加

盟 4 カ国〔カンボジア王国、ラオス人民民主共和国（以下、「ラオス」という。）、ミャンマー連

邦共和国及びベトナム社会主義共和国〕との間における域内格差を是正し、ASEAN の地域的競

争力を高めることを最重要課題ととらえ、ASEAN 統合イニシアティブ（Initiative for ASEAN 
Integration：IAI）などの活動を進めています。 

わが国は、2003 年の「日本と ASEAN のパートナーシップのための東京宣言」などに基づき、

IAI など ASEAN が進める統合に向けた努力に対して協力を行ってきました。そのような背景を

踏まえ、2008 年 6 月、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、JICA-ASEAN 連携協力に関する合

意文書を ASEAN 事務局と取り交わし、ASEAN 域内の格差是正や地域共通課題の解決に向けた

連携協力を開始しました。 
かかる状況の下、ASEAN 域内において最も開発の遅れているラオスを対象に、ASEAN 統合に

向けた域内格差を是正するために、ラオス政府、JICA、ASEAN 事務局の 3 者が、ASEAN 新規加

盟国を支援するための協力メカニズムを構築することを目的として、2010 年 9 月にラオスの計画

投資省及び外務省と討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名を取り交わし、これに基づ

き、技術協力プロジェクト「JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト」を 2010 年 10 月

に開始しました。 
本報告書は、プロジェクトの終了時評価において、関係者へのインタビュー等を通してプロジ

ェクトの目標達成度や成果の発現状況等を把握・分析するとともに、特に案件終了後の持続性を

念頭に置いた提言・教訓を策定し、ラオス側との協議を経て合意した評価結果を取りまとめたも

のです。 
最後に、本調査にご協力を頂いた、日本・ラオス・ASEAN 事務局等の関係各位に深甚の謝意

を表するとともに、今後の協力事業に向けて、引き続きのご支援、ご協力をお願い申し上げます。 
 
平成 27 年 6 月 

 
独立行政法人国際協力機構 
ラオス事務所長 村上 雄祐 
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首都ビエンチャン、チャンパサック県、サバナケット県 

<農業コンポーネント> 
首都ビエンチャン、ビエンチャン県 

<環境管理コンポーネント> 
首都ビエンチャン、ルアンプラバン郡、サヤブリ郡 



 
 

写     真 

 

 

 

ミニッツ署名式（合同調整委員会） 第 1回日ラオス評価団会合 

 

＜観光コンポーネント＞ 

 

支援で設置された村人手作りの木橋 情報文化観光省観光マーケティング局でのイ

ンタビュー 

各パイロット県の Community Based Tourism

（CBT）パンフレット 

CBT 村の伝統的織物販売所 



 
 

カムアン県観光局訪問 ビエンチャン観光案内所 

  

  

＜農業コンポーネント＞      

農業局 CADC でのインタビュー CADC モデル圃場 

Good Agriculture Practice（GAP）農家グルー

プ訪問（エクサン村） 

 

GAP 農作物栽培風景 



 
 

GAP 農家グループによる販売所 GAP 啓発ポスター 

  

  

＜環境管理コンポーネント＞  

  

サヤブリ市環境局関係者へのインタビュー ルアンプラバン市最終処分場 

 

ルアンプラバン県立病院に設置された感染性医

療廃棄物焼却炉 

3R 活動のマーケットにおけるエコバスケット

利用促進活動 

 



 
 

パイロットサイトにおけるミミズコンポストの

普及 

学校におけるペットボトル回収促進活動 

 



 

 

略  語  表 
略語 英文名称（一部、英語以外の言語） 和文名称 

3R Reduce, Reuse, Recycle 3R（削減、再利用、再資源化） 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

AEC  ASEAN Economic Community ASEAN 経済共同体 

AIESC 
ASEAN Initiative on Environmentally 
Sustainable Cities 

ASEAN 環境的に持続可能な都市イ

ニシアティブ 

AP Action Plan 行動計画 

ASC  ASEAN Standing Committee ASEAN 常任委員会 

ASEAN  Association of Southeast Asian Nations 東南アジア諸国連合 

ASEC ASEAN Secretariat ASEAN事務局 

AWGEE 
ASEAN Working Group on Environmental 
Education 

ASEAN 環境教育ワーキンググルー

プ 

AWGESC 
ASEAN Working Group on 
Environmentally Sustainable Cities 

ASEAN 環境的に持続可能な都市作

業部会 

BKK Bangkok バンコク 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

CA Capacity Assessment キャパシティ・アセスメント 

CADC Clean Agriculture Development Center クリーン農業開発センター 

CBT  Community Based Tourism コミュニティ・ベース観光 

CD Capacity Development キャパシティ・ディベロップメント 

CLMV  Cambodia, Laos, Myanmar, Viet Nam 
カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベ

トナム 

CMV Cambodia, Myanmar, Viet Nam カンボジア、ミャンマー、ベトナム 

CPK Champasak チャンパサック県 

CPR Committee of Permanent Representative 
ASEAN 常駐代表（ジャカルタに常駐

する10 カ国のASEAN 大使） 

DDG Deputy Director General 局次長 

DICTO District Information Culture Tourism Office 郡の情報文化観光課 

DOA  Department of Agriculture 農業局（農林省） 

DOE  Department of Environment 環境局（天然資源環境省） 

DOH Department of Health 保健局（保健省） 

DONRE 
Department of Natural Resources and 
Environment 

天然資源環境局（天然資源環境省） 

DOP Department of Planning 計画局（計画投資省） 

DPC Department of Pollution Control 公害管理局（天然資源環境省） 



 

 

DPWT  Department of Public Works and Transport 公共事業・運輸局（公共事業・運輸省）

EEA Environmental Education and Awareness 環境教育啓発 

EOJ Embassy of Japan 在ラオス日本国大使館 

ESC Environmentally Sustainable Cities 環境的に持続可能な都市 

EVI Economic Vulnerability Index   経済脆弱性インデックス 

FAM Familiarization 観光業者へのプロモーション（旅行）

FAO 
Food and Agriculture Organization of the 
United Nations 

国連食料農業機関 

GAP Good Agricultural Practice 農業生産工程管理 

GIZ 
Deutsche Gesellschaft für Internationale 
Zusammenarbeit 

ドイツ国際協力公社 

GMS Greater Mekong Sub-region 大メコン河流域圏 

GNI Gross National Income 国民総所得 

GOL the Government of Laos ラオス政府 

HAI Human Asset Index 人的資源インデックス 

HCW Health Care Waste 医療廃棄物 

HDI Human Development Index 人的開発インデックス 

HLS High Level Seminar ハイレベルセミナー 

IAI Initiative for ASEAN Integration ASEAN 統合イニシアティブ 

ICS Internal Control System   内部監査システム 

IGES 
Institute for Global Environmental 
Strategies 

公益財団法人地球環境戦略研究機関

（アイジェス） 

IPM Integrated Pest Management 総合的病害虫・雑草管理 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JSPP21 
Japan-Singapore Partnership Programme for 
the 21st Century 

シンガポール第三国研修 

Lao PDR Lao People’s Democratic Republic ラオス人民民主共和国 

LATA Lao Association of Travel Agents ラオス旅行業協会 

LDC Least-Developed Countries   後発開発途上国 

LHRA Lao Hotel and Restaurant Association ラオスホテル・レストラン協会 

LNTA Lao National Tourism Administration ラオス国家観光庁 

LPB Luang Prabang District ルアンプラバン郡 

LPP 
Laos Pilot Program for Narrowing the 
Development Gap towards ASEAN 
Integration 

JICA-ASEAN連携ラオスパイロット

プロジェクト 



 

 

LPPA Agriculture Component of LPP 
ラオスパイロットプロジェクト農業

コンポーネント 

LPPE 
Environmental Management Component of 
LPP 

ラオスパイロットプロジェクト環境

管理コンポーネント 

LPPO Laos Pilot Project Office 
ラオスパイロットプロジェクト事務

局 

LPPT Tourism Promotion Component of LPP 
ラオスパイロットプロジェクト観光

コンポーネント 

LTMB Laos Tourism Marketing Board ラオス観光マーケティング評議会 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ（協議議事録） 

MAF Ministry of Agriculture and Forestry 農林省 

MDGs Millennium Development Goals   ミレニアム開発目標 

MICT 
Ministry of Information, Culture and 
Tourism 

情報文化観光省 

MOFA Ministry of Foreign Affairs 外務省 

MOH Ministry of Health 保健省 

MONRE 
Ministry of Natural Resources and 
Environment 

天然資源環境省 

MPI Ministry of Planning and Investment 計画投資省 

MPWT  Ministry of Public Works and Transport 公共事業・運輸省 

NDG 
Narrowing the Development Gap towards 
ASEAN Integration 

ASEAN統合に向けた開発格差の是正

NSEDP 
Lao National Socio-Economic Development 
Plan 2011-2015 

ラオス第7次国家社会経済開発計画 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PCD Pollution Control Division 汚染規制局 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリック

ス 

PICTD/ PTD 
Provincial Information, Culture and Tourism 
Department/ Provincial Tourism Department

県情報文化観光局（情報文化観光省）

PIU Project Implementation Unit 
パイロット県プロジェクト実施ユニ

ット 

PKZ Pakse パクセ市 

PO Plan of Operations 活動計画 

PPC Plant Protection Center 植物防疫センター 

PTD Provincial Tourism Department 県観光局（ラオス） 

R/D Record of Discussions 討議議事録 



 

 

RESCP 
Regional Environmental Sustainability 
Cities Programme 

環境的に持続可能な都市の地域プロ

グラム 

SJET Short-term JICA Expert Team JICA 短期専門家チーム 

SVT Savannakhet サバナケット県 

SWM Solid Waste Management 廃棄物管理 

TC Technical Committee 技術委員会 

TF Taskforce タスクフォース 

TIS Tourism Information Service 観光情報提供プログラム 

UDAA 
Urban Development Administration 
Authority 

都市開発行政機構 

UEM Urban Environment Management 都市環境管理 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNEP United Nations Enviromnet Programme 国連環境計画 

USD United States Dollar アメリカドル 

VTE Vientiane ビエンチャン 

VUDAA 
Vientiane Urban Development 
Administration Authority 

首都ビエンチャン都市開発行政機構 

WREA Water Resources and Environment Agency 水資源環境庁 

XYB Xayabouri District サヤブリ郡 
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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ラオス人民民主共和国 案件名：JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト 

分野：計画・行政、観光、農

業、環境管理 
援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ラオス事務所 協力金額（評価時点）：11 億 5,232 万円 

協力期間 
2010 年 10 月 29 日～ 
2015 年 10 月 28 日 
（R/D 署名日：2010 年 9 月 15
日） 

先方関係機関：計画投資省（MPI）計画局、外務省（MOFA）

ASEAN 局、農林省（MAF）農業局、天然資源環境省（MONRE）
公害管理局、公共事業・運輸省（MPWT）、情報文化観光省

（MICT）観光マーケティング推進局、ASEAN 事務局（ASEC）

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

東南アジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations。以下「ASEAN」という。）加盟

10 カ国は、2015 年までに ASEAN 共同体（ASEAN Communities）を設立するという目標を掲げ

ている。共同体の設立に向けての最重要課題の一つは、ASEAN 原加盟 6 カ国と ASEAN 新規加

盟国（カンボジア王国、ラオス人民民主共和国、ミャンマー連邦共和国、ベトナム社会主義共

和国）との域内開発格差の是正である。 
ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」という。）政府（The Governmnet of Laos。以下「GOL」

という。）「第 7 次国家社会経済開発計画（2011～2015 年）」（Lao National Socio-Economic 
Development Plan 2011-2015。以下「NSEDP」という。）において、ASEAN 統合への対応につい

ては検討されたものの、具体的な対応策については決定されていなかった。かかる状況の下、

GOL、JICA 及び ASEAN 事務局（ASEAN Secretariat。以下「ASEC」という。）は、ラオスをパ

イロット国として、ASEAN 新規加盟国のための格差是正に資する協力のモデルづくりを行う

ことを確認し、3 者による協議・意見交換を重ねてきた。その結果、ラオスが ASEAN 統合の

利益を享受しつつ更に発展するために、ASEAN 統合に向けた行動計画とラオスの開発計画と

の調和化を図り、「環境と成長の両立」と「開発のための産業多角化」をめざすという戦略的

方向性を共有した。この方向性は、貧困削減、開発と社会、並びに環境のバランスを志向する

NSEDP の方向性と軌を一にするものである。 
これを受け、ASEAN 統合に向けた開発格差の是正（Narrowing the Development Gap towards 

ASEAN Integration。以下「NDG」という。）を支援するための 3 者協力のモデル構築をめざす

と同時に、上記戦略的方向性を具体化するため、「JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプログ

ラム」（Laos Pilot Program for Narrowing the Development Gap towards ASEAN Integration。以下、

「LPP」という。）を実施することとなった。LPP では、協力戦略のコンセプトを‟Clean, Green, 
Beautiful Laos”と設定し、Clean Environment と Green Economy の二つのテーマで協力を進めて

いくこととなった。そうしたなかで、LPP における具体的な協力対象分野については、これま

での情報収集及び GOL・ASEC との協議を通じて、①ASEAN 統合ロードマップの実施に資す

ること、②ラオスの開発戦略・計画に整合すること、③通常の二国間援助とは異なる 3 者協力

事業として ASEAN からの協力リソースの投入が可能かつ有効であること、④日本の対ラオス

支援方針と合致していること等を主たる要素としてスクリーニングを行った結果、観光、農業、

環境管理の 3 コンポーネントを対象とすることが決定された。 
本プロジェクトは、計画投資省（Ministry of Planning and Investment。以下「MPI」という。）

を中心に、外務省（Ministry of Foreign Affairs。以下「MOFA」という。）、情報文化観光省（Ministry 
of Information, Culture and Tourism。以下「MICT」という。）、農林省（Ministry of Agriculture and
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Forestry。以下「MAF」という。）、天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment。
以下「MONRE」という。）、並びに ASEC をカウンターパート（Counterpart Personnel。以下「C/P」
という。）機関として、2010 年 10 月～2015 年 10 月までの 5 年間のプロジェクト期間で実施さ

れてきた。 
 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
ASEAN 統合に向け、域内における開発格差が縮まり、地域統合が促進される。 

 
（2）プロジェクト目標 

ASEAN 統合に向けた域内格差是正のための GOL、ASEC、JICA による 3 者協力のメカ

ニズムが構築され、機能する。 
 
（3）成 果 

1）ラオス並びに ASEAN 各国において、ASEAN 統合に向けて、ASEAN 域内格差是正に

向けた施策を促進するための適切な実施体制が確立し、促進される。 
2）三つの協力分野間、ASEAN 各国の当該分野に関係する組織とのリンケージの強化、

さらには ASEAN 諸国及び日本からの協力リソースを活用することによって、ASEAN 域

内格差是正に向けたイニシアティブが促進される。 
3）ASEAN 統合に効果的に対応するための GOL の能力が強化される。 

 

（4）投入（評価時点累計） 
ラオスパイロットプロジェクト事務局（Laos Pilot Project Office。以下、「LPPO」という。）

を中心に、観光、農業、環境管理の 3 コンポーネントで活動が行われており、投入は下記

のとおり。 
ラオス側 
 

LPPO ラオスパイロッ

トプロジェクト

観光コンポーネ

ント 
（LPPT） 

ラオスパイロッ

トプロジェクト

農業コンポーネ

ント（LPPA） 

ラオスパイロッ

トプロジェクト

環境管理コンポ

ーネント（LPPE）

C/P 6 名（MPI、
MOFA） 

15/18 名〔MICT/
県情報文化観光

局（情報文化観

光省）

（PICTD/PTD）〕

4 名（MAF） 10 名〔MONRE、
公共事業・運輸

省（MPWT）〕 

土地・施設提供 オフィス

（MOFA） 
オフィス

（MICT/PICTD）

なし オフィス

（MONRE） 
 
日本側 LPPO LPPT LPPA LPPE 
長期専門家派遣 累計 4 名 1 名 1 名 0 名 
短期専門家派遣 1 名 4 名 累計 3 名 7 名 
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機材供与 オフィス機器/車
両等 

オフィス機器/ 
パイロットサイ

トへの各種投入

（橋梁用木材、

機織り機 ほか）

圃場等 オフィス機器/ 
パイロットサイ

トへの各種投入

（重機、コンク

リ ー ト プ レ ー

ト、焼却炉  ほ
か） 

研修員受入 なし 日本 /ASEAN 諸

国 
日本 /ASEAN 諸

国 
日本/ ASEAN 諸

国 
ローカルコスト

負担： 
6,867 万円 6,115 万円 5,231 万円 5,160 万円 

 
ASEC 側 LPPO LPPT LPPA LPPE 
C/P 2 名 なし なし なし 
講師 2 名 なし なし なし 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 
（日本側） 

担当業務 氏 名 所 属 
団長／総括 石川 幸子 JICA 国際協力専門員 
団長補佐 木村 弘則 JICA ラオス事務所 次長 
評価分析 1 
（LPPO/LPPA） 

松本 彰 A&M コンサルタント㈲ 
代表取締役 

評価分析 2 
（LPPE） 

土井 弘行 ㈱生活工房 do 
代表取締役 

評価分析 3 
（LPPT） 

阪本 日出雄 ㈱パデコ 
プリンシパルコンサルタント 

協力企画 澤田 圭佑 JICA ラオス事務所 企画調査員 
協力企画 Viengsavanh 

SISOMBATH 
JICA ラオス事務所 プログラムオフィサー 

なおラオス側も、Mr. Houmphanh Soukprasith〔Deputy Director General of Department of 
International Cooperation（DIC）, MPI〕を団長に、MOFA はじめ関連官庁から調査者計 6 名を配

置。 

調査期間 2015 年 4 月 7 日 ～ 2015 年 5 月 21 日 調査種類：終了時評価調査 

３. 評価結果の概要 

３－１ プロジェクト目標の達成状況 

（1）プログラム全体〔ラオスパイロットプロジェクト事務局（LPPO）〕 
プログラム目標：ASEAN 統合に向けた域内格差是正のための GOL、ASEC、JICA による 3
者協力のメカニズムが構築され、機能する。 
指標 1：3 者協力のメカニズムに係る協働作業の枠組みが構築される。 
達成状況： 
ラオス国内においては、ASEAN、ASEAN 統合イニシアティブ（ Initiative for ASEAN 
Integration。以下「IAI」という。）を担当する MOFA と開発プロジェクトを総括する MPI、
及び JICA が協働し、事業実施担当省庁の IAI プロジェクト及び格差是正のための事業実施

に介在する体制を確立した。一方、ASEAN においては、ASEAN のセクター開発課題に機動

的に対応するために、ラオスの事業実施担当省庁と ASEAN セクトラル・ボディとの連携が
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構築された。また JICA においては、プログラム予算の措置、GOL 機関間の調整、ASEC IAI
担当部局への問題提起と課題解決に向けた働きかけを行い、GOL、ASEC そして JICA の 3
者間の総合調整を行う機能を確立した。 
指標 2：ASEAN コミュニティ・ロードマップ（観光、農業、環境）上で示された協力対象

分野の取り組み課題が、ラオスにおいて実施される。 
達成状況： 

3 分野（観光振興、安全・安心な農産物振興、環境管理）の選定は、GOL との合意の下、

「ASEAN コミュニティ 2009～2015 年（なかでも IAI ワークプラン 2）」のロードマップに

沿って策定されており、当該 3 分野は、GOL の国家開発の優先分野としても位置づけられ

推進されてきている。 
観光コンポーネントでは ASEAN コミュニティ・ベース観光（Community Based Tourism。

以下「CBT」という。）の導入を、環境コンポーネントでは ASEAN 環境的に持続可能な都

市（Environmentally Sustainable Cities。以下「ESC」という。）の推進を、そして農業コンポ

ーネントでは ASEAN 農業生産工程管理（Good Agriculture Practice。以下「GAP」という。）

の導入を行い、それぞれにつき、組織強化と人材育成が行われた。 
 
（2）観光コンポーネント（LPPT） 
コンポーネント目標：官民連携と中央と地方の連携により、ラオスの自然、文化、歴史、民

俗にまつわる観光資源を適切かつ持続的に活用した観光振興体制が確立される。 
指標 1：2015 年のラオスへの観光客数が 350 万人に達する。 
達成状況： 

観光客の入込数は 2012 年に 330 万人、2013 年に 370 万人そして 2014 年には 415 万人に

達した。2015 年に 350 万人という目標を達成できた。 
指標 2：ビエンチャン（Vientiane。以下「VTE」という。）及びパイロット県における官民連

携によるマーケティング・宣伝活動への参加観光関連民間会社の数。 
達成状況： 

官民協働の観光情報サービスプログラムに、VTE の 18 社が参加した。 
三つのパイロット県でのファムツアー等の CBT 関連活動に、述べ 50 社以上が参加した。

 
（3）農業コンポーネント（LPPA） 
コンポーネント目標：安全で品質の高い農産物が生産されるために GAP がラオスに導入さ

れる。 
指標 1：プロジェクト終了までに GAP の認証体制が整備され、GAP が他の地域に拡大する。

指標 2：GAP 認証を受けた農産物の生産や流通がラオス国内で開始される。 
達成状況： 

ラオスは ASEAN GAP と同等のラオス GAP を 2011 年 1 月に制定。この普及を図るため

GAP の認証体制を整備するとともに、農家への普及を図るため農家グループの組織化、GAP
指導員の育成を図りつつ、安全で質の高い農産物生産に必要となる GAP の適切な指導や助

言が受けられる体制の整備を行った。 
このうち、GAP 認証体制の整備については、ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für 

Internationale Zusammenarbeit。以下「GIZ」という。）と TICA が実施する「ラオス GAP 強化

プロジェクト」（2012 年 5 月～2015 年 5 月で完了）が対応し、LPPA では農家への GAP 導入・

普及を担当することとなった。まずラオスでの GAP 普及を図るため、農業局（Department of 
Agriculture。以下「DOA」という。）傘下のクリーン農業開発センター（Clean Agriculture 
Development Center。以下「CADC」という。）の GAP 農場の整備を行い、GAP の実践農場

として展示活動と GAP 研修を実施した。また GAP のパイロットサイトとして、首都 VTE、
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及び VTE 県の 2 サイトが選定され、累計で 26 グループ、738 農家が GAP のパイロット農

家グループとして組織化された。これまで、GAP のオリエンテーションも各農家グループ

単位で実施され、かつ参加農家全員に対し GAP 研修、さらには担当者向けに内部監査シス

テム（Internal Control System。以下「ICS」という。）研修、また農家グループのリーダーに

対する GAP 実践研修を実施済みである。 
GAP 認証の取得に関しては、現在まで CADC 並びに 2 農家グループ（45 農家）の計 3 団

体のラオス GAP 認証申請が承認され、農家のなかにはタイへ輸出するなど、GAP 農産物の

販売を開始したところである。しかし、農場管理記録の記載方法が徹底されていないなど、

一部規程で定められた GAP 認証農産物の詳細な生産量はじめ出荷先、流通経路などの情報

が得られていない部分もあり、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix。
以下「PDM」という。）のうちコンポーネント目標で定められた指標の達成状況が確認でき

ない部分もあった。 
 
（4）環境管理コンポーネント（LPPE） 
コンポーネント目標：ラオスにおいて、ASEAN 環境的に持続可能な都市イニシアティブ

（ASEAN Initiative on Environmentally Sustainable Cities。以下「AIESC」という。）に基づき、

ESC が促進される。 
指標：ESC ガイドラインが、広く活用される。 
達成状況： 

ESC ガイドラインはパイロットサイト 3 都市での活用のみならず、国全体に広がりつつあ

る。2015 年 4 月現在、ESC ビジョンを策定した都市の数は、パイロットサイト 3 都市〔首

都 VTE、ルアンプラバン郡（Luang Prabang District。以下「LPB」という。）、サヤブリ郡

（Xayabouri District。以下「XYB」という。）〕と ESC ガイドライン普及活動により策定を支

援した 3 都市（Paksan、Kaysone Phomvihane、Vangvieng）の合計 6 都市である。 
2013 年 3、7 月に実施した ESC ガイドライン普及ワークショップ後に、ESC ビジョン案

を策定するために、パイロット 3 都市を除く 14 県のうち 12 の県都は、ESC ビジョン策定の

ための委員会を設立し、MONRE/汚染規制局（Pollution Control Division。以下「PCD」とい

う。）に対して策定のための協力を要請してきた。要請に応えるための支援体制の整備を

MONRE/PCD は進めている。 
AIESC のプログラムには、ASEAN 全体で 25 都市が参加し、ラオスからはパイロットサ

イト 3 都市が参加している。AIESC では、参加都市とは別に、2008 年から 3 年に一度、ESC
として模範的な活動を行った都市に対して ASEAN ESC Award を与えている。2014 年 10 月

に VTE で開催された 15th Informal ASEAN Ministerial Meeting on Environment（IAMME）on 30 
October 2014 において LPB が ASEAN10 都市の一つとして表彰されている。上記から、コン

ポーネント目標は既に達成されていると考えられる。 
 

 

３－２ 評価結果の要約〔JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト（LPP）全体プロ

グラム〕 

３－２－１ 妥当性 
本プログラムは、下記の理由により、その妥当性は非常に高いと判断される。 

（1）相手国政府国家政策上の位置づけ 
“Clean, Green and Beautiful Laos”という戦略的ビジョンに基づく本プログラムの基本

計画は、公平な経済開発、貧困削減、開発格差に焦点を絞りつつ、ASEAN 加盟国の社

会開発の加速を志向するもので、NSEDP、更に現在草案中の「第 8 次 NSEDP 2016～2020
年」の方向性とも軌を一にしており、その点において整合性が高い。なお、本プログラ

ムの分野別コンポーネント（観光、農業、環境管理）は、どれもラオスの国家開発の優
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先分野と合致している。 
 
（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）政策上の位置づけ 

本プログラムの三つのコンポーネントは、いずれも ASEAN統合ロードマップ（ASEAN
コミュニティ・ブループリント、IAI ワークプラン 2、セクターワークプラン）から抽出

され、事業が設計、実施されていることから、優先順位も高く、基本的に ASEAN の開

発方針に沿ったものである。 
 

（3）パイロット国並びに対象分野の選定 
2004 年 11 月に締結された「ビエンチャン・アクション・プログラム（VAP）」におい

て、ASEAN 諸国のリーダーは、ASEAN 共同体の設立に向けて原加盟国 6 カ国と新規加

盟国 4 カ国〔カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム（Cambodia, Laos, Myanmar, Viet 
Nam。以下「CLMV」という。）諸国〕間の域内格差是正への取り組みが最重要課題の一

つであると表明しており、この課題に対し、ASEAN 加盟各国は域内格差是正に向けた

革新的なモダリティの開発に取り組むことを表明している。CLMV 諸国のなかでも各種

開発指標の低いラオスにおいて、域内格差是正への取り組みを行うことは妥当であっ

た。また、ASEAN との新たな「協力メカニズム」のモデルを構築し具現化することは、

新たなモダリティ形成の点、ASEAN 協力の推進という点からも、妥当であったといえ

る。 
 

（4）わが国援助政策との関連、国別事業実施計画上の位置づけ 
対 ASEAN 協力としては、わが国は、2003 年 12 月、「日本と ASEAN のパートナーシ

ップのための東京宣言」を採択するとともに、日本・ASEAN 包括的経済連携協定の締

結等を通じて、ASEAN との連携、関係の強化を図ってきた。また、2011 年 11 月にイン

ドネシアのバリで開催された第 14 回日本・ASEAN 首脳会議において、ともに繁栄する

日本と ASEAN の戦略的パートナーシップの強化のための共同宣言（バリ宣言）を発表

し、「日本・ASEAN 行動計画（2011～2015 年）」を採択している。さらに、ASEAN 加盟

国間の格差是正、開発ギャップを埋めることを目的とした ASEAN 共同体の構築のため

の自主的な取り組みをわが国も重視しており、本プログラムはこれらの公約を実現する

ことにつながるものであり、わが国の政策とも整合性が確保されている。 
 

３－２－２ 有効性 

有効性は高いと判断される。本プログラムの目標は「ASEAN 統合に向けた域内格差是正

のための GOL、ASEC、JICA による 3 者協力のメカニズム構築」と設定されている。本プロ

グラムの三つの成果の達成度は高く、GOL の能力強化も顕著であると判断される。終了時評

価の時点において、3 者協力のメカニズム、特に協力実施に係るシステム構築や域内格差是

正のための能力向上、更にラオス国内における各コンポーネントの実施進捗状況を踏まえる

と、ASEAN 統合に向けた域内格差是正のための枠組みが構築されるとともに、域内格差是

正のための実践的な取り組みが行われたと高く評価でき、以下の理由によって、プロジェク

ト目標は達成できると判断される。 
① 有機的、有効な実施構造と 3 者並びに関係者との協力メカニズムの構築 
② 対象 3 コンポーネントの進展と成果（ESC 環境ガイドライン策定、GAP 導入、CBT

促進） 
③ GOL 及び関係者の能力強化 
各コンポーネントの成果は近隣国であるカンボジア、ミャンマー、ベトナム（Cambodia, 

Myanmar, Viet Nam。以下「CMV」という。）と共有され、ASEAN 諸国間の地域協力推進に
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も寄与しており、また、コンポーネントごとのワーキンググループでの活動（例：農業の EWG 
GAP、環境の ESC ワーキンググループ、観光の ASEAN 観光会合やフォーラム）を通して、

ASEAN 各国との連携強化に結びついている。 
 
３－２－３  効率性 

本プログラムの効率性は、中程度と判断される。予算投入については、本プログラムの前

半、各対象分野での活動開始や基盤整備のために当初計画予算額を上回る、比較的多額の資

金が投入されたが、プログラム後半には、供与したインフラを効率的に活用した活動を行っ

ており、また今後ラオス側に円滑に受け渡せるよう、能力強化が図られてきている。人材面

では、C/Pの人材不足や異動、あるいは日本人専門家の配置遅滞や短縮等が一部の活動に影

響を及ぼしたことが観察された。なお、本プログラムでは、日本あるいはラオスからの人的

投入だけでなく、ASEAN6カ国から専門家等を招へいするなど、人材の有効活用を図ってい

る一方、ASEAN諸国への視察訪問、各コンポーネントによる地域セミナー、ワークショップ

の実施を通じた近隣諸国との開発課題に関する知見の交流も行われてきた。こうしたASEAN
各国との協力は、経験や教訓の共有、技術移転といった視点だけでなく、自国における状況

を再認識する機会になるなど、有益かつ効率的であったといえる。現在は3者間協力の効率・

効果的な実施体制を構築できているが、本プログラムの効率的な実施運営管理のため、LPP
全体の総括共同マネジャーが3者（GOL・ASEAN・JICA）から配置されたとはいえ、国内外

にわたる多数の関係機関との調整には、相当なマネジメントコストが必要であった。 
 

３－２－４ インパクト 
本プログラムのインパクトは比較的高いと判断される。 

（1）ラオス政府（GOL）の国家プログラムとして認知 
各コンポーネントはラオスの国家戦略に組み込まれ、現在実施中のラオスの第 7 次

NSEDP のなかでも ASEAN 統合に向けた取り組みとして本件が位置づけられている。さ

らに次期第 8 次 NSEDP にも、各コンポーネント並びに国際統合は、重要な分野、課題

として位置づけられている。 
 

（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）統合に向けた新しい協力モデルとして貢献 
本プログラム実施によって、効果的な 3 者間協力のメカニズムが構築され、かつ機能

的に稼働し、ASEAN 各国に本プログラムの進捗、結果が共有されることで、ASEAN 統

合促進に貢献している。とりわけ、ラオスが、ASEAN 統合に係る新しい協力モダリテ

ィの「パイロット国」となったこと、更に本プログラムが開発格差是正のための 3 者協

力のモデルに係る代替的、斬新的な開発モデルを示したことは何より大きな成果であ

る。具体的には ASEAN 連携、更にはその促進に係る実質的な事業展開、各国の進捗状

況に係る情報共有はじめ、合意形成づくり、さらには対外交渉、協議のアプローチなど、

組織間調整の模範についても示すことができたことは高く評価。 
 

（3）国ごとのニーズへの対応及び地域協力の促進 
本プログラムは、ラオスにとって優先的な開発課題の解決に記したユニークな成功案

件といえるが、関係政府職員の能力強化にとどまらず、コミュニティレベルにおいても

目に見える便益をもたらしたものとして高く評価できる。また、プロジェクト後半には、

各コンポーネントの活動はラオス一国にとどまらず、近隣国からの招へいや地域・専門

家会合への参加などを通じて、「複数国」「地域」の広がりないし視点をもった活動を行

っており、地域協力の促進に貢献してきたといえる。さらに本件が、複数年度の継続活

動であり、かつ複数分野を対象としていること、相互に関連性をもった活動であること
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から、高い賞賛を受けている。 
（4）各コンポーネントのインパクト 

各コンポーネントの進展を通じ、知識やノウハウはじめ C/P の能力強化にとどまらず、

一般住民の環境問題（固定廃棄物）や食の安全や品質向上、あるいは観光者や住民に対

して環境に配慮した街並みを提供するなど、広く意識の改革に貢献してきている。また

各コンポーネントでは、実際に直接の便益を最終受益者である農家、観光客、そして一

般住民にまでその効果をもたらしている。例えば環境管理コンポーネントでは、都市環

境管理の一環としての固定廃棄物活動は、パイロットとなった 3 都市で、特に住民はじ

め観光客の健康改善、安心に大きく貢献しており、さらに首都 VTE や LPB の観光客誘

致にも間接的に貢献している。農業コンポーネントで取り組まれている化学肥料等の適

正使用による農作業条件の改善や環境に優しい農法は、農民の健康にプラスのインパク

トをもたらすことが期待される。観光コンポーネントでは、持続的観光の推進のための

観光マーケティングや促進活動を行い、2012 年のラオス観光年を成功に収めた。2013
年に、ラオスが欧州で「The World’s Best Tourist Destination 2013」を獲得したことは大き

なインパクトであったといえる。また、CBT 促進に関する観光専門家会合を通して、観

光分野における ASEAN 協力にも貢献した。さらに、ASEAN CBT スタンダード策定の

ワーキンググループの議長国であるカンボジアに協力し、2014 年 10 月にはカンボジア

観光省に対するパイロット県への招へい視察及び意見交換を実施し、2015 年 1 月にはカ

ンボジアで開催された CBT 関連セミナーに参加し、ラオスにおけるラオスパイロット

プロジェクト観光コンポーネント（Tourism Promotion Component of LPP。以下「LPPT」
という。）の CBT 開発経験と、ASEAN CBT スタンダードを活用した実践例等の共有・

報告などを行い、同スタンダード策定に貢献した。なお、パイロット村の観光ビジネス

に従事するオーナーやその家族は CBT 活動による便益も受けている。 
 

（5）コンポーネント間の連携効果 
コンポーネント間の連携による効果も見受けられる。環境管理コンポーネントの連携

活動のサイトとして、観光コンポーネントの CBT パイロット場所が選定され、ミミズ

コンポストの普及活動を実施。CBT 活動村の村人が VTE でのミミズコンポスト普及セ

ミナーに出席、同 CBT 活動村にミミズコンポストの専門家が訪問し講義するなどの連

携が行われ、その後、セミナー参加者がそれぞれ自村でミミズコンポストを実践した結

果、環境への認識の向上とともに、観光資源としての持続的利用を促進した。 
 

（6）東南アジア諸国連合（ASEAN）へのインパクト 
本プログラム実施によって、目に見える成果やインパクトが ASEAN の専門家会合等

で報告、プレゼンテーションされ、各コンポーネントでのセミナーやワークショップが

ラオス国内だけでなく、ASEAN 各国で実施された。こうした活動を通じて、LPP の実

践的な知見や経験が ASEAN 各国間でも有用なメカニズムとして広く共有されている。

 
３－２－５ 持続性 

本プログラムの継続性は、中程度と判断される。評価の結果、政策・組織・制度面、並び

に技術・人材面での継続性は比較的高いため、更なる活動拡大のためには、継続して能力強

化や人材活用に係る予算を確保していく必要があるが、国家予算の制約等による財務面での

課題は残る。各コンポーネント C/P 機関の特色や、予算事情を考慮しつつ、財務面の課題を

克服するための工夫や取り組み方針について、プロジェクト終了時までに引き続き検討、協

議していくことが求められる。本プログラムの継続性は、以下の図表にあるとおり、「課題・

制約」をいかに克服しつつ、「機会・期待」を有効に使えるかにかかっている。 
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観点 
イシュー・焦点・課題 

機会・期待 課題・制約 
政策・組

織・制度

面 

 ASEAN 統合（地域・国際統合を含む）に向け

た促進及び加速化、更に「ポストミレニアム開

発目標（Millennium Development Goals。以下

「MDGs」という。）及び SDGs」に向けての

持続的開発の重要性（同方向性に対する GOL
の国家政策&開発計画の継続と強固：次期第 8
次 NSEDP） 

 ASEAN 統合に対する理解促進（政府関係者、

地方や国民への啓発を強化） 
 3 コンポーネント（観光促進、安全農産物、環

境的に持続可能な都市）の持続的活動に係る

GOL 関係各局のコミットメント 
 策定された ESC ガイドライン、GAP ロードマ

ップ、CBT 開発指針の、ラオス国内、ASEAN
各国への配布ないし共有 

 ラオスにおける ASEAN 地域アジェンダの効

率・効果的実施調整に係る政府関係機関のコミ

ットメント 

 ASEAN 開発アジェンダの

実施推進に係る GOL 組織

間における調整協力メカ

ニズム強化 

技術・人

材面 
 各コンポーネントとASEAN共同体ロードマッ

プとの密接なリンケージ 
 GOL 並びに参加関係者（民間セクター、住民、

農民などを含む）の技術・運営・プレゼンテー

ション能力の向上 
 成果品（制作資料ほか：例としてガイドライン、

戦略計画書、研修教材、冊子ほか）の活用 

 職員の交代、異動あるいは

職員数の絶対的制約にかか

わらず、これまでの教訓、

業務経験の蓄積と有効活用

財務面  施設・機材の保守や維持管理に必要な GOL 予

算措置のコミットメント 
 能力強化や人材活用に係る

財務面の制約（特に職員の

みならず、関係者への研修

や ASEAN 域内の専門家活

用） 
 

３－３ 結 論 

本プログラムは、2015 年末をめどに実現をめざしている ASEAN 統合の最大の課題と認識さ

れている加盟国間の格差是正に対する新たな取り組みとして、2010 年 10 月に開始された。格

差是正に向けて実質的な開発成果を上げるために、ラオス 1 カ国に対象国が絞られた。GOL、
ASEC、並びに JICA の 3 者が、本プログラムの実施体制を構築して、ASEAN 共同体ロードマ

ップの一部を形成している IAI ワークプラン 2 とラオスの開発課題が合致する 3 分野（観光、

農業、環境）を選び、LPP コンポーネントと呼ばれるプロジェクトを実施。特に 2013 年 5 月

以降、各コンポーネントは、中間評価の提言を踏まえて ASEAN との協力に注力してきた。ま

た、LPPO と GOL C/P は、LPP のコンセプト、及び活動成果を周辺国と共有する活動を通じて

LPP の地域協力的側面を強化してきた。 
上記、LPP の特殊性にかんがみて、本プログラムの評価においては、通常のプロジェクト評

価に準じた LPP 全体及び三つのコンポーネントの実績と 5 項目評価とは別に、ASEAN 協力案
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件としての側面も評価する必要があった。結論としては、以下の 3 点を強調したい。 
 
（1）ラオスの開発促進への貢献 

まず、ラオスの開発促進の観点からは、観光、農業、環境管理のすべてのコンポーネン

トにおいて各コンポーネントの目標がおおむね達成されており、それぞれに今後に向けて

の課題は残されているものの、これまでの活動においてはめざましい成果が確認された。

詳細は、各コンポーネントの記述にゆずるが、LPPT では、2012 年のラオス観光年に向け

て GOL 機関の能力向上が図られるとともに、民間企業との連携が促進された。また、ラ

オス国内の CBT 開発指針が整備され、3 県において実施された CBT モデルサイトでは、

住民のエンパワーメントを県・郡レベルの観光局があと押しするという理想的な開発の手

法が確認された。ラオスパイロットプロジェクト農業コンポーネント（Agriculture 
Component of LPP。以下「LPPA」という。）では、ASEAN 加盟国のなかで最も遅れていた

GAP の導入が実現し、GAP 認証農家グループが誕生した。また、ASEAN GAP ワーキング

グループとの関係構築によって担当者の能力向上が図られ、ラオス国内の GAP 普及に係

る基盤が確保された。ラオスパイロットプロジェクト環境管理コンポーネント

（Environmental Management Component of LPP。以下「LPPE」という。）では、廃棄物処分

場の整備と運営について特筆すべき成果が確認された。国内では ESC ガイドラインの整備

と普及活動が実施され、本分野では ASEAN を牽引する役割を担うまでに成果を上げた。

定期的に行われてきた中央及び地方の C/P に対する能力向上測定調査においても、確実に

ラオス人関係者のやる気と能力が正比例で向上しているとの結果が確認されている。LPP
で取り上げてきた 3 分野は、次期第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）においても最優先分野

グループのなかに入っており、今後、ますます重要性が高まっていくと考えられる。GOL
の政策の観点から振り返っても、今後につながる 3 分野の貢献は大きなものであった。 

 
（2）域内格差是正の側面における成果 

ASEAN 域内の格差是正の側面では、特に中間評価後に LPPO とともに各コンポーネン

トは所定の成果を上げた。各コンポーネントにおいて具体的にどの程度の格差が是正され

たかという点で、域内の基準との格差を現実に認識し、格差を埋めるべく具体的な取り組

みが実施された意義とその進捗は高く評価できる。LPPT では、ASEAN CBT ワーキンググ

ループとの連携を強化し、ASEAN CBT スタンダードを踏まえたラオス CBT 開発指針を作

成、ラオス国内の CBT を ASEAN のレベルに引き上げていく基盤が構築された。またラオ

ス CBT の成果を周辺国と共有する活動によって、周辺国への波及効果が認められた。LPPA
では、ASEAN GAP ワーキンググループのメンバーとして活動することによって、ラオス

国内における GAP 普及のロードマップ作成や農家グループの GAP 認証等にかかわるノウ

ハウの習得が容易となり、担当者の自信と能力向上にもつながった。周辺国の関係者を招

いて GAP 普及のワークショップを開催することによって、周辺国との協力関係も強化さ

れた。LPPE は、前述のとおり、ASEAN ESC のコンセプトを国内のガイドラインとしてま

とめ、全国普及をめざしているという点で、ASEAN ESC ワーキンググループ内のロール

モデルとなっている。また、周辺国を対象としたガイドライン普及ワークショップをラオ

ス国内、及びカンボジアで開催し、周辺国とのノウハウの共有にも貢献した。 
 
（3）東南アジア諸国連合（ASEAN）案件としての側面 

ASEAN 協力案件としての側面では、GOL・ASEC・JICA による 3 者協力のメカニズム

が構築されたことで LPP 全体として所定のプロジェクト目標は達成されたというポジテ

ィブな評価がある。 
当初計画された GOL・ASEC・JICA による 3 者協力メカニズムを実質的に機能させるた
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めには、別途、二つの調整機能を動員する必要があった。 
第一に、MOFA・MPI・関係各省間のラオス国内調整メカニズムである。MOFA と MPI

の協働関係によって、政治の場で決められた ASEAN の地域課題をラオス国内の開発課題

に落とし込み、案件として実施するメカニズムを構築することができた。MPI は MOFA の

お墨つきを得て、関係各省にも ASEAN 案件の実施に対して助言と調整を行うことができ

た。この国内調整メカニズムは、また、ASEAN の開発課題をラオスの NSEDP に取り込む

ことにも貢献した。 
第二に、三つのコンポーネントを担当する各省が、おのおの関連する ASEAN セクトラ

ル・ボディとの関係を強化することで、ASEAN の課題を円滑にラオス国内で実施するこ

とに貢献した。このように、ラオス国内の調整メカニズム導入と、ラオス各省と ASEAN
セクトラル・ボディとの関係強化があってこそ GOL・ASEC・JICA による 3 者協力メカニ

ズムが機能し得たと考えられる。逆にいえば、MOFA と MPI を中心とした国内調整メカニ

ズム、及び各省庁とセクトラル・ボディ間の協働関係がなければ、ASEAN の地域課題を、

加盟国内で効果的に実施することは容易ではなく、その観点からも LPP は ASEAN が決定

した地域開発課題をどのように加盟国において実施すればよいのかという具体例を提示

することができた。 
3 者協力メカニズムにおける ASEC の存在は、ASEAN の窓口機能としてラオス各省と

ASEAN セクトラル・ボディとの関係強化への一助となったと認められる。 
 
３－４ 提 言 

LPP 終了までの残りの期間における LPPO を含めた各コンポーネントの活動、及び終了後に

期待される GOL の対応については、以下のとおり提言する。 
 
（1）持続可能性を最優先とした取り組みの重要性 

既述のように、2020 年までに後発開発途上国（Least-Developed Countries。以下「LDC」
という。）の脱却を図るラオスが第 8 次 NSEDP において観光、農業、並びに環境の 3 分野

を優先開発課題に含めていることに注目したい。この観点からも、3 コンポーネントの活

動は、ラオスの将来に大きな影響力をもつと考えられることから、LPP 終了時までに所定

の目標を達成する努力を継続するとともに、終了後にも維持可能な活動を継続、発展させ

ることを踏まえて準備を行う必要がある。三つのコンポーネントに対する具体的な提言

は、別項に詳細な記載があるため本項では割愛するが、JICA から供与された機材や施設の

管理運営の今後の維持の継続には予算の捻出（受益者負担等）を含めた措置が必要になる

と考えられる。 
 
（2）ラオス国内の調整メカニズムの強化 

LPP の実施を通じて、ASEAN 案件の実施については、MOFA と MPI を中核とするラオ

ス国内省庁間の調整メカニズムが構築されてきたことは既述のとおりであり、LPP の成果

の一部ととらえられるが、LPP 終了後にも存続し、機能していくメカニズムであることが

望まれる。このメカニズムは、ラオス国内における ASEAN 案件の実施を効率的に進める

のみならず、他の ASEAN 加盟国にとってはロールモデルとなり得るという認識を国内の

関係省庁間で共有することが必要である。LPP 終了時までに、MOFA と MPI の間で協議が

行われ、現存のメカニズムを強化する対策が講じられることを期待する。 
 
（3）合理化に貢献したプログラム的アプローチ 

業務実施監理上の観点から、三つの協力分野のコンポーネントを 1 プロジェクトとして

一体化した実施形態は、案件形成から個々に行う場合と比較して、プログラム化の計画・
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実施において、調達プロセス、各コンポーネントに共通した実践内容（例えばワークプラ

ンに則した人材育成活動）による相乗効果の発現、等に合理的に作用した。機構のプログ

ラム・アプローチ推進の先駆けとなったと評価できる。今後はその実施形態の汎用性が期

待される。 
 

（4）東南アジア諸国連合（ASEAN）案件としての成果の共有 
ASEAN 案件の一形態である IAI 関連の取り組みの側面として、LPP は、GOL・ASEC・

JICA の 3 者協力メカニズムが機能した以外にも、開発の視点からは、NDG に向けて実質

的な成果を上げるための協力のあり方を示すことができた。従来から、研修中心の協力が

行われてきた IAI は、その後のフォローアップの欠如、及び CLMV 各国における具体的な

研修の成果がみえない点で疑問視されてきた。これに対し、各コンポーネントは、ASEAN
の開発課題をどのように具体的に加盟国内で実施し成果を出していくのかを実践してみ

せた。 
2015 年末まで IAI タスクフォース（Taskforce。以下「TF」という。）の議長の任を負っ

ている ASEAN における GOL の立場を尊重し、GOL が IAI 関連の取り組みの経験として、

LPP の成果を他の加盟国と共有することを期待する。 
 

３－５ 教 訓 

本プログラムは、ASEAN 協力の観点から JICA にとって多くのポジティブ、かつ重要な教訓

を残している。今後の ASEAN 協力の議論に資することを目的として、以下に幾つかの教訓を

挙げる。 
 
（1）東南アジア諸国連合（ASEAN）協力における 3 者協力の意義 

LPP が打ち出した、GOL・ASEC・JICA の 3 者協力メカニズムは、ASEAN 側の人事及

び機構改革による変容の時代を乗り越えて、最終的には ASEAN が定める地域協力課題の

実施モデルとして ASEC IAI&NDG 課、及びドナー各国に（非公式ではあるが）認知され

るに至った。 
LPP 実施段階では、おそらく ASEAN の体制転換によるものと思われるが、実施におい

て ASEC に期待される役割が討議議事録（Record of Discussions。以下「R/D」という。）等

に明記されず、バイ案件として R/D 署名は二国間のみで行われている。それにもかかわら

ず、プロジェクト趣旨に沿って、ASEC は 3 者協力体制に継続して協調し、ASEAN の窓口

機能としてラオス各省と ASEAN セクトラル・ボディとの関係強化の推進の一助となるべ

く役割を果たし、本プロジェクト関係者が 3 者実施体制を構築したことは評価すべきこと

である。 
その結果、IAI ワークプラン 2 の中間評価においても、LPP が、短期の訓練やセミナー

を中心とした従来の IAI 実施体制とは一線を画し、技術協力プロジェクトとして長期の視

野をもってラオスと ASEAN の共通課題に取り組んだ点が高く評価されている。また、三

つのコンポーネントの活動が、ASEAN のセクトラル・ボディと効果的な協働関係を構築

できた点も、今後の対 ASEAN 協力にとってはひとつの学びとなる。 
これらのことから、今後、ASEAN 案件の一形態としての IAI 関連案件発掘・案件形成

をする際には、以下の点を踏まえることが不可欠であり、ASEAN 案件としての側面から

得られる教訓である。 
第一に、ASEAN 案件における IAI への取り組みのプライオリティづけを確認する必要

がある。そのうえで ASEAN 案件の下での協力をする必要性があると判断された場合、第

二に、現行の ASEAN 体制での IAI の意思決定の場における ASEAN 側との対話を確立・

維持しておく必要がある。 
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（2）ラオス関係者の東南アジア諸国連合（ASEAN）統合に対する意識の向上 
LPP では、3 回にわたりラオス関係者を対象とした“ASEAN Awareness Seminar”を各コン

ポーネントの活動と並行して開催しており、ラオス側関係者の ASEAN 統合に対する知識

の共有とともに、意識の向上が図られた。ASEAN 課題を実施する場合には、プロジェク

ト本体に注力するのみならず、ASEAN 統合に係る知識の共有を図ることで、関係者のプ

ロジェクトに対する意識の向上を図ることの重要性が教訓として挙げられる。 
 

（3）東南アジア諸国連合（ASEAN）各国人材の活用 
ASEAN の課題については、ASEAN 各国の専門家を活用することが発展レベル、文化的

価値観、言語面のアドバンテージ等から考えて、効率的効果的であることが各コンポーネ

ントの活動からうかがえた。将来の対 ASEAN 協力には、積極的に ASEAN のリソースや

人材を登用することが望ましい。 
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Summary of Terminal Evaluation 
 

1. Outline of the Project 

Country ： Lao People’s Democratic 

Republic 

Project Title ： Laos Pilot Program for Narrowing the 

Development Gap towards ASEAN Integration（LPP） 

Issue/Sector ： Planning, Tourism, 

Agriculture, Environment 

Cooperation Scheme ：Technical Cooperation Project 

Division in Charge ：JICA Laos Office Total Cost（At the time of evaluation）：1,152 Million Yen 

 

 

Period of 

Cooperation 

（R/D）：15 Sep. 2010 

 

29 Oct. 2010- 28 Oct. 2015 

 

Partner Country’s Implementing Organization ： 

- Department of Planning（DOP）,Ministry of Planning and 

Investment（MPI）; 

- ASEAN Department, Ministry of Foreign Affairs（MOFA）;

- Department of Agriculture（DOA）, Ministry of Agriculture 

and Forestry（MAF）; 

- Department of Pollution Control （ DPC ） , Ministry of 

Natural Resources and Environment（MONRE）;  

- Tourism Marketing Department, Ministry of Information, 

Culture and Tourism（MICT）; and 

- Department of Housing and Urban Planning（DHUP） , 

Ministry of Public Works and Transport（MPWT）. 

- ASEAN Secretariat（ASEC）. 

Supporting Organization in Japan ：NA 

Related Cooperation ：NA 

1-1  Background of the Project 

   Laos Pilot Program for Narrowing the Development Gap towards ASEAN Integration（LPP）has been 

implemented since October 2010 with the duration of five years by the Government of Laos, ASEAN 

Secretariat and JICA as a tripartite cooperation. LPP aims to narrow the development gap between ASEAN 6 

and CLMV（Cambodia, Laos, Myanmar & Vietnam）through 3 component activities（Tourism, Environment

and Agriculture）, which are in line with the IAI Work Plan II. LPP has been contributing to narrowing the 

development gap and preparing for ASEAN Economic Community by 2015, LPP’s activities, in line with 

IAI Work Plan II, were designed to meet the needs and requirements of Laos, comprising 3 components as 

following: 

（a） Tourism component has established a new Community Based Tourism（CBT）business model, which has 

led to the increased number of visitors and tourism revenue; 

（b） Environment component had introduced Environmental Sustainable Cities（ESC）Guideline and ESC 

vision and strategic plan were formulated in three targeted cities; and  

（c） Agriculture component had introduced ASEAN GAP, which provides safe certified agriculture products 
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meeting ASEAN standard. 

 

1-2  Project Overview 

（1）Overall Goal  

  The Development Gap towards ASEAN Integration is narrowed and regional integration is promoted. 

 

（2）Project Purpose 

  Tripartite cooperation mechanism among Lao PDR, the ASEAN and JICA is established and functions for 

Narrowing the Development Gap（NDG）towards ASEAN integration. 

 

（3）Output 

Output 1：An appropriate implementation structure to promote measures for NDG towards ASEAN 

integration is established and enhanced in the Lao PDR and ASEAN. 

Output 2 ： ASEAN’s initiative for NDG is progressed by strengthening the linkage between each 

component and relevant ASEAN sectorial body and by mobilizing resources from ASEAN Member 

States and Japan. 

Output 3：Capacity of the Government of the Lao PDR to deal effectively with issues for ASEAN 

integration is strengthened. 

 

（4）Inputs（At the time of evaluation） 

 

 Lao Side LPPO Tourism  

（LPPT） 

Agriculture

（LPPA） 

Environment（LPPE）

Counterparts 6  

（MPI, MOFA）

15/18  

（MICT/PICTD） 

4 

（MAF） 

10  

（MONRE, MPWT） 

Provision of office 

space etc. 

Office 

（MOFA） 

Office 

（MICT） 

N/A Office 

（MONRE） 

 

Japanese Side LPPO Tourism  

（LPPT） 

Agriculture

（LPPA） 

Environment（LPPE）

Long-term Experts 4 1 1 0 

Short-term Experts 1 4 3 7 

Equipment Office 

Equipment/ 

Vehicle etc. 

Office Equipment/ 

Inputs to Pilot Site 

Demonstration 

Farm etc. 

Office Equipment/ 

Input to Pilot site 

Training N/A Japan/ASEAN 

Member States 

Japan/ASEAN 

Member States 

Japan/ASEAN 

Member States 
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Local Activity Cost 68 Million Yen 61 Million Yen 52 Million Yen 52 Million Yen 

 

ASEC LPPO Tourism 

（LPPT） 

Agriculture

（LPPA） 

Environment（LPPE） 

Counterparts 2 N/A N/A N/A 

Lecturer 2 N/A N/A N/A 
 

 

2.  Evaluation Team 

  

Member 

<Japanese Side> 

Dr. Sachiko Ishikawa, Team Leader, Senior Advisor, JICA 

Mr. Hironori Kimura, Sub Leader, Senior Representative, JICA Laos Office 

Mr. Akira Matsumoto, Evaluation Analysis（LPPO/LPPA）, President, A&M Consultant Ltd. 

Mr. Hiroyuki Doi, Evaluation Analysis（LPPE）, President, Seikatsu Kobo do 

Mr. Hideo Sakamoto, Evaluation Analysis（LPPT）, Principal Consultant, PADECO Co., Ltd. 

Mr. Keisuke Sawada, Evaluation Planning, Project Formulation Advisor, JICA Laos Office 

Mr. Viengsavanh Sisombath, Evaluation Planning, Program Officer, JICA Laos Office 

<Lao Side> 

Total 6 evaluators joined from MPI, MOFA and each line ministries. The team leader was Mr. 

Houmphanh Soukprasith, Deputy Director General, Department of International Cooperation, 

MPI 

Period of 

Evaluation 
7 April – 21 May. 2015 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 

 

 

 

3.  Results of Evaluation 

3-1. Achievement of the Program / Component Purpose 

 

（1）LPPO 

Program Purpose： Tripartite cooperation mechanism among Lao PDR, the ASEAN and JICA is 

established for Narrowing the Development Gap（NDG）towards ASEAN Integration. 

Indicator 1：Working framework on tripartite cooperation mechanisms is elaborated. 

Achievement : 

 The working framework in Lao PDR, MOFA in charge of ASEAN policy and MPI in charge of 

development planning could collaborate closely and intervene actively in ASEAN NDG projects 

implemented by relevant ministries. 

 In ASEAN, the system was established between ASEAN sectoral bodies and relevant ministries of 
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Lao Government for working closely together when dealing with the ASEAN development agenda in 

respective supporting sectors. 

 In JICA, allocation of program budget, facilitation and coordination among Lao Governmental 

organizations and ASEAN secretariat were performed. 

Indicator 2：Actions for target sectors described in Roadmap for an ASEAN Community 2009-2015

（tourism, agriculture and environment）are implemented in Lao PDR 

Achievement: 

 Three components were selected based on NSEDP of Lao Government as well as Roadmap for an 

ASEAN Community 2009-2015. 

 ASEAN Community Based Tourism（CBT）in tourism sector, ASEAN Environmental Sustainable 

City（ESC）in environmental sector and ASEAN Good Agriculture Practice（GAP）in agriculture sector 

were introduced and disseminated in Lao PDR. Especially, institution building and human resources 

development were conducted in three components. 

 

（2）Tourism Component（LPPT） 

Component Purpose：Through collaboration between the public and private sectors, and between MICT 

and PTDs, a tourism promotion mechanism by making an appropriate and sustainable use of tourism 

resources of Laos including nature, culture, history and folklore is established. 

Indicator 1：The number of tourists to Laos is reached to 3.5 million on 2015. 

Achievement : 

 The number of tourist reached 3.3 million in 2012, with 3.7 million in 2013 and 4.15 million in 2014. 

The target number 3.5 million for 2015 has already been achieved. 

Indicator 2：The number of private companies which participated in tourism marketing and promotion 

activities by the collaboration between the public and private sectors in Vientiane and pilot provinces. 

Achievement : 

 18 private companies joined in the public-private joint TIS in Vientiane. 

 More than 50 private companies in total joined in CBT related activities in the 3 pilot provinces, 

including FAM trips. 

 

（3）Agriculture Component（LPPA） 

Component Purpose：GAP is introduced for safe and quality agricultural products promotion in Lao PDR. 

Indicators： 

1. By the end of the project, the certification system for GAP is operational to expand GAP to other areas. 

2. Production and marketing of GAP certified products has initiated in the country. 

Achievement: 

 For the introduction of ASEAN GAP, Lao government announced to establish ラオス GAP based on 

ASEAN GAP in January, 2011. In order to introduce GAP system, it is necessary to operate a 
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certification system for GAP as well as organize farm groups to disseminate principles for 

undertaking GAP in the field, with upgrading of the trainers to provide proper instruction and 

supervise for safety and quality agricultural product promotion. 

 The Lao Government had set up organizational structure for GAP introduction and certification in 

MAF with assistance from GIZ/TICA project. The GAP certification system is in hands of GIZ/TICA 

project, therefore, LPPA/JICA project focused on GAP production system, mainly for the GAP 

farmers in their respective fields.   

 At the present, LPPA recommends the establishment of the GAP market and plans for a market place 

in Vientiane province. There had been discussions and consultations on the viability on GAP market 

opening among both MAF and JICA sides. Hence, it is not yet at the stage of expansion to other areas.

 In fact, several farmers have so far started production by following the GAP standard in the pilot 

areas, and sell to the consumers including buyers from Thailand. However, the Team could not 

conduct quantitative evaluation on GAP production and marketing due to insufficient records and 

data. 

 

（4）Environment Management Component（LPPE） 

Component Purpose：Promotion of ESC in Laos is enhanced based on the ASEAN Initiative on 

Environmentally Sustainable Cities（AIESC）. 

Indicator：The ESC Guidelines are widely used. 

Achievement: 

 ESC Guidelines（ESC GL）have been compiled and the country-wide dissemination has already 

implemented through workshops organized for representatives from the non-pilot provinces. 

 As of April 2015, the number of cities which formulated the ESC vision is pilot 3 cities（VTE, LPB, 

XYB）and another 3 cities（Paksan、Kaysone Phomvihane、Vangvieng）which is assisted through 

ESC GL dissemination activity, amounting to six cities in total. 

 After the ESC GL dissemination workshop held on Mar, Jul 2013, 12 provincial capitals among 

totally 14 provinces except pilot 3cities（VTE, LPB, XYB）established the committee for formulating 

ESC vision, and requested PCD/MONRE to assist formulating ESC vision. PCD/MONRE has 

assisted to set up organizational structure in each provincial capital for formulating ESC vision. 

 The AIESC program has been participated in 25 cities entirely ASEAN countries and 3 pilot cities in 

Lao PDR. Since 2008, AIESC regularly awards the cities which would perform the exemplary activity 

once three years as “ASEAN ESC Award”. In the “15th Informal ASEAN Ministerial Meeting on 

Environment（IAMME）on 30 October 2014” held on Oct 2014 in Vientiane, LPB was awarded as the 

one of 10 award ASEAN cities. 

 Therefore, the Project Purpose of LPPE has been achieved already. 
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3-2．  Summary of Evaluation Results of LPP Overall Program 

（1）Relevance: 

The relevance of the LPP Program as a whole was regarded very high when the Program was formulated, 

and is considered high even at this Terminal Evaluation stage for the following reasons. 

The LPP Program which consists of LPPO, and three（3）sector-components, namely LPPT, LPPA and LPPE 

is aligned with respective national development priorities of GOL. At the same time, LPP Program is well 

aligned with the ASEAN policy on integration. The Program is also highly relevant to the needs of target 

groups and aligns with the cooperation policy of the Japanese Government. 

 

(1) Alignment with the National Policy of GOL 

The basic concept of LPP Overall Program, “Clean, Green and Beautiful Laos” is in line with the national 

priorities of GOL such as 7th NSEDP（2011-2015）as well as the draft of the 8th NSEDP（2016-2020）.  

LPP Program was conceived to accelerate the socio economic development of ASEAN Member States 

through a focused strategy. More precisely, LPP is designed to advance equitable economic development, 

reduce poverty and also to address development disparities. The three（3）components of LPPT, LPPA and 

LPPE are well aligned with the respective sectoral strategies and policy of GOL. 

 

GOL has been making efforts in addressing specific agenda towards ASEAN Integration including：i）

public awareness; ii）human resource development（communication, skills and discipline）; iii）policy & 

registration; iv）coordination, and v）own/unique product identification. LPP program has been formulated and 

implemented in line with these specific needs. 

 

(2) Relevance of selected target sectors under ASEAN Policy 

LPP Program is well aligned with the ASEAN policy on integration because the three components of LPP 

have been selected based on the ASEAN Community Blueprints, IAI Work Plan II, and work plans in relevant 

sectoral areas.  

The target sectors in LPP Program are selected from the fields of tourism, agriculture, the environment. 

These selected three sectors were the result of contiguous discussions among the Lao government, ASEAN 

Secretariat and Japan. 

The selected criteria are：i）sectors which can contribute to the ASEAN roadmap for the ASEAN 

Community Blueprints：IAI Work Plan II and work plans in relevant sectoral areas：ii）alignment with national 

priority sectors of GOL, iii）available ASEAN resources for tripartite cooperation：and iv）ODA policies of 

GOJ for Lao PDR. 

 

(3) Selection of a pilot country  

Having embodied in the Vientiane Action Programme（VAP）, which was adopted in November 2004, the 

ASEAN leaders reaffirmed “the need to narrow the development gap” in ASEAN, in particularly between 

ASEAN-6 and CLMV. In pursuit of this goal, the ASEAN Member States called for the development of 
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“innovative modalities for narrowing the development gap.” Since Lao PDR had experienced a rather low 

development index score, the selection of Lao PDR as a pilot country was considered to be appropriate.  

In addition, it can be said that this LPP contributes significantly to realizing the promotion of ASEAN

cooperation in a hands-on form by building new cooperation mechanisms with ASEAN. 

 

(4) ODA policies of the Government of Japan 

The “Tokyo Declaration for the Dynamic and Enduring ASEAN-Japan Partnership in the New 

Millennium” together with the “ASEAN-Japan Plan of Action”（ASEAN-Japan POA）at the ASEAN-Japan 

Commemorative Summit, which was held in December 2003 in Tokyo, enhanced the relation between the two 

sides. At the 14th ASEAN-Japan Summit on 18th November 2011 in Bali, Indonesia, the Leaders issued the 

“Joint Declaration for Enhancing ASEAN-Japan Strategic Partnership for Prospering Together （ Bali 

Declaration）” and adopted the “ASEAN-Japan Plan of Action 2011- 2015.” Within this ASEAN-Japan 

dialogue relation, Japan declared to support ASEAN’s integration and its community building efforts including 

narrowing the development gaps in ASEAN.   

Due to the aforementioned reasons it is relevant to implement LPP as a new cooperation modality. 

 

（2）Effectiveness: 

The extent of the effectiveness of the Program has been considered high for the following reasons. 

The purpose of the LPP has been “a tripartite cooperation mechanism among three parties（GOL, ASEC

and JICA）is established for narrowing the development gaps towards ASEAN Integration”. As mentioned in 

chapter 3-1-2, the result of assessment on program outputs indicates that the degree of realization of three 

outputs is high, particularly the capacity of the GOL which has been remarkably improved through Program 

activities. 

At the terminal stage of the Program, the indicator of the program purpose, which was establishing the 

tripartite cooperation mechanisms s highly evaluated. It is found that the achievement and results produced by 

each component of the Program and also by the Program as a whole have been outstandingly valuable in light 

of rectifying the development gaps among ASEAN Member States by implementing the selected agenda of 

IAI Work Plan 2. 

The prospect of achieving the project purpose based on the levels of achievement of the defined indicators 

on the PDM is evaluated to be high as a result of the effective working framework for the NDG towards 

ASEAN integration. The following reasons are offered for this evaluation: 

i） Establishment of an effective implementation structure and tripartite cooperation/working

mechanisms among three parties and relevant stakeholders; 

ii） Progress and achievement of the 3 components（ESC guidelines, GAP introduction, CBT promotion

in particular）; and 

iii） Enhancement of capacity building of Lao officials and relevant stakeholders involved. 

It is noted that each component has been making efforts in presenting and sharing the progress and 

results of the activities with relevant neighboring states namely Cambodia, Myanmar and Vietnam with a 
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purpose of promoting the sense of regional cooperation among ASEAN Member States.  

In addition, there has been a strengthened linkage between Lao PDR and other ASEAN Member States

through the activities of Working Groups of the respective sectors（e.g. EWG-GAP for LPPA, ESC WG for 

LPPE, ASEAN tourism dialogues and for LPPT）, which has contributed to the achievement of the purposes of 

the Program. 

 

（3）Efficiency: 

The extent of the efficiency of the Program has been evaluated as medium for the following reasons. 

In terms of budget allocation, a large amount of financial input more than initially planned to build basic 

infrastructure was allocated in each component at the initial stage of the Program. At the latter half stage of the 

Program, the infrastructure provided has been utilized to produce sufficient outcomes. 

In terms of human resource development, some difficulties have been observed such as a shortage of 

personnel, the transfer of counterparts and/or delay/shortening of resource assignment. 

On the other hand, there have been mobilized human resources not only from Japan and Lao PDR, but 

also from ASEAN-6 countries which supply experts. Aside from human resources mobilization, some 

study-visits to other ASEAN Member States have been organized efficiently. Such cooperation among 

ASEAN Member States has been useful and efficient in terms of sharing experiences and lessons as well as 

transferring technologies. 

In order to manage the Program, co-managers of LPP were assigned from the three parties. However the 

tripartite cooperation has been required relatively high management cost to coordinate both internal and 

external relevant multiple stakeholders.  

     Strong collaboration among three parties substantially contributed to increased efficiencies of the 

Program.   

 

（4）Impact: 

   The extent of the impact of the Program has been relatively high through the series of meetings, 

interviews, observations and surveys involving beneficiaries, stakeholders, experts and other personnel 

related to the Program. 

Narrowing the development gaps is an ultimate goal for IAI, which still has a long way to go. However, at 

the stage of this terminal evaluation, several impacts have been recognized as follows: 

 

(1) Acknowledgment of LPP as a national program in Lao PDR 

The goals of each LPP component are enunciated in the national strategy and LPP as a whole has been

already integrated in the current 7th NSEDP of GOL. And GOL indicated that three sectors（agriculture, 

tourism, and environment）as well as international integration are stated as important sectors in next NSEDP. 

 

(2) Contribution as a new cooperation modality to ASEAN integration 

LPP aims to contribute to ASEAN integration by establishing effective tripartite cooperation mechanisms
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among GOL, ASEC and JICA. Within this objective, firstly, GOL serves as the “pilot” for a new modality for 

IAI. Secondly, LPP has provided an alternative and innovative development model with the tripartite 

cooperation mechanism towards a more focused and coherent program of development and technical 

cooperation. LPP seems to situate as fast-track implementation of IAI-related activities because of quick 

action and implementation according to the Program plan. 

Eventually, positive results with gained knowledge, expertise and experience can be disseminated and 

replicated in other ASEAN Member States with similar conditions. 

 

(3) Addressing country’s specific needs & promotion of regional cooperation 

LPP is a unique and successful program which has been delivered as part of a prioritized development 

agenda in Lao PDR, making significant contributions not only to the building of capacity of government 

officials, but also bringing tangible benefits to the community level. 

In the latter stages of the Program there was increased emphasis on implementation of activities to share

benefits from lessons learnt in Laos to the CMV countries. In each component with regional perspectives,

experts from neighboring countries were engaged.  

 

Furthermore, LPP is well appraised and appreciated by Lao officials and ASEC for its “programmatic”

approach through conducting multi-year, multiple-sector and inter-component activities. 

 

(4) Impact of LPP components 

LPPE, LPPA and LPPT have contributed to creating awareness towards environmental issues（e.g., solid 

waste management）, food safety and quality in the general public as well as an environmentally-friendly 

atmosphere for tourists through the component activities. 

LPP had made a commendable outcome through each component activities. The three component

activities were not limited to the several seminars and workshops but were judged to have a direct impact to

the beneficiaries.  

For instance, as a result of activities of LPPE, solid waste management as part of urban environmental 

management has been improved drastically in three pilot cities which contributes to the health and comfort of 

residents and visitors alike. Also, it will help cities like Vientiane and Luang Prabang in attracting more 

tourists to visit. 

Through the activities of LPPA component, positive impact on welfare of farm group members could be 

expected due to improved working conditions from appropriate use of chemicals and fertilizers, and introduce 

environment-friendly methods. 

   In tourism sector, as a result of successful Visit Lao Year 2012 supported by LPPT’s tourism marketing and 

promotion activities, Lao PDR won the award entitled “The World’s Best Tourist Destination 2013” from 

European Council on Tourism and Trade（ECTT）. Also LPPT contributed to ASEAN collaboration in tourism 

sector by through a series of tourism-related working group meetings that discussed CBT issues. Also 

Cambodia, in charge of elaboration of ASEAN CBT standard, has completed its draft in corporation with 
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LPPT after LPPT conducted CBT seminar in Cambodia.  

   Village tourism business owners and their households were judged to have benefitted from CBT activities

as part of the LPPT component. 

 

（5）Impact through collaboration among components 

   Some synergetic activities among the components have added a value to development endeavors. 

One of the CBT sites introduced worm-compost as a collaborative activity with LPPE. Village residents

involved in CBT participated in a seminar in Vientiane and received visits of a worm-compost expert to their 

village. Many seminar participants are actively carrying out the practice. This activity helped to raise village 

residents’ environmental consciousness conscious and facilitated sustainable use of tourism resources. 

 

（6）Impact of LPP components to ASEAN 

Throughout LPP implementation, tangible results and outcomes have been reported and presented to 

ASEAN sectoral bodies. Additionally, several seminars and workshops on each component were conducted in

Lao PDR and in ASEAN Member States. 

Based on such these activities, accumulative information, knowledge, views and experiences have been 

shared among the participants from ASEAN Member States.  

 

（5）Sustainability： 

Although it is premature to assess “sustainability” of the LPP Program as a whole, the prospective 

sustainability would be regarded to be medium because of the following results on questionnaires, interview 

and discussion during the Terminal Evaluation. 

The results on evaluation are as follows 1）policy/institutional and technical & human resource

sustainability would be relatively high, but 2）financial /physical sustainability would be not high due to 

national budget constraints. 

The extent of the sustainability of the Program is not likely to be secured unless the following 

“Challenges & Threats” can be overcome through making use of “Opportunity & Expectations” in the 

following table described in three aspects. 

 

Aspects 
Issues 

Opportunity & Expectations Challenge & Threats 

Policy/Institutional 

Sustainability 

 National/regional policy & plan to 

promote and accelerate ASEAN 

integration still strong. 

 Create awareness toward ASEAN 

integration not only for official but also 

for public 

 Enhancing domestic 

coordination mechanism in 

Lao PDR for addressing 

future ASEAN 

development agenda. 
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 Lao official commitment of concerned 

ministries toward continuous program 

activities in each component（Tourism 

promotion, Safety of Agricultural 

Products and ESC） 

 ESC guidelines, GAP roadmap, CBT 

handbook and CBT development 

directions will be disseminated and/or 

shared not only by the Lao authorities, 

but also among ASEAN Member 

States. 

 High official commitment of the 

concerned ministries for efficient and 

effective coordination of 

implementation of ASEAN regional 

agenda in Lao PDR. 

Technical & Human 

Resource 

Sustainability 

 Close linkage with ASEAN community 

roadmaps with each component, 

 Upgrading technical, managerial and 

communication capacity of Lao officials 

and participated stakeholders（not only 

government officials, but also including 

private sector, local residents and CBT 

villagers）, 

 Utilization of LPP documents（such as a 

set of guidelines, a strategy plan, 

training materials, brochures, etc.） 

 Accumulating and utilizing 

lessons and experiences in 

spite of staff turn-over and 

number of government staff 

Financial /Physical 

Sustainability 

 Allocation of budget is committed by 

GOL to operate and maintain provided 

facilities and equipment continuously. 

 Financial environment for 

capacity building and 

human resource 

mobilization （ stakeholder 

training and mobilization of 

ASEAN experts）limited. 

 

3-3. Conclusion 

    LPP was formulated as a unique program with a particular focus upon narrowing of development gaps 

among ASEAN Member States. Such gaps had been identified as a serious concern for ASEAN in light of

integration targets to be achieved by the end of 2015. LPP was launched in October 2010 with Lao PDR as 
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sole pilot country. The purpose was to test pragmatic development impacts on NDG. To achieve this, a 

working mechanism was jointly established by the GOL, ASEC and JICA and three sectors, namely tourism, 

agriculture and environment were selected. Implementation for projects（or components）was undertaken with 

respect to IAI Work Plan 2 as well as the 7th Lao NSEDP. In particular, following the mid-term review of LPP 

in May 2013, actors from the three components made strenuous efforts to enhance collaboration with ASEAN 

sectoral bodies. LPPO and counterparts from the GOL jointly made endeavors in strengthening LPP’s regional 

cooperation dimensions by sharing the concept and tangible results of the Program.  

    Due to the aforementioned attributes of the Program, this terminal evaluation sees special attention paid 

to the facet of LPP as an ASEAN cooperation program aside from the ordinary project evaluations for LPPO 

and the three components with the five indicators. In this light the following three points should be 

emphasized among evaluation findings. 

 

(1) Contribution to Development of Lao PDR 

In respect to the development of Lao PDR, the Program has made significant contributions by achieving 

the objectives of the three components（tourism, agriculture and environment）. However, challenges 

remain in regard to sustaining the results of the Program.    

In summary, LPPT initially concentrated on capacity building for GOL towards “Visit Lao Year 2012” and 

promoted collaborations between public and private sectors. CBT Guidelines were eventually introduced. 

In the CBT model sites in three different provinces, the local tourism authorities assisted in the

empowerment of villagers, considered an ideal model of cooperation linking bottom-up and top-down 

approaches. LPPA contributed not only to the introduction of GAP to Lao PDR,（the last remaining 

country in ASEAN to adopt same）but also to the creation of GAP certified farmer groups. The foundation 

of GAP extension was built upon by strengthening the working relationships with the relevant ASEAN 

sectoral body and by enhancing the capacity of GOL. LPPE made significant achievements in the 

facilitation and management of the sites for dealing with solid wastes and also contributed to the

establishment and implementation of the ASEAN ESC guidelines following the example of leading

Member States in this field. Capacity building efforts for Lao counterparts both in the central and local 

levels was found to be successful in periodic surveys. The three sectors which have been addressed by 

LPP are also included in a priority sector group for the 8th NSEDP（2016-2020）for GOL and will be 

essential for further socio-economic development of Lao PDR. In this sense, the contributions made by 

the three components were highly regarded particularly in view of development strategies. 

 

(2) Contribution to the NDG among ASEAN Member States 

The Program demonstrated remarkable outcomes for NDG between Lao PDR and other ASEAN Member 

States, especially after the LPP mid-term review in May 2013. It was deemed promising that each 

component was well aware of the extent of gaps in the designated sector between Lao PDR and other 

ASEAN Member States and took appropriate measures to rectify same as identified. LPPT made efforts in 

raising the Lao CBT level up to the ASEAN standard by strengthening its working relations with ASEAN 
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CBT Working Group and also by introducing CBT Guidelines to GOL. LPPT eventually organized CBT 

workshops and shared the positive results of CBT activities with neighboring countries. LPPA contributed 

to the introduction of the roadmap for ラオス GAP and GAP certification in line with the standard of 

ASEAN GAP Working Group. Association with the ASEAN GAP Working Group enabled GOL to obtain 

the know-how of realization of GAP efficiently and to some extent made GOL more confident in dealing 

with ラオス GAP. LPPA also enhanced collaborative relations with neighboring countries by organizing a 

workshop with the participants from Cambodia and Vietnam. LPPE acted in role of catalyst for 

introduction of ASEAN ESC guidelines to Lao P.D.R. and disseminated the idea of the guidelines to other 

ASEAN Member States. In this light, LPPE played a leading role in promotion of the concept of the

ASEAN ESC and was thus highly regarded by the ASEAN ESC Working Group. LPPE also contributed 

to sharing the idea of ESC guidelines with neighboring countries by organizing workshops both in the 

country and in Cambodia. 

 

(3) Contribution to establishment of a cooperation model for ASEAN  

The project goal was achieved by establishing a tripartite cooperation mechanism among the three parties, 

namely GOL, ASEC and JICA. In order to make the tripartite cooperation mechanism functional, it was 

necessary to mobilize two other sub-mechanisms for LPP. On the domestic front, a coordination 

mechanism among MPI, MOFA, and the relevant line ministries including MAF, MONRE, and MICT was

strengthened in view of the implementation of activities towards the IAI. While MOFA was in charge of 

policy matters of ASEAN, MPI played a role in coordinating the implementation of ASEAN development 

agenda in collaboration with the line ministries. It should also be highlighted that effective domestic 

coordination enabled the Program to be included in the 7th NSEDP 2011-2015. At the ASEAN level, all 

the components of the Program established good working relations with the respective ASEAN sectoral 

bodies in order to synchronize the activities of the components with the ASEAN agenda.  

This is the empirical evidence demonstrating the functioning of tripartite cooperation mechanism with the

mobilization of the domestic coordination mechanisms of GOL. Strengthening of the working relations 

between the line ministries in charge of the LPP components and relevant ASEAN sectoral bodies was 

also achieved. In other words, it would be difficult to achieve efficient and effective implementation of the 

ASEAN regional agenda in each Member State without the aforementioned mechanisms at different 

levels. It is also worth mentioning herein that ASEC contributed significantly to strengthening working 

relations between Lao line ministries and ASEAN sectoral bodies. 

 

3-4. Recommendations 

    Based on the aforementioned conclusion, the following recommendations should be taken into 

consideration both during the remaining period of the Program including activities of LPPO and GOL takes 

the next step after the completion of the Program. 
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1) Sustainability and enhancement of the activities of each component  

Lao PDR has stated its aim to graduate from LDC status by 2020. Tourism, agriculture and environment 

have been considered as priority sectors in the 8th NSEDP to accelerate to achievement of identified goals. 

In this light, the activities of the three components in LPP are certain to have future impacts in the Lao 

PDR. It is thus strongly recommended that Lao counterparts together with Japanese experts, LPPO and 

JICA Laos Office take appropriate measures to achieve the goals of each component during the remaining 

period of the Program and also prepare post-Program activities to sustain and enhance the result of the 

components including measures to generate sufficient revenue to cover the cost of maintenance of 

equipment and facilities. 

 

2) Enhancement of domestic coordination  

The Program proved that the high-level official commitment of concerned ministries, especially MOFA 

and MPI, were indispensable for the efficient and effective implementation of ASEAN’s regional agenda. 

The established coordination mechanism is expected to be sustained after the completion of the Program. 

As GOL is the first country of the ASEAN Member States to establish such a domestic coordination 

mechanism, it is able to share the concept with fellow ASEAN Member States as a role model for

implementation of ASEAN development agenda within each Member State. It is thus recommended 

MOFA and MPI discuss the improvement of the coordination mechanism prior to the completion of the 

Program.  

 

3) Streamlined program approach 

The streamlined program approach adopted by LPP contributed to creating synergy effects in planning and 

implementation, procurement process, and common activities of the three components. In this sense LPP 

can be regarded as a pioneer of JICA’s program approach. It is expected that the practice and lessons of 

LPP be adopted in future programs as applicable. 

 

4) Dissemination of lessons learnt to other ASEAN Member States and ASEC 

LPP demonstrated ways to make pragmatic contributions to NDG in addition to its role as tripartite 

cooperation mechanism among GOL, ASEC and JICA. While the effectiveness of traditional measures of 

IAI such as training and seminars is seen as minimal, the three components of LPP showed the ways to 

make tangible results in Lao PDR as an ASEAN Member State.  

It is thus expected that GOL, as the chair country of IAI in 2015, shares the results as well as experiences

of LPP with other ASEAN Member States with a purpose of contributing to the design of the upcoming 

IAI Work Plan. 

 

3-5. Lessons Learnt 

This program offers positive and important lessons for JICA in view of ASEAN cooperation. The 

following three points are considered significant among lessons learnt. 
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1) Impact of the tripartite cooperation mechanism for ASEAN cooperation 

It was found that the tripartite cooperation mechanism among GOL, ASEC and JICA was well 

acknowledged by the IAI & NDG Division of ASEC and the donor community in Jakarta as an 

implementation model of ASEAN cooperation. This was achieved despite of personnel and institutional 

changes of ASEC. 

LPP was initially agreed to as a bilateral cooperation program between GOL and JICA without 

designation of the role of ASEC due to institutional changes that were being undertaken at that time. It 

should, however, be well noted that ASEC played a key role as one of the tripartite parties and made 

significant contributions to connect the concerned line ministries of GOL to ASEAN sectoral bodies for 

efficient operations on the ASEAN agenda. 

LPP was highly regarded in “IAI Work Plan 2 Mid-term Review” due to the fact that the program dealt 

with ASEAN development agenda by implementing technical cooperation projects embedding long-term 

perspectives on development. Differences from standard format IAI projects, which often see undue focus

placed on short-term training and seminars, were noted with appreciation. Aside from this dimension, the 

ability of each component to connect with the relevant ASEAN sectoral body to achieve effective 

collaboration provided significant lessons of value worth sharing. 

 

As per the aforementioned, it is essential to consider the following points when JICA intends to undertake

collaboration on IAI matters in the future. These are：1）to consider the level of priority for the cooperation 

on IAI; and 2）to establish and maintain good working relations with relevant ASEAN bodies if 

cooperation for IAI is regarded necessary. 

 

2) Enhancement of GOL’s awareness towards ASEAN integration 

LPP organized “ASEAN Awareness Seminars” three times in parallel with activities of each component. 

The seminars helped the concerned parties of GOL not only enhance their knowledge of ASEAN 

integration but also understand LPP in the context of NDG. It was thus learned from the experience of 

LPP that promoting the awareness of concerned parties as regards ASEAN integration is important when a 

project deals with ASEAN agenda. 

 

3) Mobilization of ASEAN experts for ASEAN agenda 

It was observed in the activities of each component that it could be made more efficient and effective with

mobilization of experts from ASEAN Member States to address the ASEAN agenda. This was made in 

view of corresponding levels of development, similar cultural values and languages. It is thus 

recommended that projects mobilize a greater proportion of resources and experts from fellow ASEAN 

Member States for future ASEAN cooperation activities. 

（END）
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第１章 終了時評価の概要 
 

１－１ 調査背景と目的 

ASEAN 加盟 10 カ国は、2015 年までに ASEAN 共同体（ASEAN Communities）を設立するとい

う目標を掲げている。共同体の設立に向けての最重要課題の一つは、ASEAN 原加盟 6 カ国と

ASEAN 新規加盟国（CLMV）との域内開発格差の是正である。 
ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」という。）政府（GOL）NSEDP において、ASEAN 統

合への対応については検討されたものの、具体的な対応方策については決定されていなかった。

かかる状況の下、GOL、JICA 及び ASEC は、ラオスをパイロット国として、ASEAN 新規加盟国

のための格差是正に資する協力のモデルづくりを行うことを確認し、3 者による協議・意見交換

を重ねてきた。その結果、ラオスが ASEAN 統合の利益を享受しつつ更に発展するために、ASEAN
統合に向けた行動計画とラオスの開発計画との調和化を図り、「環境と成長の両立」と「開発の

ための産業多角化」をめざすという戦略的方向性を共有した。この方向性は、貧困削減、開発と

社会、並びに環境のバランスを志向する NSEDP の方向性と軌を一にするものである。 
これを受け、NDG を支援するための 3 者協力のモデル構築をめざすと同時に、上記戦略的方向

性を具体化するため、LPP を実施することとなった。LPP では、協力戦略のコンセプトを‟Clean, 
Green, Beautiful Laos”と設定し、Clean Environment と Green Economy の二つのテーマで協力を進

めていくこととなった。そうしたなかで、LPP における具体的な協力対象分野については、これ

までの情報収集及び GOL・ASEC との協議を通じて、①ASEAN 統合ロードマップの実施に資す

ること、②ラオスの開発戦略・計画に整合すること、③通常の二国間援助とは異なる 3 者協力事

業として ASEAN からの協力リソースの投入が可能かつ有効であること、④日本の対ラオス支援

方針と合致していること等を主たる要素としてスクリーニングを行った結果、観光、農業、環境

管理の 3 コンポーネントを対象とすることが決定された。 
本プロジェクトは、MPI を中心に、MOFA、MICT、MAF、MONRE、並びに ASEC を C/P 機関

として、2010 年 10 月～2015 年 10 月までの 5 年間のプロジェクト期間で実施されてきた。 
今回実施する終了時評価では、2015 年 10 月のプロジェクト終了を控え、GOL、ASEC 関係者

とこれまでの実績を確認し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観

点から評価を行う。そのうえで、終了までに向けた活動に関する提言、及び教訓を調査報告書と

して取りまとめることを目的とする。 
 

１－２ 調査団の構成 

（1）日本側調査団員 
担当業務 氏名 所属 現地派遣期間 

団長／総括 石川 幸子 JICA 国際協力専門員 5 月 9 日（土）～5 月 21 日（木）

団長補佐 木村 弘則 JICA ラオス事務所 次長 - 

評価分析 1 
（LPPO/LPPA） 

松本 彰 
A&M コンサルタント㈲ 
代表取締役 

① 4 月 7 日（火）～4 月 10 日

（金） 
② 5 月 5 日（火）～5 月 21 日

（木） 
評価分析 2 
（LPPE） 

土井 弘行 
㈱生活工房 do 
代表取締役 

5 月 3 日（日）～5 月 21 日（木）
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評価分析 3 
（LPPT） 

阪本 日出雄 
㈱パデコ 
プリンシパルコンサルタ

ント 
5 月 3 日（日）～5 月 21 日（木）

協力企画 澤田 圭佑 
JICA ラオス事務所  企画

調査員 
- 

協力企画 
Viengsavanh 
SISOMBATH 

JICA ラオス事務所 
プログラムオフィサー 

- 

 
（2）ラオス側評価団員 
担当業務 氏名 担当業務 所属 

Team Leader Mr. Houmphanh Soukprasith 
Team 
Leader 

Deputy Director General of 
Department of International 
Cooperation（DIC）, MPI 

Sub-Leader Mr. Boun Inthabandith Sub-Leader
Deputy Director General of 
Department of Asia-Pacific & Africa, 
MOFA 

Member Mr. Viengsavay Sengsourivong Member 
Director of Plant Protection Centre and 
Assistant to the Director General of 
DOA, MAF 

Member 
Mr. Keosangkhom 
Hommaseng 

Member 
Deputy Chief of Technical Extension 
Division, Pollution Control 
Department, MONRE 

Member Mr. Lithisack Vorarath Member 
Head of Unit, Public Relationship 
Division, Tourism Marketing 
Department, MICT 

Member Mr. Sompheng Chanthasouk Member 
Technical Staff of Planning-Budgeting 
Division,  Department of Housing and 
Urban Planning, MPWT 

 
１－３ 調査日程 

（1）第一次現地調査： 
訪問先：インドネシア  時期：2015 年 4 月 7～10 日 

 
（2）第二次現地調査： 

訪問先：ラオス  時期：2015 年 5 月 3～21 日 
※詳細は付属資料 1 の ANNEX 1 を参照 

 
１－４ 主要面談者 

（1）ラオス側 
＜MPI＞ 

H.E. Dr. Bounthavy Sisouphanthong Vice Minister 
Ms. Phonevanh Outhavong DDG, Department of Planning（DOP）（LPP Co-Manager） 
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Mr. Khouakham Vongkhamsao Technical Staff, DOP（MPI Coordinator） 
 

＜MOFA＞ 
Mr. Khamphone Vongsanty DDG, ASEAN Department 
Mr. Boun Inthabandith DDG, Department of Asia-Pacific and Africa 
Mr. Ekkaphab Phanthavong DDG, ASEAN Department 
Ms. Laddavanh SENGSOURIVONG ASEAN Economic Community Division, ASEAN 

Department 
 

＜MICT＞ 
Mr. Saly Phimphinith Director General, Tourism Marketing and Promotion 

Department（TMPD） 
Mr. Sulivong Luang Aphay Deputy Director General, TMPD 
Ms. Sengsoda Vanthanouvong Director of Tourism Promotion Division, TMPD 
Mr. Chitpasong Acting Director, TMPD 
Mr. Soudaly SISOURONS Technical Staff, General Affairs and Tourism Information 

Center 
Ms. Sylivanla VONGPHACHANH Technical Staff, General Affairs and Tourism Information 

Center 
Mr. Bounthoui Siripanyathong Director, Provincial Information, Culture and Tourism 

（PICT）, Khammouane Province 
Mr. Bounthavy Sysombath Deputy Director, PICT, Khammouane Province 
Mr. Sengthong Phakhounthong Director, PICT, Khammouane Province 
Mr.Somkiat TINET Head of tourism Division, PICT, Khammouane Province 
Mr, Somchanh Chouangbaykham Deputy Director, PICT, Savannakhet Province 
Mr. Kongphanh Thepphavong Head of Administration Division, PICT, Savannakhet 

Province 
Mr. Kongphon Mep Phonong Deputy Director, PICT, Savannakhet Province 
Mr. Soulithat CHANTALASINH Technical Staff for Tourism Promotion, PICT, 

Savannakhet Province 
Ms. Mala Chanthalam  Deputy Director, PICT, Champasak Province 
Ms. Bouathong Boupphaphan Head of Tourism Marketing and Promotion Division, 

PICT, Champasak Province 
 

＜MAF＞ 
Mr. Khamtanh Thadavong  DDG, Department of Agriculture（DOA） 
Mr. Bouthsakone Inthalangsee Deputy Director, CADC 
Mr. Soukhavong Khodsimouang Deputy Director, CADC 
Mr. Soukhanh Vongphachanh CADC 
Mr. Chansamone Phommachach CADC 
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Ms. Monthida Technical Staff, Standard Division, DOA（GIZ/TICA 
Project Officer） 

 
＜MONRE＞ 

Ms. Bouakham Soulivanh Deputy Director General, Department of Pollution 
Control（PCD） 

Mr. Vanxay Phiomanyvone Chief of Pollution Management Division, PCD 
Mr. Sivanh Khonesavanh Technical Officer, Pollution Management Division, PCD 
Mr. Nakkhalinh Volasane Officer, Technical Promotion Division, PCD 
Ms. Rotchana Phouangmanivong Chief of Environment Section, Department of Natural 

Resources and Environment（DONRE）, Vientiane Capital 
Mr. Vilasak Venpaseuth Technical Staff, DONRE, Vientiane Capital 
Mr. Chanthavong Phonnachit Deputy Director, DONRE, LPB 
Mr. Soukpalamy Douanghala Officer, DONRE, LPB 
Mr. Chattawa Keokhamphet  Deputy Director, DONRE, XYB 
Mr. Kisamone Photilak Techinacal Staff, DONRE, XYB 

 
＜公共事業・運輸省（Ministry of Public Works and Transport。以下「MPWT」という。）＞ 

Mr. Bounthong Keohanam Director, Department of Housing and Urban Planning, 
MPWT 

Ms. Bouavone Laungkhot Officer, DPWT 
 

＜都市開発行政機構（Urban Development Administration Authority。以下「UDAA」という。）＞ 
Mr. Khampian Inthaluxa Deputy Director General, VUDAA 
Mr. Sisouk Tholatha Chief of Urban Cleaning Supervision Section, VUDAA 
Mr. Sonethavy Phimmasane Chief of Vientiane Solid Waste Collection Service, 

VUDAA 
Mr. Phoumy Ophethsane Deputy Dorector, UDAA, LPB 
Ms. Kaisorn Keopraserth UDAA, LPB 
Mr. Thonglan Pheuaphom Deputy Director, UDAA, XYB 
Mr. Phanthang Sonephan Staff, UDAA, XYB 
Mr. Soulinyan Mankhong Staff, UDAA, XYB 

 
（2）ASEAN 事務局（ASEC） 

Ms. Wan Joon Lian Assistant Director, IAI & NDG Division 
Ms. Riena Prasiddha Technical Officer, Environment Division 
Dr. Pham Quang Minh Assistant Director, Agriculture Industries and Natural 

Resources Division 
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（3）インドネシア在駐各国大使館 
Mr. Latsamy Keomany Ambassador, Permanent Representative of Lao PDR to 

ASEAN 
Mr. Cai Xihao First Secretary, Permanent Mission of Singapore to 

ASEAN 
Ms. Wan Faizatul Ismayatim Second Secretary, Permanent Mission of Malaysia to 

ASEAN 
Ms. Thong Sokuntheary First Secretary, Permanent Mission of the Kingdom of 

Cambodia to ASEAN 
 
（4）日本側 

＜LPP プロジェクト専門家等＞ 
米田 一弘 チーフアドバイザー 
岩岡 いづみ 業務調整専門家 
美馬 巨人 LPPA 専門家 
吉岡 博士 エコプラザ担当スタッフ 
志村 享 LPPE 専門家 
小槻 倫子 LPPE 専門家 
小田 真之介 LPPE 専門家 
稲森 真希子 LPPE アシスタント 
木下 俊和 LPPT 専門家 
磯野 哲郎 LPPT 専門家 

 
＜有機農業技術協力プロジェクト＞ 

長岡 明 チーフアドバイザー 
本多 かおり 業務調整専門家 

 
（協力隊員関連） 

小澤 賢史 JOCV 野菜栽培（2014 年度 1 次隊、CADC・MAF 配

属） 
藤田 昭雄 元観光シニアボランティア 

 
＜ラオス事務所＞ 

村上 雄祐 所長 
牧本 小枝 次長 
寺田 周平 所員（農業セクター担当） 
前納 加奈子 所員（LPP 案件副担当） 
岸上 明子 企画調査員（環境セクター担当） 
澤田 圭佑 企画調査員（LPP 担当） 
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＜インドネシア事務所＞ 
中川 寛章 ASEAN 主席駐在員 
笠原 奈美 企画調査員 

 
＜JICA 本部＞ 

小西 伸幸 東南アジア・大洋州部 計画・ASEAN 連携課長 
黛 香苗 東南アジア・大洋州部 計画・ASEAN 連携課 
齋藤 克義 東南アジア・大洋州部 東南アジア第二課長 
樋口 創 東南アジア・大洋州部 東南アジア第二課 
東山さなえ 東南アジア・大洋州部 東南アジア第二課 
鈴木 和哉 農村開発部 次長 
今井 裕明 農村開発部 第一チーム 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

本プロジェクトの基本計画は、表２－１に示すとおりである。 
 

表２－１ プログラム基本計画 

LPP 全体プログラム 
プロジェクト名 JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト 
協力期間 2010 年 10 月～2015 年 10 月 
上位目標 ASEAN 統合に向け、域内における開発格差が縮まり、地域統合が促進さ

れる。 
プログラム目標 ASEAN 統合に向けた域内格差是正のための GOL、ASEC、JICA による 3

者協力のメカニズムが構築され、機能する。 
成果 １．ラオス並びに ASEAN 各国において、ASEAN 統合に向けて、ASEAN

域内格差是正に向けた施策を促進するための適切な実施体制が確立し、

促進される。 
２．三つの協力分野間、ASEAN 各国の当該分野に関係する組織とのリン

ケージの強化、さらには ASEAN 諸国及び日本からの協力リソースを活

用することによって、ASEAN 域内格差是正に向けたイニシアティブが促

進される。 
３．ASEAN 統合に効果的に対応するための GOL の能力が強化される。

 
観光コンポーネント（LPPT） 

コンポーネント目標 官民連携と中央と地方の連携により、ラオスの自然、文化、歴史、民俗

にまつわる観光資源を適切かつ持続的に活用した観光振興体制が確立

される。 
成果 １．官民の連携により、“Visit Laos Year 2012”の実施を含め、ラオスの

観光資源を適切かつ持続的に活用した観光プロダクトについての観光

マーケティング・プロモーション活動が効果的に実施される。 
２．パイロット県において、中央と地方の連携により、ラオスの観光資

源を適切かつ持続的に活用し、地域住民に裨益する観光開発が促進され

る。 
３．中央と地方の連携によるラオスの観光資源を適切かつ持続的に活用

した観光振興のための活動が他地域にも普及される。 
 
農業コンポーネント（LPPA） 

コンポーネント目標 安全で品質の高い農産物が生産されるために GAP がラオスに導入され

る。 
成果 １．ラオスの ASEAN GAP 導入に向けたロードマップが策定される。 

２．GAP がパイロットサイトに導入される。 
３．GAP 導入に向けて MAF 関係者や他のステークホルダーの能力が向

上する。 
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環境管理コンポーネント（LPPE） 
コンポーネント目標 ラオスにおいて、AIESC に基づき、ESC が促進される。 
成果 １．国家環境戦略 2020 及び関連する戦略や行動計画（Action Plan。以下

「AP」という。）に基づき、ESC ガイドラインが策定され、普及する。

２．ESC ガイドラインに基づき、三つのパイロット都市において、都市

環境管理の一分野である廃棄物管理が改善される。 
３．三つのパイロット都市において住民参加型の都市環境管理（廃棄物

管理）が促進される。 
 

２－２ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

JICA ではプロジェクト・サイクル・マネジメント手法を用いてプロジェクトの運営管理を行っ

ており、事業管理及び評価のツールとしてプロジェクト計画概要表である PDMを活用している。

PDM の概要は表２－２のとおりである。 
 

表２－２ PDM の概要 

項目 定義 

上位目標 「プロジェクト目標」が達成された結果として、達成が期待できる開発

効果 

プロジェクト目標 プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される目標であり、

ターゲットグループへの具体的な便益やインパクト 

成果 「プロジェクト目標」を達成するためにプロジェクトが実現しなくては

ならない事項 

活動 「成果」を実現するために、「投入」を効果的に用いてプロジェクトが実

施する具体的な行為 

投入 プロジェクトの実施に必要な人員、施設、機材、資金など 

指標 プロジェクトの成果、目標、上位目標の達成度を測る目標値を示すもの

指標データ入手方

法 
「指標」のデータを検証するための情報源 

外部条件 「成果」「プロジェクト目標」を達成するために満たされていなければな

らない外部要件であるが不確定要素を含むもの 

前提条件 プロジェクトを開始する前に満たされているべき条件 
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第３章 終了時評価の方法 
 

３－１ 評価調査の視点と手法 

本調査では、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 2 版」（2014 年 5 月）に沿って、JICA プロジェ

クトのマネジメントツールとして用いられる PDM に基づき、以下の手順で実施した。 
① LPP 全体プログラム（LPPO）と三つのコンポーネント〔観光振興（LPPT）、農業（LPPA）、

環境管理（LPPE）〕の現状把握・検証（投入・実績・実施プロセス）の確認〕 
② 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）によるプログラム全体の検

証 
③ 上記評価結果に基づく、今後の活動、プロジェクト終了後に対する提言、及び教訓の取り

まとめ 
 

３－２ 調査項目と方法 

３－２－１ 調査項目 
本調査の主な調査項目は、以下のとおりであった。 

（1）実績の確認 
全体プログラムと 3 コンポーネントの投入実績、活動実績、成果（アウトプット）の現

状、プロジェクト目標の達成見込みを確認、検証した。 
 
（2）実施プロセスの確認・検証 

プログラムと各コンポーネントの実施プロセスを検証するため、活動を円滑にするため

に工夫されたこと、モニタリングのための仕組みの有無、事業関係者（日本人専門家、ラ

オス C/P スタッフ、その他関係者）間の連携状況等を併せ確認した。 
 
（3）評価 5 項目の視点からの分析 

上記、事業の実績と実施プロセスの確認・検証を通して収集した情報を基に、評価 5 項

目の視点からプログラムと各コンポーネントを評価した。評価 5 項目の視点の概要は、以

下のとおり。 
 

項目 定 義 

妥当性 プログラムのめざしている効果（事業目標や上位目標）が受益者のニーズに合

致しているか、問題や課題の解決策として適切か、被援助国及び日本側の政策

との整合性はあるか、プログラムの戦略・アプローチは妥当か、公的資金であ

る政府開発援助（Official Development Assistance。以下「ODA」という。）で実施

する必要があるかなどといった「援助事業の正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 事業の実施により受益者もしくは社会への便益がもたらされているのか（ある

いは、もたらされる見込み）を問う視点。事業目標は達成される見込みか、そ

れは当該事業の成果の結果もたらされる見込みか、目標に至るまでの外部条件

の影響はあるか、有効性を貢献・阻害する要因は何か等を分析する。 
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効率性 主に事業コストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されているか（ある

いは、されるか）を問う視点。プロジェクト目標の達成度はコスト（投入）に

見合うか、より低いコストで達成する代替手段はなかったか、実施プロセスの

効率性を阻害・促進する要因は何か等を分析する。 

インパクト 当該事業の実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果（上

位目標の達成度を含む）を見る視点。予期していなかった正・負の効果・影響

を含む。 

持続性 援助が終了しても当該事業で発現した効果が持続しているか（あるいは、持続

の見込みはあるか）を問う視点。 

 
３－２－２ 評価グリッドの作成と情報・データの収集 

調査を実施するに先立ち、評価項目に沿った評価設問を設定した。それぞれの評価設問に対

して、必要な情報・データ、その情報源や収集方法について検討し、この結果を付属資料 1 の

ANNEX2～5 に示した評価グリッド（英文）を作成した。本調査のための情報・データ収集は、

作成した評価グリッドに沿って実施した。具体的な情報・データの収集方法は、以下のとおり。 
（1）既存資料のレビューと分析 

当該事業に関する以下の資料をレビューし、分析に活用した。 
＜全体プログラム＞ 
 「ラオス NDG をめざしたラオスパイロットプログラムのための情報収集確認調査」

（2010 年 2 月） 
 「ラオス LPP 詳細計画策定調査及び実施協議報告書」（2010 年 10 月） 
 事業関係者（専門家・C/P など）作成による中間レビュー並びに終了時評価用の事前

準備資料（全体プログラム・各コンポーネント） 
 「ラオス LPP 中間レビュー調査報告書」（2013 年 7 月） 
 IAI 関係資料（Mid-term Review of the Work Plan, Status Update of the IAI Work Plan 1, 

NDG Lecture Series Paper, IAI Guidelines, List of DP & EP Projects Recommended for 
Accreditation, etc） 

 その他 LPP 作成資料（事業進捗報告書、短期専門家並びに関連する隊員報告書、プロ

ジェクト冊子、JCC 資料、研修教材・マニュアル・ポスター等各コンポーネントでの

成果物ほか） 
 

＜観 光＞ 
 「LPP 観光振興コンポーネント・インセプションレポート」（日本・英国）（2011 年 3

月） 
 「LPP 観光振興コンポーネント・事業進捗報告書」第 1～2 号（日本・英国）（2011 年

9 月、2012 年 9 月） 
 「LPP 観光振興コンポーネント・業務完了報告書（第 1 年次&第 2 年次）」（日本・英

国）（2012 年 3 月&2013 年 3 月） 
 「LPP 観光コンポーネント・事業完了報告書（ドラフト）」（日本・英国）（2015 年 1

月） 
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 「ラオス 観光公式ガイド」（2013 年 1 月）（シニアボランティア藤田氏編集） 
 LPPT 業務進捗状況報告書（長期専門家分） 
 Laos Tourism Statistics 2013, 2014 
 LPP コミュニティ・ベース観光ハンドブック（2015 年 2 月） 
 Laos Community-Based Tourism Development Directions Feb. 2015 

 
＜農 業＞ 
 「ラオス農業・農村開発ニーズ調査報告書」（日本）（2009 年 9 月） 
 Report on Handover Ceremony of Infrastructure and Equipment of LPPA（no date） 
 「ラオス農業セクター情報収集・確認調査」（日本・英国）（2012 年 12 月） 

 
＜環境管理＞ 
 「LPP 環境管理コンポーネント・インセプションレポート」（日本・英国）（2011 年 11

月） 
 「LPP 環境管理コンポーネント・事業進捗報告書」第 1～3 号（日本・英国）（2012 年

3・9 月、2013 年 2 月） 
 「LPP 環境管理コンポーネント・業務完了報告書（第 1 年次）」（日本・英国）（2012

年 3 月） 
 「LPP 環境管理コンポーネント・インセプションレポート」（日本・英国）（2011 年 11

月） 
 「LPP 環境管理コンポーネント・事業進捗報告書」第 1～7 号（日本・英国）（2012 年

3・9 月、2013 年 2・8 月、2014 年 3・9 月、2015 年 2 月） 
 「LPP 環境管理コンポーネント・業務完了報告書（第 1 年次）」（日本・英国）（2012

年 3 月） 
 「LPP 環境管理コンポーネント・業務完了報告書（第 2 年次）」（日本・英国）（2013

年 9 月） 
 「LPP 環境管理コンポーネント・業務完了報告書（第 3 年次）」（日本・英国）（2015

年 2 月） 
 

＜その他＞ 
 「対ラオス 国別援助方針」（2012 年 4 月） 
 「対ラオス国別援助計画」（2006 年 9 月） 
 The Seventh Five-Year National Socio-Economic Development Plan（2011-2015）（October 7, 

2011） 
 The Eighth Five-Year National Socio-Economic Development Plan（2016-2020）（Draft） 
 Present Status Report（MPI, Sep 2014） 

 
（2）事業関係者への質問票（アンケート）調査 

現地調査に先立ち、評価分析を担当する団員が、プロジェクトの実績、実施プロセス、

評価 5 項目に関する質問票を作成し、事前にラオス側事業関係者（C/P）、並びに ASEAN
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関係者、日本人専門家等に配布した。 
 
（3）事業関係者に対するインタビューの実施 

現地調査中は、可能な限り関係者（ラオス側 C/P、ASEAN 関係者、日本人専門家等）に

面会し、事前入手資料や質問票から得られない情報の補完的な収集に努めるとともに、事

業の受益者（住民、研修受講者等）や関連する JICA 関係者からも、プロジェクトに対す

る意見や提案を収集した。 
 
（4）プロジェクト合同評価報告書の作成と署名 

調査結果に基づき英文「合同評価報告書（Joint Terminal Evaluation Report）」（付属資料 1）
を作成し、JCC の場で発表するとともに、双方の団長により署名が行われた。さらに、同

報告書を受けて、ミニッツ（Minutes of Meeting。以下「M/M」という。）も 3 者（GOL、
ASEC、JICA）で署名が同日、行われた。 

 
３－２－３ 終了時評価に用いたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM） 

本事業では、全体プログラム（LPPO）及び三つのコンポーネントそれぞれに対し、基本計

画を示す PDM Ver. 1 が実施協議（R/D）署名時に作成されていた。終了時評価に用いた PDM（英

語版）は、「合同評価報告書」の ANNEX6～9 として添付した。なお、本事業では、日本語版

の PDM は作成されていない。 
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第４章 JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト（LPP）全体 
及び三つのコンポーネントの実績 

 
本終了時評価は、投入、活動、成果、各コンポーネント別のプロジェクト目標、更にプログラ

ム目標を各 PDM 及び活動計画書（Plan of Operations。以下「PO」という。）を基に分析し、下記

のとおりまとめた。詳細は、「合同終了時評価報告書」英文 ANNEX10～20 に記載のとおり。 
 

４－１ JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト（LPP）全体プログラム 

４－１－１ 投入の実績 
（1）ラオス側 

ラオス側からの、本プログラム実施に対する投入は、以下のとおりであった。 
1）C/P 人員の配置 

MPI 本省から 3 名、MOFA ASEAN 局の 3 名、合計 6 名が C/P として配置されている。 
2）施設・機材 

LPPO オフィス（3 者協力ユニット事務所）が提供されている（元ポーランド大使館

の施設をラオス MOFA から無償提供）。 
3）活動費の支出 

詳細記録は入手できず。 
 
（2）日本側からの投入 

本評価調査時点における日本側からの投入実績概要は、以下のとおりであった。 
1）専門家の派遣 

長期専門家 4 名（「プロジェクト共同マネジャー」2 名及び「業務調整/計画・評価」2
名）、シャトルベース（短期専門家）1 名の累計 5 名が派遣された。 

2）機材調達・施設の供与など 
総額約 483 万円分相当のオフィス用機材や車両等が投入された。なお、プロジェクト

調達機材・施設とは別に、PC、オフィス機材などは JICA 事務所による供与機材として

別途、総額約 1,264 万円分が支出されている。 
3）現地活動費 

総額約 6,867 万円相当の現地活動費（在外事業強化費）が 2010 年 10 月～2015 年 3 月

（2014 年度：日本の会計年度）までの期間に支出された。 
 
（3）ASEAN 事務局（ASEC）側からの投入 

本評価調査時点における ASEC 側からの投入実績概要は、以下のとおり。 
1）職員の配置 

「プロジェクト共同マネジャー」として、ASEC の ASEAN 統合イニシアティブ・開

発ギャップ是正課（IAI&NDG Division）の職員が配置された。 
2）IAI に関する助言など。 
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４－１－２ 活動の実績 
LPPO コンポーネント活動は、2010 年 10 月に専門家（プロジェクト共同マネジャー）が派

遣され開始された。チーム構成はラオス C/P〔計画局（計画投資省）（Department of Planning。
以下「DOP」という。）の職員〕と日本人専門家からなり、2010 年の本 LPP プログラム開始の

際に作成された PDM、PO1に沿って、活動が展開されている。 
 
４－１－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

検証結果の概要、三つの成果の達成度は、PDM（Ver. 2.0）を基に以下のとおり、集約される。 
 
（1）成果 1 

成果 1： ラオス並びに ASEAN 各国において、ASEAN 統合に向けて、ASEAN 域内格差是正に

向けた施策を促進するための適切な実施体制が確立し、促進される。 

指標（PDM Ver. 2.0） 終了時評価時点（2015 年 5 月）での達成状況 

1-1 2011 年 3 月までに、ラ

オスにおける 3 者協力

の実施組織（LPPO）が

設置される。 

・3 者協力実施のための 3 者協力ユニットが GOL、ASEC、JICA
の 3 者によって計画どおり設置された。LPPO には、JICA 専

門家 3 名が常駐（一方、GOL、ASEC からの常駐は一度もなし）。

事業の進捗、課題・問題点の確認、共有等については、JICA
専門家が MPI、MOFA に頻繁に出向き実施した。また、ASEC
との最近の実績では、2014 年の 1 月と 12 月に同様な協議を行

った。しかしながら、本プロジェクトにおける ASEC の役割・

権限が明確に定義されていなかった。 

1-2 実践的な年次活動計画

が毎年第 1 四半期に策

定される。 

・各年度の PO は原則前年度末までに取りまとめられ、JCC にお

いて、前年度の実績報告とともに承認される。 
・直近では、2014 年度の PO については、2014 年 4 月に取りまと

められ、2014 年 5 月 2 日に開催された JCC において承認された。

1-3 ASEAN によって、協力

実施に係るモダリティ

の柔軟性を備えた「IAI
ガイドライン」が策定

される。 

・2013 年 6 月に IAI プロジェクトとして必要な資格要件（ASEAN 
ブループリントとの整合性、IAI ワークプランないしセクトラ

ルプランの実施を支援するもの、CLMV のうち 2 カ国以上の

裨益）を含め、「IAI ガイドライン」が ASEAN IAI TF によっ

て制定された。 
・これら資格要件を満たすべく、2014 年 5 月から LPP 各コンポ

ーネントの成果をラオスのみならず、隣国 CMV へ普及、共有

する活動として、プログラムの裨益国を拡大した。 
・また、主として CMV の MOFA に対して、LPP 及び IAI の認

証について特に現状と課題・問題点につき共有を行った。 
・なお、ASEAN で進行中の IAI ワークプラン 2 については、そ

の中間レビュー報告書において、包括的なプログラムモデル

としての LPP の有効性が言及されている。 

                                                        
1 2012年6月に実施された中間レビュー後、2013年1月に「Ver 2.0」として改訂。 
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（2）成果 2 

成果 2： 三つの協力分野間、ASEAN 各国の当該分野に関係する組織とのリンケージの強化、

更には ASEAN 諸国及び日本からの協力リソースを活用することによって、ASEAN
域内格差是正に向けたイニシアティブが促進される。 

指標（PDM Ver. 2.0） 終了時評価時点（2015 年 5 月）での達成状況 

2-1 「安全・安心な農産物

振興」（ASEAN GAP）
「ESC」「ラオス固有の

資源を活用した観光振

興」の促進に関する

ASEAN イニシアティ

ブが、関連省庁の政策

ないし公的文書に掲載

される。 

 MAF において、2011 年 1～2 月にかけて、ラオス GAP の導

入（四つの基準）に係る大臣の承認がなされ、GAP ロードマ

ップを策定すべく協議が開始された。 
 MONRE において、2011 年 12 月、ASEAN ESC として認識さ

れている ESC のナショナルガイドラインが策定された。 
 MICT において、2011 年 2 月から ASEAN Tourism Standard に

ある CBT 推進に向けた活動を行っている。ASEAN Tourism 
Working Group 及び ASESN Tourism Standard 関連会合におい

ては、ラオスの取り組みを積極的に発表した。 

2-2 ASEAN 統合に関し、

ASEAN 域内格差是正

に 向 け て の 活 動 が

GOL 内の関連省庁に

よって実施され、その

活動が ASEAN の文書

や報告書にも言及され

る。 

 IAI 中間レビュー報告書（2014 年 3 月）において、スタンド・

アローン協力でない、LPP のような包括的なプログラム協力

の有効性について言及があり、IAI プロジェクトとして認証

すべきとの勧告がなされた。 
 観光コンポーネント（LPPT）では、カンボジア観光局と

ASEAN CBT スタンダードにつき協力を行った。 

そ

の

他 

・三つの協力分野間の

リンケージの成果あ

るいは ASEAN 諸国

からの協力リソース

活用。 

 本 LPP プログラムの後半、三つのコンポーネントはお互いに

協力し、「ミミズコンポスト」はじめ、連携活動を行い、成

果を生み出している。 
 本 LPP プログラムでは、タイ（農業）、ベトナム（環境、民

間企業派遣）、マレーシア（観光）からの専門家など、効率

的な活動実施のため、域内リソースを最大限活用し、ASEAN
諸国との協力を行ってきた。 

 
（3）成果 3 

成果 3： ASEAN 統合に効果的に対応するための GOL の能力が強化される。 

指標（PDM Ver. 2.0） 終了時評価時点（2015 年 5 月）での達成状況 

3-1 各コンポーネントと

ASEAN 関係省庁との

間の協働作業の枠組み

が構築される。 

 各コンポーネントにおいては、ASEC が開催する年次会合への

出席が定例化し、会合の場で LPP 事業成果のプレゼンテーシ

ョンを行うなどセクトラル・ボディとのつながりを確立、強

化した。特に、観光コンポーネントについては、ASEAN セク

トラル・ボディへの訪問協議、年 2 回のプログラム調整会議

での ASEC担当者の招へいとプレゼンテーションを実施した。
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3-2 ラオス MOFA、MPI、
並びに三つのコンポー

ネント関係省庁との間

の協働作業の枠組みが

構築される。 

 JICA 専門家、ラオス MOFA ASEAN 局長、DOP 局次長（Puty 
Director General。以下「DDG」という。）間のチームワーク

が形成され、各コンポーネントの進捗状況の共有が定期的に

なされた。また、このマネジメントチームは各コンポーネン

トが開催する会議、セミナー等へ出席するとともに事業サイ

トへの訪問等を実施し、事業の進捗管理を行った。 

3-3 GOL 関係省庁及び機

関において、ASEAN 統

合目的の理解が高ま

る。 

 3 者協力（JICA、ラオス MOFA 及び MPI）で、ASEAN アウ

ェアネス・セミナーを 2013 年 1 月に第 1 回開催。それ以降、

LPP に関与している C/P をはじめとする関係省庁から、毎回

50～70 名が出席し、IAI など ASEAN 経済統合における現状

と課題について認識を深めた。 

3-4 ASEAN 会合の場で、

ASEAN 統合に係る新

しいモダリティとし

て、LPP の GOL からの

発表機会回数。 

 第 40、41、42、46 回 IAI TF 会合において、プレゼンテーシ

ョンを行った。 
 また、LPP 各コンポーネントについても、ASEAN のセクタ

ー年次会合等において、各コンポーネントの成果の発信とと

もに LPP の有効性についてプレゼンテーションを行った。 

 
（4）その他成果 
 LPPO 調整による 3 コンポーネント間の連携活動 

1）農業と環境管理コンポーネント間の連携活動 
安全性の確認のため、環境管理コンポーネントのオフサイトである LPB のホテルとレ

ストランから集められた台所残渣廃棄物を利用したコンポストの施用試験と構成要素

分析が、農業コンポーネントとの共同活動として行われた。施用試験（試験栽培）は

CADC で実施され、またその施用試験結果として、農業コンポーネントの C/P によって

レポートが提出され、更に構成要素分析は MAF 傘下の DOA 植物防疫センター（Plant 
Protection Center。以下「PPC」という。）で行われた。施用試験結果によると、コンポス

トを利用した作物は、化学肥料利用の作物よりは収量はやや低かったものの、成長が早

いとの結果が出た。 
LPB の UDAA は、消費者を引きつけるために、この証明書（MAF の承認レター）を

用いてコンポストを販売する計画である。 
2）観光と環境管理コンポーネント間の連携活動 

環境管理コンポーネントの「ミミズコンポスト（堆肥）」は、観光コンポーネントと

の共同活動として、村民が環境美化で自村をきれいにするという戦略活動に積極的であ

ったことから、観光コンポーネントのパイロット村（カムアン県タケーク郡のタム村）

が選ばれた。この共同活動は、他県の多くの住民からも「好事例」と評価されたことで、

コンポストそのものが価値あるとの理解が広まり、環境管理コンポーネントのパイロッ

ト村の居住者にも正の影響があった。またタム村民の環境への意識が従来に比して高く

なり、同村に、より多くの観光客を連れてくるためにも「環境志向の観光」をめざすこ

とが重要といった思考態度にも大きな効果があったと考えられる。 
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3）「エコプラザ・グリーン・ラオス・ショップ」 
LPPO がラオス青年同盟（LTU）と協力して、運営支援を行い、首都 VTE のワッタイ国

際空港に「エコプラザ・グリーン・ラオス・ショップ」が開店した。同店はアンテナショ

ップとして、環境にやさしいラオス産のエコ産品販売のみならず、観光情報サービス提供

のカウンターとしても用いられている。ショップの運営は、LPPO 支援で経営改善されて

きており、本件終了後は、青年同盟が引き継ぎ運営される予定。なお、青年同盟側では、

LPB、パクセ市（Pakse。以下「PKZ」という。）空港へも店舗の拡大を計画中である。 
 
４－１－４ プログラム目標の達成見込み 

プログラム

目標： 
ASEAN 統合に向けた域内格差是正のための GOL、ASEC、JICA による 3 者協力

のメカニズムが構築され、機能する。 

指標（PDM Ver. 2.0） 終了時評価時点（2015 年 5 月）での達成状況 

1 3 者協力のメカニズムに

係る協働作業の枠組みが

構築される。 

 GOL においては、ASEAN、IAI を担当する MOFA と開発

プロジェクトを総括する MPI が協働して事業実施の担当

省庁の IAI プロジェクト及び格差是正のための事業の実施

に介在する体制を確立した。 
 ASEAN においては、ASEAN のセクター開発課題に機動的

に対応するために、ラオスの事業実施担当省庁と ASEAN
セクトラル・ボディの連携を確立した。 

 JICA においては、プログラム予算の措置、GOL 機関間の

調整、ASEC IAI 担当部局への問題提起と課題解決に向け

た働きかけ、GOL、ASEC そして JICA の 3 者間の総合調

整を行う機能を確立した。 

2 ASEAN コミュニティ・

ロードマップ（観光、農

業、環境）上で示された

協力対象分野の取り組み

課題が、ラオスにおいて、

実施される。 

 3 分野（観光振興、安全・安心な農産物振興、環境管理）

の選定は、GOL との合意の下、「ASEAN コミュニティ 2009
～2015 年（なかでも IAI ワークプラン 2）」のロードマッ

プに沿って策定されており、当該 3 分野は、GOL の国家開

発の優先分野としても位置づけられ推進されてきている。

 観光コンポーネントでは ASEAN CBT の導入を、環境管理

コンポーネントでは ASEAN ESC の推進を、そして農業コ

ンポーネントでは ASEAN GAP の導入を行い、それぞれに

つき、組織強化と人材育成が行われた。 

 
４－１－５ 上位目標の達成見込み 
プログラム目標の達成見込みは、以下の分析のとおりであった。 
 

上位目標： ASEAN 統合に向け、域内における開発格差が縮まり、地域統合が促進される。 

指標： 
人的開発指標（Human Development Index。以下「HDI」という。）におけるラオス

と ASEAN 6 カ国平均との格差が縮小される。 
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全般的な上位目標達成状況と見込み 
ラオスの 2013 年における HDI は世界ランク 139 位で、シンガポールの 9 位からフィリピンの

117 位までの間に位置する ASEAN 6 カ国との格差は依然大きいが、プログラムが開始された

2010～2013 年までの間の 3 カ年における HDI 年間成長率をみると、ラオスは平均 1.21％を示

し、ASEAN6 カ国の平均 0.39％に比し、約 3 倍のスピードで改善している。 

 
４－１－６ 実施プロセス 
（1）実施構造とメカニズム 

本件実施に係るメカニズムとその構造は図 4-1～4-4 のとおり。農業分野の活動は他分野

より遅れて開始されたものの、計画に沿って実施されている。 
 

  

図４－１ LPP Working Mechanism 

 
図４－２ LPP Implementation Structure 

  
図４－３ Working Mechanism（1） 

Lao Internal Coordination 
図４－４ Working Mechanism（2） 

Linkage with sectoral bodies 
 

  



 

－19－ 

（2）活動実施 
 本件プログラムの実施のためのメカニズムや構造は上記のとおり。なお、本件プログ

ラムは、農業コンポーネントにおいて他のコンポーネントと比べて活動開始の遅れが

あったものの、活動計画を基に、ほぼ円滑に活動は遂行されている。 
 一部、人材投入の遅れや短縮などがあったものの、C/P や専門家は案件活動の効果的

な実施のため、適切に配置されている。 
 GOL、ASEC、JICA の 3 者の強いコミットの下、案件実施につき、JCC の場をはじめ、

効率的に機能している。 
 案件活動の計画や実施には、関係者の積極的な参加や関与が行われていることで、本

件の効率・効果的な実施促進に貢献している。 
 案件全体の円滑な調整並びに事業運営を行うため、LPPO 関係者を中心として、3 者

（GOL、ASEC、JICA）間だけでなく、三つの分野間の重要な役割を果たしている。 
 JCC や案件の運営に係る会合に加えて、定期的に会議が開催され、LPP 関係者間の連

絡、合意形成は 3 者間で円滑に行われている。 
 
（3）促進要因・外部環境要因 

促進要因 計画に関する促進要因： 
 本件が 3 者の合意、協力の下、計画され、かつ実施されていることは重要であ

り、また ASEAN 統合に向けての推進という枠内で、ラオスにおける特定のニ

ーズに応えて、焦点をあてた計画を策定している。 
 GOL はハイレベル C/P の関与がみられ、本プログラムに対して真摯に取り組

みを行っており、また MOFA、MPI、更に関係各省の間の内部調整を強化して

きた。 
実施プロセスに関する要因： 
 LPP はラオスの NSEDP と統合していることから、GOL のオーナシップ向上が

認められる。 
 各分野は、それぞれ ASEAN 各国の分野別省庁・機関あるいは閣僚会議とも効

果的な協力関係を構築していることも、上記同様、GOL の力強い推進力をみ

て取ることができる。 
外部環境

要因 
IAI 実施に係るガイドライン： 
本件の事業進捗や新しいモダリティの説明は、IAI TF 会合の場をはじめ、案件の

開始以降、幾度もプレゼンテーションや情報の共有を行っており、IAI 案件として

の承認を申請してきた。しかしながら、2013 年 6 月に設定された IAI 実施に係る

ガイドラインは、結果的に遡及して本件にも適用されたことで、本件を IAI 案件と

して承認することを一層難しくしており、このような予期せぬ外部環境の変化のた

めに、現時点でまだ IAI 承認には至っていない。 
 

４－２ 観光コンポーネント（LPPT） 

４－２－１ 投入実績 
（1）ラオス政府（GOL）からの投入 

ラオス側からの投入実施期には 33 名の C/P 職員があった。内訳は MICT の本省から 15
名、3 つのパイロット県から合計 18 名であった。詳細は付属資料 1 の ANNEX11 に記載が
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ある。    
 

（2）JICA からの投入 
観光コンポーネントを支援するために JICA から投入されたものは以下のとおり。詳細

は付属資料 1 の ANNEX11 に記載がある。 
1）専門家の派遣 

実施期間中、4 名の日本人短期専門家に加えて、1 名の長期専門家（2013 年 6 月～2015
年 5 月まで）が派遣された。長期専門家の投入は LPPT と ASEAN の協力を促進するた

めである。 
2）C/P・トレーニング 

観光コンポーネントの C/P に対して日本、インドネシア、シンガポール、タイ、マレ

ーシアにて研修を行った。 
3）機材調達 

観光コンポーネントの活動のために屋内、屋外で使用する機材、特に観光プロモーシ

ョン材料作成のためのものが調達、供与された。 
4）現地活動費 

最初に派遣された短期専門家グループの 2011 年 2 月～2015 年 5 月までの現地活動費

として 3,985 万円が支出された。続いて派遣された長期専門家が LPPT を強化する活動

のために 2,130 万円が支出された。 
 
（3）ASEAN 事務局（ASEC）からの投入 

ASEC の観光担当官が半年ごとの LPPT 会議のためにジャカルタからラオスに出張し、

コミュニティ・ツーリズム振興のアドバイスを行った。 
 
４－２－２ 活動の実施 

LPPT の活動は 2011 年 2 月に始まり同時に日本人専門家チームが派遣された。 
ラオスの C/P 諸官と日本人専門家から構成された LPPT チームは 2010 年の LPP 準備時に設

定された仮の PDM と実施計画書に基づいて活動を実施した。PDM は付属資料 1 の ANNEX7
にあるように、のちに 2013 年 6 月に改訂された。LPPT チームに課せられた活動及びコンポー

ネントの残り期間の計画は付属資料 1 の ANNEX12 としてまとめられている。実施計画書に基

づいて予定されていた活動はすべて完了している。 
 
４－２－３ 成果の達成状況 

PDM（付属資料 1 の ANNEX7）で設定した指標に基づき、三つの成果の達成状況が審査され、

その結果は以下のとおりであった。 
 
（1）成果 1 

成果 1 官民の連携により、Visit Laos Year 2012 の実施を含め、ラオスの観光資源を適切か

つ持続的に活用した観光プロダクトについての観光マーケティング・プロモーシ

ョン活動が効果的に実施される 
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指標（PDM 第 2 版） 達成状況と達成見込み 

1-1 ラオス観光年 2012 のための観

光マーケティング・プロモーシ

ョン小委員会が 2011 年 3 月ま

でに設置される 

 ラオス観光年 2012 の観光マーケティングとプロモー

ションのための小委員会は他の関連小委員会ととも

に、ラオス国家観光委員会の 2010 年の省令により、

8 月 10 日に設置された。 

1-2 観光プロダクトのデータベー

スが 2011 年半ばまでに構築さ

れる 

 観光商品のデータベースは 2011 年 8 月末までに準備

された。 

1-3 20 件以上のプロモーション活

動が 2012年末までに実施され、

それらがMICT及び県情報文化

観光局（Provincial Information, 
Culture and Tourism Department/ 
Provincial Tourism Department。
以下「PICTD/PTD」という。）

によって更新と配布が継続さ

れる 

 2012 年の終わりまでに 20 を超える観光プロモーシ

ョン活動とイベントが実施された。 
 その後は国と県の観光局は自主的にプロモーション

活動を継続している。 

 
（2）成果 2 

成果 2 パイロット県において、中央と地方の連携により、ラオスの観光資源を適切かつ

持続的に活用し、地域住民に裨益する観光開発が促進される 

指標（PDM 第 2 版） 達成状況と達成見込み 

2-1 2012 年末までに、6 種類以上の

観光情報資料が作成される 
 各パイロット県においてウェブサイト、観光情報マ

スターファイル、観光道しるべが開発・設置された 
 三つのパイロット県が独自予算で 6 種類の観光ブロ

ーシャーを作成した。 

2-2 2012～2014 年の各パイロット

県への観光客の年間増加率が

7％以上となる 
 

 パイロット 3 県における 2012～2014 年までの観光客

増加率はカムアン県で 31.1 ％、サバナット県

（Savannakhet。以下「SVT」という。）で－3.1％、チ

ャンパサック県（Champasak。以下「CPK」という。）

で 6.7％であった。 

2-3 対象サイトにおける CBT 活動

への参加住民数が増加する 
 

 支援対象 18 カ村におけるコミュニティ・ツーリズム

の開発計画ワークショップへの参加者数は 2013 年の

516 人から 2014 年の 780 人への増加した 

 
（3）成果 3 

成果 3 中央と地方の連携によるラオスの観光資源を適切かつ持続的に活用した観光振興

のための活動が他地域にも普及される 
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指標（PDM 第 2 版） 達成状況と達成見込み 

3-1 成果 1 及び成果 2 の結果と知見

が MICT 及び PICTD/PTD によ

り取りまとめられる 

 三つのパイロット県での実践を基にコミュニティ・

ツーリズムのハンドブックが編集された。 
 コミュニティ・ツーリズム開発指針が作成、配布さ

れた。 
 各パイロット県がコミュニティ・ツーリズム実施の

ために説明ファイルを準備した。 

3-2 上記の取りまとめが他の県と

共有され、他県でも CBT 活動

が着手される 

 上記の説明ファイルとコミュニティ・ツーリズムの

ハンドブックが、2015 年 2 月に開催されたセミナー

においてパイロット対象以外の 6 県と共有された。

 しかし 1 度のセミナー開催のみでは、他県での CBT
活動の普及度合は限定的なものになると考えられ

る。ハンドブックなどの書類の共有やセミナーの開

催だけでは、他パイロット村／県への普及は不十分

といえる。官民関係機関による、LPPT パイロットモ

デル村からの知見・ノウハウの共有などの支援が必

要。 

 
４－２－４ プロジェクト成果の達成（見込み） 

コ ン ポ

ー ネ ン

ト目標 

官民連携と中央と地方の連携により、ラオスの自然、文化、歴史、民俗にまつわる

観光資源を適切かつ持続的に活用した観光振興体制が確立される。 
 

指標（PDM 第 2 版） 達成状況と達成見込み 

1 2015 年のラオスへの観光客数

が 350 万人に達する 
 

 観光客の入込数は 2012 年に 330 万人、2013 年に 370
万人そして 2014 年には 415 万人に達した。2015 年に

350 万人という目標は達成できた。 

2 VTE 及びパイロット県におけ

る官民連携によるマーケティ

ング・宣伝活動への参加観光関

連民間会社の数 

 官民協働の観光情報サービスプログラムに、VTE の

18 社が参加した 
 三つのパイロット県でのファムツアー等のコミュニ

ティ・ツーリズム関連活動に、述べ 50 社以上が参加

した。 

 
４－２－５ コンポーネントの実施過程 
（1）コンポーネント実施の構造 

LPPT 実施の構造と仕組みを図 4－5 に示す。LPPT のコンポーネントは事業実施計画に

基づいて円滑に実行された。途中で C/P 機関であるラオス国家観光庁（Lao National Tourism 
Administration。以下「LNTA」という。）が MICT に統合される国家組織の再編があり、観

光プロモーション委員会が縮小され、幾つかのコンポーネント活動は取りやめになったり

遅延したりするという影響はあった。 
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図４－５ LPPT の実施体制図 

 
（2）コンポーネントに貢献した要因 

1）計画に関すること 
LPPT 以前から JICA はラオスの観光を継続して支援してきており、その強い二国間の

信頼関係が LPPT の円滑なスタートを促進した。 
2）コンポーネント実施プロセスに関すること 
 観光が外貨獲得のための大切な産業の一つであるということで、GOL は観光開発と

プロモーションの実施を強く望んでいた。更にラオス観光年 2012 や ASEAN 統合と

いうタイミングも GOL の動機づけを強くした。 
 小インフラ開発の支援方法 

支援対象の村から要請があった場合、LPPT は建設材料を支給し、村人が建設作業を

受けもった。これにより村のコミュニティは労働力で貢献し、またそうすることで

人々の団決力が高まるとともに建設構造物のみならず村のコミュニティ・ツーリズ

ム全体への責任感が強くなった。 
 
（3）コンポーネントの障害となった要因 

1）計画に関すること 
 MICT の組織改編や日本人専門家のいない時期が重なり、幾つかの予定されていた活 

動のキャンセルや遅延が起きた 
 

４－３ 農業コンポーネント（LPPA） 

４－３－１ 投入の実績 
本終了時評価調査時点における農業コンポーネント実施に対するラオス及び JICA からの投

入実績の概要は、以下のとおり。付属資料 1 の ANNEX 13 にまとめている。 
 
（1）ラオス側からの投入 

1）C/P 人員の配置 
当初 DOA 標準課職員 1 名、CADC から 3 名の計 4 名の C/P が配置されていたが、現

MICT 
観光ﾏｰｹﾃｨﾝｸ”･ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ局長 

ｻﾘｰ･ﾌｨﾝﾌｨﾆｯト氏 観光管理局 

カムアン県観光部 SVT観光部 CPK観光部 

パイロット対象郡 
郡の情報文化観光課 

パイロット対象郡 
郡の情報文化観光課 

パイロット対象郡 
郡の情報文化観光課 

パイロット村 村長 パイロット村 村長 パイロット村 村長 

観光開発局 
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在は CADC の 3 名のみが配置され、活動を行っている。 
2）施設・機材 

CADC において、GAP 展示圃場用に 12ha の農地と附帯施設が提供されている。 
 
（2）日本側からの投入 

1）専門家の派遣 
2012 年 5 月 29 日～2015 年 3 月 19 日、長期専門家 1 名が派遣された。また、2013 年

7 月 21 日～8 月 4 日まで短期専門家 2 名、2014 年 12 月 1～14 日まで短期専門家が 1 名

派遣された。 
2）本邦・第三国研修 

タイにてファームアドバイザー（農業指導員）などに対する GAP 運営にかかわる研

修を 2013 年実施。また本邦研修も 2013 年と 2014 年に実施。さらに、ASEAN での専門

家会合への出席並びにプレゼンテーションについても支援。 
3）施設整備 

CADC の施設整備予算として、総額 3,037 万円相当の CADC の灌漑施設や CADC の農

場施設整備（ビニールハウス 10 棟、建屋整備、育苗施設、井戸の掘削 2 基等）を行っ

た。 
4）機材調達・施設の補修など 

総額 1,636 万円相当のオフィス、圃場管理機材などが供与された。 
5）現地活動費 

これまで（2011 年 12 月～2015 年 3 月）、総額約 5,231 万円相当の現地活動費（在外事

業強化費）が支出された。 
 
４－３－２ 活動の実績 

農業コンポーネントについては、2011 年後半から GAP 圃場整備に向けた準備活動が LPPO
配属の専門家ほかによって限定的に行われていたが、本格的な活動は 2012 年 5 月下旬に GAP
普及担当の専門家が赴任したあとに開始された。ラオス C/P と専門家は、LPP プログラム開始

時に作成された暫定 PDM（Ver. 1）と PO に沿って、コンポーネントの活動を進めていたが、

中間レビュー時に改訂を行い、その結果、2013 年 5 月に承認された PDM（Ver. 2）と PO に沿

って、活動が進められてきた。本終了時評価調査時までの活動実績と進捗、今後の計画は付属

資料 1 の ANNEX 14 にまとめたとおり。さらに PO に沿って進められた活動の進捗状況は、終

了時評価時点で、表 4-1 のとおり。 
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表４－１ Progress status of the LPPA activities 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４－３－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

上記のとおり、本コンポーネントの活動は当初計画より大幅に開始が遅れたが、期間内の成

果達成に向け、活動の遅れを取り戻すべく関係者の努力が続けられ、PDM（Ver. 2）に示され

た三つの成果の達成状況は以下のとおり。 
（1）成果 1 

成果 1 ラオスの ASEAN GAP 導入に向けたロードマップが策定される。 

指標（PDM Ver. 2.0） 達成状況・見込み 

1-1 ラオス ASEAN GAP を導入し普

及するためのロードマップが策

定され、DOA により承認される

（ロードマップは、ASEAN GAP
のロードマップもしくはアクシ

ョンプランと一致している） 

 ラオス ASEAN GAP 導入に向けたロードマップ作

成のために、2014 年 7 月に 3 日間リトリート形式

で、VTE 県タラートに GAP 関係者を集め、集中的

に会議が開催された。パイロットサイトの、PAFO、

DAFO 関係者を集め、首都 VTE 及び VTE 県の GAP
導入のマスタープラン策定についても、併せて開

催。 
 3日間では、ロードマップの取りまとめが終わらず、

引き続き策定作業を継続することとなった。 
 2014 年 9 月には、GAP 普及についてのロードマッ

プは、ラオス語でおおむね取りまとめられた。 
 農業コンポーネントでは、プロジェクト期間中

（2015 年 10 月まで）のみならず、ラオスに ASEAN 
GAP を導入するための長期計画を含むロードマッ

At the time of Terminal Evaluation (April 2015)

1 2 3 4
1-1 Review and analysis of policies and regulations, institutional
arrangements and their capacities, on-farm practice.

1-2 Market study and its analysis.
1-3 Stakeholder consultation for institutional development of
GAP.
1-4 Development of a roadmap for ASEAN GAP introduction.

2-1 Selection of the pilot sites.
2-2 Develop regulation and code of practice in consultation with
stakeholders.
2-3 Provide training for ASEAN GAP introduction in the pilot
sites.
2-4 Test code of practice on pilot farms and modify as required.

2-5 Develop effective compliance mechanism.

2-6 Feedback the test results to the Roadmap.
3-1 Capacity development of relevant officials of MAF and others
through the activities above for OUTPUT 1 & 2.
3-2 Share experience in ASEAN member states.

3-3 Train officials of MAF and stakeholders other than pilot sites.

3-4 Public relations and awareness building of GAP.

“Progress Status of Planned Activities” is based on self-assessment by the project team using 4 scales: 1 Not undertaken; 2 In the process; 3 Almost
completed; 4: Completed.

Category by Output Planned Activities
Progress Status of Planned Activities

Output 1: Roadmap for
introduction of ASEAN GAP is
developed.

Output 2: GAP is introduced in
the pilot sites.

Output 3: Capacities of relevant
officials of MAF and other
stakeholders are strengthened.
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プ策定の基礎となる「ワークプラン 2012～2015」
を作成し（2012 年 10 月）、これに沿ってプロジェ

クト活動を実施してきた。 

1-2 ロードマップは、ASEAN GAP
の専門家ワーキンググループの

年次会合で報告され共有される

（EWG-ASEAN GAP） 

 ロードマップ策定、開発、最終化への道のりは長く、

ASEAN GAP の 専 門 家 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

（EWG-ASEAN GAP）の年次会合等には、まだ報告、

共有はされていない。 

全般的な達成状況と見込み： 
 DOA 規準課（Standard Division）職員によって、活動開始当初、ASEAN GAP の導入に関連

する政策制度、関連機関の組織体制とキャパシティの現状、営農状況にかかわる情報収集

が行われた。また、農家の農業生産活動についての情報を得るために、パイロット地域と

なった首都 VTE と VTE 県の二つのパイロット地域にて、農民グループとのミーティングを

開催した。 
 DOA PPC 職員によって、農産物流通及びマーケットに関する情報収集活動の一環として、5

県で流通している農作物の残留農薬の調査が行われ、収集データは報告書として取りまと

められた。 
 農業コンポーネントの PDM をベースに、2012 年 10 月に、2012～2015 年の PO（Work Plan）

が作成され、関係者に共有済みである。同ワークプランは、ラオス国内に ASEAN GAP を

導入するための、より長期的な目標と計画を含む行動計画であり、「ロードマップ」策定の

基礎となるものである。 

 
（2）成果 2 

成果 2 GAP がパイロットサイトに導入される。 

指標（PDM Ver. 2.0） 達成状況・見込み 

2-1 GAP の 展 示 農 場 が

CADC に設立され、GAP
担当者や農家グループ

の研修に活用される 

 農業コンポーネントは、まず、ラオスでの GAP の普及の拠

点を構築するため、CADC の GAP 農場の整備（灌漑用水施

設設置、事務所･作業場等建屋施設改修、井戸掘削、トラク

ター等農場機材購入、事務用機材購入）を行った。 
 農業コンポーネントは、整備した GAP 圃場において、展示

活動を行うとともに、GAP の実践農場という位置づけのも

とに GAP 研修を実施している。 

2-2 最低限 12 の GAP パイロ

ット農家グループが設

立され、プロジェクトに

より研修され、GAP 農業

が適切に運営される 

 パイロットサイトとして、首都 VTE、及び VTE 県の 2 サイ

トが選定された。 
GAP 農家グループの育成に関しては、2013 年度には、首都

VTE から、3 郡、5 農家グループ、VTE 県からは、5 郡、7
農家グループの計 12 グループ、415 農家が GAP のパイロ

ット農家グループとして組織化された。 
GAP のオリエンテーションを各農家グループ単位で実施

し、組織化を図った。また、参加農家全員に対し 2 日間の
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GAP 研修をグループ単位で 12 回にわたり実施した。 
また、農家グループのリーダーに対し、タイでの GAP スタ

ディツアー（5 日間、11 月 18～23 日）を実施した。 
 2014 年度は更に、首都 VTE から、9 農家グループ、224 農

家、VTE 県からは、5 農家グループ、99 農家の計 14 グル

ープ、323 農家が新しく GAP の導入グループとして登録さ

れた。これらのグループに対して、8 月下旬～12 月末まで、

首都 VTE、及び VTE 県において GAP 農家研修を各 2 日間、

計 14 回実施した。 
そのほかに、農家グループの ICS 担当者に対し、ICS 研修

（3 日間）を実施するとともに、残留農薬検査の研修会を

実施した。（2013 年 11 月） 

2-3 パイロットサイトにお

いて、最低限 12 の GAP
農家グループ（あるい

は、300 農家）が GAP を

導入する 

 GAP 知識や技能を農家に普及指導するにあたっては、まず

2014 年度、CADC の GAP 担当職員及び首都 VTE、VTE 県

の PAFO、DAFO の農業事務所から GAP ファームアドバイ

ザー29 名を選出し、GAP 指導者研修を実施した。 
 2015 年度は、新たに首都 VTE、VTE 県の PAFO、DAFO の

農業事務所から GAP ファームアドバイザー26 名を選出し、

GAP 指導者研修を実施した。 
 これにより、現在は 55 名の GAP ファームアドバイザーが、

GAP の農家へ普及指導できる体制となり、この地域で、農

家グループに対して、GAP の普及･指導体制のできる基本

体制が整備された。 
 以上、計 26 グループ、738 農家が GAP のパイロット農家

グループとして組織化されたことになる。 

2-4 パイロットサイトにお

いて、最低限六つの GAP
農家グループ（あるい

は、50％の農家）が DOA
から GAP 認証を受け、

GAP 生産者となる 

 まず、GOL は GAP 導入、更に検査・認証に係る中央での

体制を確立した（MAF 内の認証体制に係る委員会や実施機

関、またそれぞれの役割や責任の明確化）。さらに地方にお

いても、各農家グループにおける ICS を設置。 
 上記の体制整備ののち、ラオス GAP の認証取得も進めてき

ているが、これまでのところ VTE 県のエクサン村（30 農

家）、ノンクアイ村（15 農家）、更に CADC と計 3 グループ

の取得のみにとどまっている。 

全般的な達成状況と見込み： 
 農業コンポーネントによって、まずは CADC において GAP 農場が整備され、展示圃場とし

て、また関係する職員や対象農家に対する実地研修の場として活用されている。 
 パイロットサイトとして、首都 VTE、及び VTE 県の 2 サイトが選定されたあと、GAP 農家

グループの育成並びにGAPの農家へ普及指導を行うGAPファームアドバイザーの育成が行

われ、その結果、これまで累計で 26 グループ、738 農家が GAP のパイロット農家グループ

として組織化された。 
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 ラオス GAP 認証取得を進めてきてはいるものの、これまでのところ 2 グループ 45 農家

（CADC を含めると 3 グループ）の取得のみにとどまっており、引き続き、GAP 認証を受

け、GAP 生産者となるための活動を、残り期間にて実施予定である。 

 
（3）成果 3 

成果 3 GAP 導入に向けて MAF 関係者や他のステークホルダーの能力が向上する。 

指標（PDM Ver. 2.0） 達成状況・見込み 

3-1 GAP 担当の MAF 職員

が、農家に対して GAP
の指導･監督ができる 

 MAF、CADC の担当職員、及び対象県・郡の GAP ファーム

アドバイザー（PAFO、DAFO の農業事務所の職員）を含め、

各種の GAP 研修や本邦研修等のプロジェクトの種々の活動

を行った。 

3-2 プロジェクトで研修し

た MAF 職員及びファ

ームアドバイザーが、

GAP 研修を実施し、農

家を指導･監督するこ

とができる 

 人材育成に関しては、2013 年度、GAP 担当の幹部 5 名を、日

本の GAP が視察できるよう、3 週間の本邦研修を実施した。

（2013 年 9～10 月）また、2014 年度には、更に日本の進んだ

GAP現場を視察できるよう、5名のGAP普及の実務者に対し、

2 週間の本邦研修を実施した。（2014 年 10～11 月） 
 GAP 人材育成指導のため、2013 年度 2 名の短期専門家を招へ

いし（15 日間）、GAP 研修指導及び GAP 農場評価指導を行っ

た。また、2014 年度にも、短期専門家 1 名を招へい（14 日間）

し、GAP 指導・農場評価指導を行った。 

3-3 パイロットサイト以外

の県や郡の農業事務所

職員や他のステークホ

ルダーが、GAP のセミ

ナーやワークショップ

に参加できる 

 パイロットサイト以外の地方県における GAP 普及活動とし

ては、2014 年に、LPB、SVT、PKZ で、県･郡の農業幹部や

大学関係者を招へいし、ラオス GAP アウエアネス･ワークシ

ョップ（1 日間）を開催した。（2014 年 7～8 月） 
 2015 年には、地方での GAP 普及指導の核となる GAP ファー

ムアドバイザー50 名を、郡農業事務所職員を中心に選抜し、

LPB、PKZ の 2 都市に招へいし、3 日間の研修を実施した。

（2015 年 1～2 月） 

全般的な達成状況と見込み： 
 これまで、農業コンポーネントの支援によって、各種の GAP 研修や本邦更にタイでの研修

等の活動が行われ、GAP 導入に向けて、MAF 関係者はじめ、ステークホルダーの能力が向

上したことは高く評価できる。特に、GAP 導入研修は、受講生の GAP に関する一般的な理

解、認識の向上に寄与したと考えられる。 
 一方、農家グループの GAP 生産の「グッド・プラクティス」並びに GAP 指導者の審査制度

や指導能力は、短期専門家の報告書からみる限り、まだまだ課題は残されているといえる。

 
４－３－４ コンポーネント目標の達成見込み 

コンポーネ

ント目標： 
安全で品質の高い農産物が生産されるために GAP がラオスに導入される。 
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指標： 1．プロジェクト終了までに GAP の認証体制が整備され、GAP が他の地域に拡

大する。 
2．GAP 認証を受けた農産物の生産や流通がラオス国内で開始される。 

全般的な達成状況と見込み： 
 ASEAN GAP の導入に対して、ラオスは ASEAN GAP と同等のラオス GAP を 2011 年 1 月に

制定し、この普及を図ることとした。同 GAP の普及を図るため、GAP の認証体制を整備す

るとともに、農家への普及のため農家グループを組織化するとともに、GAP 指導員の育成

を図り、安全で質の高い農産物を生産するのに必要となる GAP の適切な指導や助言が受け

られる体制の整備を行った。 
 このうち、GAP 認証体制の整備については、GIZ と TICA が実施する「ラオス GAP 強化プ

ロジェクト」（2012 年 5 月～2014 年 5 月、フォローアップ 1 年で 2015 年 5 月に完了）が対

応することとなっており、LPPA の方は、実際に農家に GAP 生産を始めてもらう目的で、

農家への GAP 導入・普及を担当することとなった。 
 LPPA は、まずラオスでの GAP の普及を図るため、DOA 傘下の CADC の GAP 農場の整備

を行い、GAP の実践農場として展示活動と GAP 研修を実施した。 
 GAP のパイロットサイトとしては、首都 VTE、及び VTE 県の 2 サイトが選定され、累計で

26 グループ、738 農家が GAP のパイロット農家グループとして組織化された。また、これ

まで、GAP のオリエンテーションも各農家グループ単位で実施され、参加農家全員に対す

る GAP 研修、さらには ICS 研修も担当者向けに実施済み。また農家グループのリーダーに

対しても GAP 実践研修を実施済みである。 
 GAP 認証の取得に関しては、現在まで、CADC 並びに 2 農家グループ（45 農家）の計 3 団

体のラオス GAP 認証申請が承認され、農家のなかにはタイからのバイヤーなど、GAP 農産

物の販売を開始したところである。しかし、農場管理記録の記載方法が徹底されていない

など、一部規程で定められた GAP 認証農産物の詳細な生産量や出荷先、流通経路などの情

報が得られていない部分もあり、PDM のうちコンポーネント目標で定められた指標の達成

状況が確認できない部分もあった。 
 GAP 認証を受けた農家グループによる農産物は既に、国内での流通が開始されている。一

方、終了時評価時点では、まだ「GAP マーケット」が開設されておらず、GAP としての農

産物としての認識は一般にまで浸透しているわけではない。 
 評価調査期間中のインタビュー等で、タイの業者が GAP 農産物を買い付けにきて、タイ経

由で欧州まで出荷した事例（ハーブ等）、また GAP 未認証ながら、タイの小売業者が農家

から買い付けて輸出（メロン）するなど、好事例も多少ながら出てきている模様。 
 GAP マーケットの開設を現在、勧めており、残りの協力期間内に VTE 県で 1 カ所を予定（な

お、首都 VTE で１カ所が当初計画されていたものの、CADC 以外に GAP 認証されているグ

ループがいないため、まずは GAP 認証をめざすことを最優先とした）。なお、既存の市場

の一部（コーナー）を借り上げるにあたっては、県の誘致政策の一環で、当初の借料は無

料とのこと。 
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４－３－５ プロジェクトの実施プロセス 
（1）活動の実施体制 

農業コンポーネントの活動は、DOA CADC を主な実施機関として、活動が展開されてき

ている。CADC スタッフはじめ当初 4 名が C/P として任命されたが、1 名は途中で他のプ

ログラムに異動となったため、実質 3 名が C/P である。 
一方、規準課、PPC のスタッフは、研修講師や調査の実施など、必要に応じて活動に参

加しており、基本的には DOA 内に農業コンポーネント活動を実施するための協力体制は

できあがっているといえる。 
JICA からの資金、技術的な支援により、CADC 敷地内に GAP 規準の作物栽培の展示圃

場（12ha）が整備され、同圃場は、GAP 導入農家のための良き見本（モデル）として、か

つ実地研修の場として活用されている。 
なお、GAP の導入・運営プロセスでは、CADC のほかに、下記の 2 部署が管轄している。

まず本局の規準課（Standard Division）は、GAP 推進に係る政策・制度面を担当しており、

GAP の認証については、GIZ と TICA 支援による「ラオス GAP 強化プロジェクト」で、

体制が整備された模様。また PPC は、GAP 生産物や土壌の検査面での役割を担っている。

現段階では、PPC の検査能力（残留農薬・土壌検査など）は限られており、GAP 認証に必

要となる詳細検査のために、サンプルをタイの検査所に送る必要があるなど2、検査コスト

の引き上げ、認証を妨げる要因となっている。 
一方、GAP の普及には県・郡レベルスタッフの参加が不可欠であり、CADC の GAP 担

当職員はじめ、首都 VTE、VTE 県の PAFO、DAFO の農業事務所から、「GAP ファームア

ドバイザー」という肩書で実務者の育成を行ってきている。彼らは、農家に対する普及や

指導を行う重要な役割を担っているものの、その指導能力は十分でなく、改善の余地があ

る。 
 
（2）活動進捗モニタリングやレポーティング 

農業コンポーネントでは、特段、技術委員会（Technical Committee。以下「TC」という。）

や運営委員会（SC）などの事業運営管理組織は設置されておらず、活動上の意思決定や課

題解決は、必要に応じ、C/P と専門家の日常的な話し合いのなかで行われているとのこと。

なお、LPPA 支援による GAP 関連会議が、年 1 回、本省が招集し、規準課はじめ、関係者

を集めて進捗や報告を行ってきている。 
 
（3）促進並びに課題要因 

農業コンポーネント進捗に係る促進並びに課題要因として、以下が確認された。 
 GAP に係る導入は他国より遅滞しているとはいえ、ASEAN 統合や安全作物への意識の

高まりとともに、そのニーズや必要性は高まりつつあり、ラオス側関係者が日本のみな

らず、ASEAN の他国での経験から積極的に学ぼうとする意欲、関心が高い。 
 ラオスでは、既に有機農産物の認証が実践され、かつ日本も支援を実施中であることか

                                                        
2 簡易な残留農薬の検査はキット費用さえあれば、ラオスでも可能ではあるが、クロマトグラフなどの機材はないので、タイ

でしか検査は不可能。 
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ら、その経験が GAP 認証プロセスでも、ある程度活用できる（一方、有機農業と GAP
農産物支援とで、お互いの活動の情報共有ないし、連携の点ではこれまであまり行われ

てこなかった）。 
 ラオスにおいて、一般住民が、食品の安全性や質への関心が、一段と高まっている。 

 
一方、今後の課題要因としては下記のとおり。 
ラオスは、ASEAN GAP をベースに標準ラオス GAP を作成した段階ではあるが、まだ

GAP 導入の段階でもあり、その実際の運用や認証についてはまだまだ課題も残されており、

今後の活動に負うところが大きいといえる。それらの課題を徐々に解決し、かつ GAP を

生産者の間に定着させていくために必要な中長期的なビジョンや AP を含む「ロードマッ

プ」の策定及び共有が求められている。一方、GAP 普及、展開のため、一層、規準局や

CADC、PPC など政府の関係機関の密接な連携と積極的な継続活動が不可欠である。また

LPPA で整備された CADC 圃場については、その保守維持管理の面での戦略、計画策定が

まず求められている。なお、CADC 所有の GAP 展示圃場の施設並びに機材についても、

農業コンポーネントによる支援で徐々に改善されてきてはいるものの、その保守維持管理

については、今後、CADC による継続発展が求められている。 
 

４－４ 環境管理コンポーネント（LPPE） 

４－４－１ 投入の実績 
本終了時評価調査時点における環境管理コンポーネント実施に対するラオス及び JICA から

の投入実績を、付属資料 1 の ANNEX 15 にまとめた。概要は、以下のとおり。 
（1）ラオス側からの投入 

1）C/P 人員の配置 
中央政府レベル〔MONRE、MPWT、保健省（Ministry of Health。以下「MOH」という。）〕

に 8 名、首都 VTE〔首都ビエンチャン都市開発行政機構（Vientiane Urban Development 
Administration Authority。以下「VUDAA」という。）、天然資源環境局（天然資源環境省）

（Department of Natural Resources and Environment。以下「DONRE」という。）、公共事業・

運輸局（公共事業・運輸省）（Department of Public Works and Transport。以下「DPWH」

という。）〕に 10 名、LPB（UDAA、DONRE、DPWT）に 6 名、XYB（同）に 8 名の廃

棄物管理担当官がそれぞれ C/P として配置されている。 
2）施設・機材 

MONRE 本省の建物に専門家執務室が提供されている。 
3）活動費の支出 

MONRE 本省内の専門家執務室の水道光熱費代が支出されている。 
 
（2）日本側からの投入 

1）専門家の派遣 
七つの指導分野に対し短期専門家が、派遣されている。 

2）本邦・第三国研修 
本邦研修のほかに、ベトナム、タイ、インドネシアにて都市環境管理にかかわる C/P
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研修が実施された。 
3）機材調達・施設の設置など 

コンポーネントの活動に必要となる資機材の供与、廃棄物処理施設の改良工事などが

実施された。 
4）現地活動費 

2011年 8月～2015年 4月までに総額約 5,160万円相当の現地活動費（在外事業強化費）

が支出された。 
 
４－４－２ 活動の実績 

LPPE コンポーネントの活動は、2011 年 8 月に短期専門家チームが派遣されたのに伴い開始

された。ラオス C/P と専門家は、LPP 開始時に作成された PDM（Ver. 1）と PO を定期的に見

直しながら、活動を進めてきた。終了時評価調査時点の PDM（Ver. 6）は、2015 年 1 月 22 日

に TC の承認を得て改訂されたものである。 
本終了時評価時点までの活動実績と進捗及び今後の計画を、付属資料 1 の ANNEX 16 にまと

めた。 
 
４－４－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

PDM（Ver. 6）に示された三つの成果の達成状況の概要は、以下のとおり。 
（1）成果 1 

成果 1 国家環境戦略 2020 及び関連する戦略や AP に基づき、ESC ガイドラインが策定さ

れ、普及する。 

指標 1-1 ESC ガイドラインが策定され、普及される。 

全般的な達成状況と見込み： 
 2012 年 3 月に現在、ESC ガイドライン第 1 次素案が策定され、その後、必要に応じて追加

修正を行っている。 
 全国 17 県の県庁所在都市を南北二つのグループに分け、普及ワークショップを 2 回開催し

た。17 県の県庁所在都市に加えて、VTE 県のバンビエン市、合計 18 都市の ESC 関係者が

参加した。MONRE/PCD は、LPPE と協力して、パイロットサイト 3 都市以外で支援要請を

受けた 12 都市から 3 都市を選定し、各都市でワークショップを開催し、それぞれの ESC ビ

ジョンの策定と優先セクターの選定などを支援した。 
 ASEAN 環境的に持続可能な都市作業部会（ASEAN Working Group on Environmentally 

Sustainable Cities。以下「AWGESC」という。）では、2012、2014 年の 2 回 ESC ガイドライ

ンを紹介した。ASEAN High Level Seminar for ESC では 2013、2014、2015 年の 3 回紹介した。

2014、2015 年については、ガイドラインを紹介したほか、CMV にガイドライン普及の

Thematic Session を開催した。2014 年 7 月には、LPB に、CMV の関係者を呼び 3 日間のワ

ークショップを開催した。2014 年 10 月には、カンボジア Pursat 市で、全国 25 県の関係者

など 133 名を集め、カンボジアでの ESC ガイドラインの策定のための支援ワークショップ

を開催した。 
 以上のように、ESC ガイドラインの策定、普及にかかわる活動が順調に行われており、成

果 1 はほぼ産出されていると結論づけられる。 
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（2）成果 2 

成果 2 ESC ガイドラインに基づき、三つのパイロット都市において、都市環境管理の一分野

である廃棄物管理が改善される。 

指 標 達成状況・見込み 

（各パイロット市において） 

2-1 削減、再利用、再資源

化 （ Reduce, Reuse, 
Recycle。以下「3R」

という。）が促進され

る 

 3R 促進のためのパイロット・プロジェクト（PP）の実施が、

各対象市において進められている。3 都市では、主としてコン

ポストやエコバスケット、学校における空ペットボトルのリ

サイクル（VTE を除く）などの活動が行われている。 

2-2 廃棄物収集システム

が改善される 
 各パイロット市において、廃棄物回収改善のためのパイロッ

ト・プロジェクトが実施されている。3 都市において、廃棄物

収集・運搬改善計画が既に作成された。既存の収集システム

改善活動は、各市において C/P の監督の下、数村が選定され

て実施されている。また、VTE においては収集サービスの未

契約世帯に対して契約促進活動が、LPB と XYB においては

5m3 コンテナを利用した大口排出者に対する収集サービス提

供の試みが行われている。 

2-3 廃棄物最終処分場の

運営が改善する 
 既存廃棄物最終処分場の改善計画が各対象市で作成され、処

分場施設の改良工事、必要機材の調達が完了した。改善され

た各処分場は、処分場運営計画（案）に従って運営されてい

る。また、処分場監視委員会によって定期的にモニタリング

されている。 

2-4 医療廃棄物管理が改

善する 
 対象市内の主要な病院における医療廃棄物の収集、処理、最

終処分の計画（案）が作成された。計画を実行するために、

それぞれ 3 都市の実情にあった設備の設置工事が完了した。

これらの設備を使い、病院から医療廃棄物の分別収集、処理、

処分が実施されている。 

2-5 次の文書が成文化さ

れる 
 廃棄物管理関係

者の責任分担に

かかわる規定 
 財務改善に対す

る提案 

 上記パイロット・プロジェクトの進捗の必要性に応じて、廃

棄物管理関係者の責任分担にかかわる規定と財務改善計画に

対する提案を行っている。 

全般的な達成状況と見込み： 
 上述のとおり、都市環境管理の一分野である廃棄物管理改善に向けたパイロット・プロジ

ェクト PO が、VUDAA、UDAA、MONRE、DONRE、MOH、保健局（保健省）（Department
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of Health。以下「DOH」という。）や民間セクターなど関係者との協議に基づき作成され、

最終処分場の整備や医療廃棄物専用焼却炉導入などが実施されてきた。整備された施設の

運営・管理や住民を巻き込んだ廃棄物の減量、収集方法の改善などの取り組みも実施され、

現在までモニタリングを定期的に行ってきた。ラオスでも都市部の廃棄物管理は、年々、

大きな問題となりつつあり、C/P をはじめ関係者のパイロット・プロジェクト活動への関

心・参加意欲は高い。成果 2 の指標は既に達成されているものが多いが、達成されていな

いものに対しては、残り期間で達成されるように LPPE でフォローアップを行う。 

 
（3）成果 3 

成果 3 三つのパイロット都市において住民参加型の都市環境管理（廃棄物管理）が促進され

る。 

指 標 達成状況・見込み 

3-1 パイロット 3 都市に

おける廃棄物処理改

善のための環境教育

啓 発 （ Environmental 
Education and 
Awareness 。 以 下

「EEA」という。）プ

ログラムが策定され

る 

 国内外の住民参加型の廃棄物管理の優良事例の分析や C/P、女
性同盟、青年同盟など地域住民組織代表者との意見交換、ま

た国家戦略や AP の分析結果に基づき、対象 3 都市における

EEA プログラムが作成された。3R 促進や廃棄物管理改善のパ

イロット・プロジェクト開始に伴い、啓発活動も行われてい

る。 

（各パイロット市において） 

3-2 住民が 3R 活動に参加

する 
 成果 3 の具体的な指標として、1）有機ゴミコンポスト化を継

続する世帯、2）買い物にビニール袋をできるだけ利用しない

世帯、3）有価物を分別している世帯の割合、4）ビニール袋

削減に協力している市場の売り場の数、5）学校における空ペ

ットボトルリサイクルのクラスの協力率、などが設定されて

いる。これらの指標を満たすべく、既に成果 2 の活動に付帯

してそれぞれの活動が行われている。 

3-3 住民が廃棄物収集活

動に協力する 
 選定されたパイロット村に廃棄物管理グループを設置し、住

民の参加を促す。今後、パイロット・プロジェクトで導入さ

れた一次収集システムのルールを守る世帯の推移によって、

指標の達成状況の確認が行われる。 

全般的な達成状況と見込み： 
 成果 3 達成のための住民参加型活動は、成果 2 の廃棄物管理にかかわる活動と不可分であ

り、成果 2 と 3 はお互いに密接に関連している。成果 2 の指標は既に達成されているもの

が多く成果 3 の達成レベルも同程度と見込まれる。達成されていないものに対しては、残

り期間で達成されるように LPPE でフォローアップを行う。 
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４－４－４ コンポーネント目標の達成見込み 

コンポーネン

ト目標： 
ラオスにおいて、AIESC に基づき、ESC が促進される。 

指標： ESC ガイドラインが、広く活用される。 

全般的な達成状況と見込み： 
 ESC ガイドラインはパイロットサイト 3 都市での活用のみならず、国全体に広がりつつあ

る。 
 2015 年 4 月現在、ESC ビジョンを策定した都市の数は、パイロットサイト 3 都市（首都 VTE、

LPB、XYB）と ESC ガイドライン普及活動により策定を支援した 3 都市（Paksan、Kaysone 
Phomvihane、Vangvieng）の合計 6 都市である。 

 2013 年 3、7 月に実施した ESC ガイドライン普及ワークショップ後に、 ESC ビジョン案を

策定するために、パイロット 3 都市を除く 14 県のうち 12 の県都は、ESC ビジョン策定の

ための委員会を設立し、MONRE/PCD に対して策定のための協力を要請してきた。要請に

応えるための支援体制の整備を MONRE/PCD は進めている。 
 AIESC のプログラムには、ASEAN 全体で 25 都市が参加し、ラオスからはパイロットサイ

ト 3 都市が参加している。AIESC では、参加都市とは別に、2008 年から 3 年に一度、ESC
として模範的な活動を行った都市に対して ASEAN ESC Award を与えている。2014 年 10 月

に VTE で開催された 15th Informal ASEAN Ministerial Meeting on Environment（IAMME）on 30 
October 2014 において LPB が ASEAN10 都市の一つとして表彰されている。 

 上記のことから、コンポーネント目標は既に達成されていると考えられる。 

 
４－４－５ コンポーネント活動の実施プロセス 
（1）活動の実施体制 

LPPE コンポーネントには、中央政府レベルとパイロット 3 都市の地方政府レベルそれ

ぞれに C/P が配置されている。中央では、MONRE の PCD がメインの実施機関となってい

る。地方では DONRE と UDAA（VTE では VUDAA）が実施機関となっている。それぞれ

の組織の管理職と現場責任者が C/P として任命され、専門家と緊密に連携することで、活

動が展開されている。中央・地方とも、C/P の活動への参加意欲は高く、良好な関係の下

で活動が展開されていることがサイト訪問時に確認された。 
 
（2）活動進捗モニタリングやレポーティング 

LPPE の運営管理のためには、関係機関の代表者をメンバーとする TC が組織され、活動

にかかわる意思決定の場と位置づけられてきた。TC は 2011 年 10 月の 1 回目以降、6 カ月

ごとに招集され、これまでに 8 回のミーティングが開催された。このほか、月例ミーティ

ングが首都 VTE 内で開催され、より日常的な情報共有の場となっている。これらの会議

とともに、事業進捗報告書が TC の開催に合わせて作成され、活動進捗が関係者の間で共

有されている。LPPE チームは、更にキャパシティ・ディベロップメント評価表（Capacity 
Assessment）を作成し、C/P スタッフの能力向上の把握にも努めている。 

また、MONRE 側がパイロット・プロジェクトに関する地方モニタリングツアーを定期

的に実施しており、現在までに 5 回のモニタリングが実施された。 
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終了時評価調査のために行った質問票調査あるいはインタビューでは、C/P と専門家、

地方と中央レベルのスタッフ間のコミュニケーションは良好に行われていることが確認

できた。 
 
（3）促進要因及び課題 

LPPE コンポーネント進捗への促進要因として、以下が確認された。 
 LPPE 活動への C/P スタッフが高い参加意欲をもっている。 
 プロジェクト関係者間に良好なコミュニケーション体制が構築されている。 
 ASEAN の他の国から環境管理にかかわる経験を学ぶ機会が豊富にある。 
 環境問題への一般大衆の関心が高まっている。 
 策定された ESC ガイドラインは、パイロット都市で活用されているのみならず、国内

の他の都市、更には ASEAN メンバー国へも紹介されるに至っている。 
 

一方、課題としては、環境管理にかかわる行政機関の全般的に弱い執行能力が挙げられ

る。コンポーネントの取り組みを通し、パイロット 3 都市における廃棄物管理の施設・機

材は大きく改善されたものの、これらの施設・機材の適切な維持管理能力の向上、及び成

果の持続性を高めることは、プロジェクト終了後の課題である。 
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第５章 評価 5 項目結果及び結論 
 

５－１ JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト（LPP）全体プログラム 

５－１－１ 妥当性 
本プログラムは、下記の理由により、その妥当性は非常に高いと判断される。 

（1）相手国政府国家政策上の位置づけ 
“Clean, Green and Beautiful Laos”という戦略的ビジョンに基づく本プログラムの基本計

画は、公平な経済開発、貧困削減、開発格差に焦点を絞りつつ、ASEAN 加盟国の社会開

発の加速を志向するもので、NSEDP、更に現在草案中の「第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）」

の方向性とも軌を一にしており、その点において整合性が高い。なお、本プログラムの分

野別コンポーネント（観光、農業、環境管理）は、どれもラオスの国家開発の優先分野と

合致している。 
 
（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）政策上の位置づけ 

本プログラムの三つのコンポーネントは、いずれも ASEAN 統合ロードマップ（ASEAN
コミュニティ・ブループリント、IAI ワークプラン 2、セクターワークプラン）から抽出さ

れ、事業が設計、実施されていることから、優先順位も高く、基本的に ASEAN の開発方

針に沿ったものである。また、協力 3 コンポーネントは、本プロジェクト目標でもある

GOL、ASEC、JICA の 3 者間協力による協働作業の結果、選出されたものである。 
 
（3）パイロット国並びに対象分野の選定 

2004 年 11 月に締結された「ビエンチャン・アクション・プログラム（VAP）」において、

ASEAN 諸国のリーダーは、ASEAN 共同体の設立に向けて原加盟国 6 カ国と新規加盟国 4
カ国（CLMV 諸国）間の域内格差是正への取り組みが最重要課題の一つであると表明して

おり、この課題に対し、ASEAN 加盟各国は域内格差是正に向けた革新的なモダリティの

開発に取り組むことを表明している。CLMV 諸国のなかでも各種開発指標の低いラオスに

おいて、域内格差是正への取り組みを行うことは妥当であった。また、ASEAN との新た

な「協力メカニズム」のモデルを構築し具現化することは、新たなモダリティ形成の点、

ASEAN 協力の推進という点からも、妥当であったといえる。 
 
（4）わが国援助政策との関連、国別事業実施計画上の位置づけ 

対 ASEAN 協力としては、わが国は、2003 年 12 月、「日本と ASEAN のパートナーシッ

プのための東京宣言」を採択するとともに、日本・ASEAN 包括的経済連携協定の締結等

を通じて、ASEAN との連携、関係の強化を図ってきた。また、2011 年 11 月にインドネシ

アのバリで開催された第 14 回日本・ASEAN 首脳会議において、ともに繁栄する日本と

ASEAN の戦略的パートナーシップの強化のための共同宣言（バリ宣言）を発表し、「日本・

ASEAN 行動計画（2011～2015 年）」を採択している。さらに、ASEAN 加盟国間の格差是

正、開発ギャップを埋めることを目的とした ASEAN 共同体の構築のための自主的な取り

組みをわが国も重視しており、本プログラムはこれらの公約を実現することにつながるも

のであり、わが国の政策とも整合性が確保されている。  
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５－１－２ 有効性 
有効性は高いと判断される。本プログラムの目標は「ASEAN 統合に向けた域内格差是正の

ための GOL、ASEC、JICA による 3 者協力のメカニズム構築」と設定されている。本プログラ

ムの三つの成果の達成度は高く、GOL の能力強化も顕著であると判断される。終了時評価の時

点において、3 者協力のメカニズム、特に協力実施に係るシステム構築や域内格差是正のため

の能力向上、更にラオス国内における各コンポーネントの実施進捗状況を踏まえると、ASEAN
統合に向けた域内格差是正のための枠組みが構築されるとともに、域内格差是正のための実践

的な取り組みが行われたと高く評価でき、以下の理由によって、プロジェクト目標は達成でき

ると判断される。 
① 有機的、有効な実施構造と 3 者並びに関係者との協力メカニズムの構築 
② 対象 3 コンポーネントの進展と成果（ESC 環境ガイドライン策定、GAP 導入、CBT 促

進） 
③ GOL 及び関係者の能力強化 
各コンポーネントの成果は近隣国である CMV と共有され、ASEAN 諸国間の地域協力推進に

も寄与しており、また、コンポーネントごとのワーキンググループでの活動（例：農業の EWG 
GAP、環境の ESC ワーキンググループ、観光の ASEAN 観光会合やフォーラム）を通して、

ASEAN 各国との連携強化に結びついている。 
 
５－１－３ 効率性 

本プログラムの効率性は、中程度と判断される。まず予算投入については、本プログラムの

前半、各対象分野での活動開始や基盤整備のために当初計画予算額を上回る、比較的多額の資

金が投入されたが、プログラム後半には初期投資のよい成果を得られるよう、供与したインフ

ラを効率的に活用した活動を行っており、また今後ラオス側に円滑に受け渡せるよう、能力強

化が図られてきている。人材面では、C/P の人材不足や異動、あるいは日本人専門家の配置遅

滞や短縮等が一部の活動に影響を及ぼしたことが観察された。なお、本プログラムでは、日本

あるいはラオスからの人的投入だけでなく、ASEAN6 カ国から専門家等を招へいするなど、人

材の有効活用を図っている一方、ASEAN 諸国への視察訪問、各コンポーネントによる地域セ

ミナー、ワークショップの実施を通じた近隣諸国との開発課題に関する知見の交流も行われて

きた。こうした ASEAN 各国との協力は、経験や教訓の共有、技術移転といった視点だけでな

く、自国における状況を再認識する機会になるなど、有益かつ効率的であったといえる。現在

は 3 者間協力の効率・効果的な実施体制を構築できているが、本プログラムの効率的な実施運

営管理のため、LPP 全体の総括共同マネジャーが 3 者（GOL・ASEAN・JICA）から配置され

たとはいえ、国内外にわたる多数の関係機関との調整には、相当なマネジメントコストが必要

であった。 
 
５－１－４ インパクト 

本プログラムのインパクトは比較的高いと判断される。 
（1）ラオス政府（GOL）の国家プログラムとして認知 

各コンポーネントはラオスの国家戦略に組み込まれ、現在実施中のラオスの第 7 次

NSEDP のなかでも ASEAN 統合に向けた取り組みとして本件が位置づけられている。さら
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に次期第 8 次 NSEDP にも、各コンポーネント並びに国際統合は、重要な分野、課題とし

て位置づけられている。 
 
（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）統合に向けた新しい協力モデルとして貢献 

本プログラム実施によって、効果的な 3 者間協力のメカニズムが構築され、かつ機能的

に稼働し、ASEAN 各国に本プログラムの進捗、結果が共有されることで、ASEAN 統合促

進に貢献している。とりわけ、ラオスが、ASEAN 統合に係る新しい協力モダリティの「パ

イロット国」となったこと、更に本プログラムが開発格差是正のための 3 者協力のモデル

に係る代替的、斬新的な開発モデルを示したことは何より大きな成果である。具体的には

ASEAN 連携、さらにはその促進に係る実質的な事業展開、各国の進捗状況に係る情報共

有はじめ、合意形成づくり、更に対外交渉、協議のアプローチなど、組織間調整の模範に

ついても示すことができたことは高く評価。 
 
（3）国ごとのニーズへの対応及び地域協力の促進 

本プログラムは、ラオスにとって優先的な開発課題の解決に記したユニークな成功案件

といえるが、関係政府職員の能力強化にとどまらず、コミュニティレベルにおいても目に

見える便益をもたらしたものとして高く評価できる。また、プロジェクト後半には、各コ

ンポーネントの活動はラオス一国にとどまらず、近隣国からの招へいや地域・専門家会合

への参加などを通じて、「複数国」「地域」の広がりないし視点をもった活動を行っており、

地域協力の促進に貢献してきたといえる。さらに本件が、複数年度の継続活動であり、か

つ複数分野を対象としていること、相互に関連性をもった活動であることから、高い賞賛

を受けている。 
 
（4）各コンポーネントのインパクト 

各コンポーネントの進展を通じ、知識やノウハウはじめ C/P の能力強化にとどまらず、

一般住民の環境問題（固定廃棄物）や食の安全や品質向上、あるいは観光者や住民に対し

て環境に配慮した街並みを提供するなど、広く意識の改革に貢献してきている。また各コ

ンポーネントでは、実際に直接の便益を最終受益者である農家、観光客、そして一般住民

にまでその効果をもたらしている。例えば環境管理コンポーネントでは、都市環境管理の

一環としての固形廃棄物活動は、パイロットとなった 3 都市で、特に住民はじめ観光客の

健康改善、安心に大きく貢献しており、更に首都 VTE や LPB の観光客誘致にも間接的に

貢献している。農業コンポーネントで取り組まれている化学肥料等の適正使用による農作

業条件の改善や環境に優しい農法は、農民の健康にプラスのインパクトをもたらすことが

期待される。観光コンポーネントでは、持続的観光の推進のための観光マーケティングや

促進活動を行い、2012 年のラオス観光年を成功に収めた。その 2013 年に、ラオスが欧州

で賞「The World’s Best Tourist Destination 2013」を獲得したことは大きなインパクトであっ

たといえる。また、CBT 促進に関する観光専門家会合を通して、観光分野における ASEAN
協力にも貢献した。さらに、ASEAN CBT スタンダード策定のワーキンググループの議長

国であるカンボジアに協力し、2014 年 10 月にはカンボジア観光省に対するパイロット県

への招へい視察及び意見交換を実施し、2015 年 1 月にはカンボジアで開催された CBT 関
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連セミナーに参加し、ラオスにおける LPPT の CBT 開発経験と、ASEAN CBT スタンダー

ドを活用した実践例等の共有・報告などを行い、同スタンダード策定に貢献した。なお、

パイロット村の観光ビジネスに従事するオーナーやその家族は CBT 活動による便益も受

けている。 
 
（5）コンポーネント間の連携効果 

コンポーネント間の連携による効果も見受けられる。環境管理コンポーネントの連携活

動のサイトとして、観光コンポーネントの CBT パイロット場所が選定され、ミミズコン

ポストの普及活動を実施。CBT 活動村の村人が VTE でのミミズコンポスト普及セミナー

に出席、同 CBT 活動村にミミズコンポストの専門家が訪問し講義するなどの連携が行わ

れ、その後、セミナー参加者がそれぞれ自村でミミズコンポストを実践した結果、環境へ

の認識の向上とともに、観光資源としての持続的利用を促進した。 
 
（6）東南アジア諸国連合（ASEAN）へのインパクト 

本プログラム実施によって、目に見える成果やインパクトが ASEAN の専門家会合等で

報告、プレゼンテーションされ、各コンポーネントでのセミナーやワークショップがラオ

ス国内だけでなく、ASEAN 各国で実施された。こうした活動を通じて、LPP の実践的な

知見や経験が ASEAN 各国間でも有用なメカニズムとして広く共有されている。 
 
５－１－５ 持続性 

本プログラムの継続性は、中程度と判断される。評価の結果、政策・組織・制度面、並びに

技術・人材面での継続性は比較的高いため、更なる活動拡大のためには、継続して能力強化や

人材活用に係る予算を確保していく必要があるが、国家予算の制約等による財務面での課題は

残る。各コンポーネント C/P 機関の特色や、予算事情を考慮しつつ、財務面の課題を克服する

ための工夫や取り組み方針について、プロジェクト終了時までに引き続き検討、協議していく

ことが求められる。本プログラムの継続性は、以下の図表にあるとおり、「課題・制約」をい

かに克服しつつ、「機会・期待」を有効に使えるかにかかっている。 
 

観点 
イシュー・焦点・課題 

機会・期待 課題・制約 

政策・組

織・制度

面 

 ASEAN 統合（地域・国際統合を含む）に向け

た促進及び加速化、更に「ポスト MDGs 及び

SDGs」に向けての持続的開発の重要性（同方

向性に対する GOL の国家政策&開発計画の継

続と強固：次期第 8 次 NSEDP） 
 ASEAN 統合に対する理解促進（政府関係者、

地方や国民への啓発を強化） 
 3 コンポーネント（観光促進、安全農産物、ESC）

の持続的活動に係る GOL 関係各局のコミット

メント 

 ASEAN 開発アジェンダの

実施推進に係る GOL 組織

間における調整協力メカニ

ズム強化 
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 策定された ESC ガイドライン、GAP ロードマ

ップ、CBT 開発指針の、ラオス国内、ASEAN
各国への配布ないし共有 

 ラオスにおける ASEAN 地域アジェンダの効

率・効果的実施調整に係る政府関係機関のコミ

ットメント 

技術・人

材面 
 各コンポーネントと ASEAN 共同体ロードマ

ップとの密接なリンケージ 
 GOL 並びに参加関係者（民間セクター、住民、

農民などを含む）の技術・運営・プレゼンテー

ション能力の向上 
 成果品（制作資料ほか：例としてガイドライ

ン、戦略計画書、研修教材、冊子ほか）の活用

 職員の交代、異動あるいは

職員数の絶対的制約にかか

わらず、これまでの教訓、

業務経験の蓄積と有効活用

財務面  施設・機材の保守や維持管理に必要な GOL 予

算措置のコミットメント 
 能力強化や人材活用に係る

財務面の制約（特に職員の

みならず、関係者への研修

や ASEAN 域内の専門家活

用） 

 
５－２ 観光コンポーネント（LPPT） 

５－２－１ 妥当性 
LPPT の妥当性は高いと思われる。理由は以下のとおり。 

（1）ラオス政府（GOL）の国家政策との整合性 
 NSEDP 2011～2015 年 

この計画では観光分野は外貨獲得、雇用促進そして生計向上のための重要な産業である

と述べている。 
 

（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）政策における対象コンポーネント選択の妥当性 
ASEAN IAI ワークプラン 2（2009～2015 年）において、観光は域内の自由なサービスの

流れを促進する最も大切な産業の一角であるとみなしている。加えて、このワークプラン

ではエコツーリズムを推進しており、観光資源の持続的活用に関する重要性も謳われてい

る。これらのことから、ASEAN 政策との整合性も確保されており、観光を LPP のコンポ

ーネントとして選択したことは適切な判断であったと思われる。 
 

（3）支援対象と受益者のニーズ 
 ラオス観光年 2012 

LPP の計画が検討されているころ、ラオスは観光年 2012 のキャンペーンを決定し、そ

のため MICT は外部からの技術支援と調整作業を期待していた。つまり MICT のニーズは

十分以上のものがあり、LPPT 実施のタイミングは誠に時宜を得たものであった。 
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 コミュニティ・ツーリズムによる農村経済開発 
ラオスは ASEAN 加盟当初から域内で最も経済発展の遅れた国の一つであるため、経済

開発は重要な問題である。一方で国内における地域間・所得格差等の解決に向けて、観光

戦略は見直されるべきである。ラオスにおいては農村や僻地の人々が収入を増やす手立て

は非常に少ない。このような状況の下、コミュニティ・ツーリズムを使って農村コミュニ

ティを支援することは最も適切な選択肢のひとつである。 
 

（4）パイロット対象国の選択 
1）ASEAN のなかで観光収入の最も少ない国 

ラオスは ASEAN加盟 10カ国のなかで入込客が一番少ない。また観光収入においては、

2012 年のラオスの実績は 5 億 1,300 万米ドルであったが、これは隣接国であるタイの収

入の 1.5％にすぎない。このようにラオスは ASEAN 域内で、観光収入の最も少ない国で

ある。 
2）ラオスにおける観光の可能性 

ラオスは ASEAN 域内では観光客が少ない国だが、素晴らしい観光資源と可能性をも

っている。実際にラオスへの入込客は年率 10％以上の増加率で推移している。よって観

光開発への投資や支援は、ラオス経済開発の最も適切な方法であると思われる。 
 
５－２－２ 有効性 

LPPT のプロジェクトの有効性は比較的高いと思われる。計画されたプロジェクトの成果と

目標はほぼ適切に達成された。LPPT で設定されたプロジェクト目標は以下のとおりであった。 
プロジェクト目標： 

官民連携と中央と地方の連携により、ラオスの自然、文化、歴史、民俗にまつわる観光資源

を適切かつ持続的に活用した観光振興体制が確立される 
以下にプロジェクト目標の指標の各項目について実績を述べる。 

（1）官民の連携について 
 VTE の民間企業 17 社が官民連携の観光情報サービスプログラムに参加した。 
 三つの県でのファムツアー等、コミュニティ・ツーリズム関連の活動に合計 50 社以上

が参加した。その後、幾つかの CBT サイトでは継続的に旅行会社からの送客を受けてい

る村が確認できた。LPPT で支援を受けた CBT サイトは、宿泊やガイド料金が適切に設

定されており、旅行会社にとっても提携の交渉がしやすいと評価されていた。 
このように観光プロモーション活動で官民の連携は適切に達成された。 

 
（2）国、県、郡レベルの公的観光セクターが協力して観光プロモーションを実施した 
 観光パンフレットと地図の作成及び配布 
 観光道路標識の設置 
 民間との協力事業 
 観光プロモーション・イベントの開催 

 
  



 

－43－ 

（3）自然、文化、歴史、民俗等を含めたラオスの観光資源の持続的な利用の方法が確立され

た 
観光地開発にあたって LPPT はコミュニティ・ツーリズムに焦点をあてたが、コミュニ

ティ・ツーリズムにとって自然、文化、歴史、民俗は非常に大切な材料となる。評価調査

団が視察したコミュニティ・ツーリズムの現場ではこれらの資源は持続可能な方法で使わ

れていた。ただ幾つかのサイトではごみ問題があった。 
    

（4）入込客の増加 2014 年におけるラオスへの指標入込客の数は 350 万人をプロジェクト目

標として見込んでいたが、実際は 415 万人を数えた。LPPT が観光年以降実施してきたマ

ーケティング・プロモーション支援は、観光客数増加への一要素として貢献したと考えら

れる。 
 
（5）コミュニィ・ツーリズムの普及 

プロジェクト成果の三つ目は「コミュニィ・ツーリズムの他県への普及」であった。普

及セミナーが 2015 年の 2 月に開催されたものの、1 度のセミナー開催のみでは、他県での

CBT 活動の普及度合は限定的なものになると考えられる。 
 
５－２－３ 効率性 

LPPT の効率性は非常に高い。理由は以下による。 
LPPT の活動は非常に手間のかかるものであったが、JICA 専門家、C/P、コミュニティ・ツ

ーリズムにかかわる村民たちは協力して従事した。投入された資源は限られていたが、それに

比べると成果は非常に大きい。 
（1）ラオス観光年 2012 のプロモーション 

ラオスの魅力を周辺国や海外にアピールするためには十分な予算が必要となる。また公

的セクター間（国、県、郡）や官民協働も向上させなければならない。観光年のプロモー

ションにおける組織間調整、PO 及びその実施は適切なコストで実施された。 
 

（2）コミュニティ・ツーリズムの支援 
LPPT の実施期間中、コミュニティ・ツーリズムの住民グループたちは訓練、計画づく

り、施設や機材等で支援された。これらの支援は手間のかかるものであったが、LPPT は

対象コミュニティのニーズに対して適切なコストで対処したため費用対効果は高かった。 
またコミュニティ・ツーリズムの現場からはいろいろな要請があったが、それに対する

対応も適切であった。LPPT では村のコミュニティからの要請に応じて、木橋や遊歩道の

階段等の小さなインフラを支援した。これにあたって LPPT は材料を与え、村のコミュニ

ティが建設作業を実施した。村のコミュニティは金銭以外で施設整備に貢献することでコ

ストを節約しただけでなく、この作業を通じてより団結し当事者意識を強めた。 
 
５－２－４ インパクト 

次の理由により観光コンポーネントのインパクトは中程度である。 
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（1）ラオスに対するラオスパイロットプロジェクト観光コンポーネント（LPPT）のインパク

ト 
1）外国人訪問者 

ラオスは 2011 年に 272 万人の外国人を迎えたが、2014 年には 415 万人となり、3 年

間で 53％の増加であった。一方で 2011 年の観光収入は 4 億 600 万米ドルであり、2014
年には 642 万米ドルとなったので 3 年間で 58％の増加となった。この状況はラオス観光

産業の「離陸」ともいえる。この成功のすべてが LPPT によるものであるとはいえない

にしろ、LPPT が観光年以降実施してきたマーケティング・プロモーション支援が、観

光客数増加に一定の貢献をしてきたことは確かであろう。 
2）コミュニティ・ツーリズムによる社会経済インパクト 

ラオスでは人口の 80％が農村に住んで農業を主たる生業としているが、農村では大き

な経済発展は簡単ではない。しかしコミュニティ・ツーリズムは農村コミュニティ開発

のための方策の一つである。LPPT は国、県、郡の観光当局のなかにコミュニティ・ツ

ーリズム支援のためのモデルシステムをつくり上げた。コミュニティ・ツーリズムをや

りたいコミュニティに対してはこのモデルシステムが支援を続けることになろう。この

ように LPPT はラオスの農村における社会経済的なインパクトを与える仕組みづくりを

行った。 
幾つかのコミュニティ・ツーリズムの現場では観光による収入増加の効果が出てきて

いる。入場料などの収入は村の基金に納められコミュニティ全体のために使われる。ま

た絹や綿織物の売上げは機織りをした主婦の収入となり、子弟の教育費や観光への再投

資等、さまざまな用途に使われている。 
ラオスの MPI では観光産業による大きな経済効果を期待しており、将来的には鉱物資

源による外貨収入を上回ると見込んでいる。これに応えるためにはコミュニティ・ツー

リズムといえどもビジネスプランを立てて、投資への収益を最大化させる努力をすべき

である。 
 
（2）ラオスパイロットプロジェクト観光コンポーネント（LPPT）の東南アジア諸国連合

（ASEAN）へのインパクト 
LPPT と ASEC 及び加盟国との協力には四つの側面がある。 

1）ASEAN の観光担当事務局によるコンポーネントのモニタリング 
ASEAN の観光担当事務局の担当官は LPPT の進捗をモニターするために頻繁にラオ

スを訪れた。ASEAN の観光担当事務局では LPPT をよく理解していたので、このコンポ

ーネントを好意的に扱い、コミュニティ・ツーリズムを ASEAN 観光ワーキンググルー

プの重要トピックとして取り上げた。 
2）東南アジア諸国連合（ASEAN）の観光部門会議 

ASEAN の観光部門会議は定期的に開催されてきており、LPPT の進捗はその都度報告

された。上記の 1）と併せて、このように ASEAN の観光担当事務局と ASEAN 加盟国の

観光担当官は LPPT におけるコミュニティ・ツーリズムについて成功裏に情報を共有す

ることができた。 
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3）ASEAN のコミュニティ・ツーリズム基準の策定 
ASEAN では従来より観光産業の各部門の基準の策定作業を行ってきた。このなかで

コミュニティ・ツーリズムに関する基準の策定はカンボジアが受け持っていた。LPPT
ではこの基準案に基づいてコミュニティ・ツーリズムの支援を行い、カンボジアで開催

されたコミュニティ・ツーリズムのセミナーにも参加した。LPPT が作成したコミュニ

ティ・ツーリズム開発方針はこの ASEAN のコミュニティ・ツーリズム基準に添ったも

のである。 
4）ASEAN 各国への研修ツアー 

LPPT では人材育成とコミュニティ・ツーリズム振興のためにタイ、ミャンマー、シ

ンガポールそしてマレーシアで研修ツアーを実施した。これらの研修旅行の計画と実施

のためにこれらのホスト国は LPPT に協力してくれた。 
このような実務上の協力により、LPPT は ASEAN の観光担当事務局及び加盟国とプロ

モーション及びコミュニティ・ツーリズムについて協働関係を整備した。 
 
５－２－５ 持続性 

LPPT の持続性は中程度である。理由は以下のとおり。 
LPPT での業績をより持続可能なものにするために、GOL の MICT と観光の関連機関は、以

下の表にあるようにさまざまな機会を最大限に活用して問題を解決するべきである。 
 

観点 
イシュー・焦点・課題 

機会・期待 課題・制約 

政策及び組織的

な持続可能性 
 第 8 期 NSEDP（2016～2020 年）では観光

に高い優先順位を与えている 
  ASEAN は高品質な観光開発のための

ASEAN Tourism Standard を策定した 

 

技術及び人的資

源の持続可能性 
 LPPT が観光プロモーション分野で育成し

た人材は実務で活躍している 
 支援対象の村人はコミュニティ・ツーリズ

ムをよく理解し、国・県・郡の観光担当官

はどのようにコミュニティ・ツーリズムを

支援するのかを習得した 

 他パイロット村／県へのコ

ミュニティ・ツーリズムの

普及拡大は、官民関係機関

による、LPPT パイロットモ

デル村からの知見・ノウハ

ウの共有などの支援が必要

である 
 

予算及び施設機

材の持続可能性 
 情報技術を活用することで観光プロモー

ションのコストを従来より下げることが

できる 
 他の複数のドナーが観光プロモーション

とコミュニティ・ツーリズムを支援してい

る 
 

 コミュニティ・ツーリズム

を支援するための公的セク

ターの財源は限定的 
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 村人は村落ファンド等の低金利小規模融

資を活用してコミュニティ・ツーリズム現

場での観光事業に投資できる可能性があ

る 

 

５－３ 農業コンポーネント（LPPA） 

５－３－１ 妥当性 
LPP プログラム開始以来、ラオスの優先政策・計画として、クリーン農業の推進の方針は変

わっておらず、妥当性は高いと判断。詳細は下記のとおり。 
（1）相手国政府国家政策上の位置づけ 

GOL はクリーン農業政策を掲げ、農業・自然資源・農村開発セクター戦略「自給から商

業的な小農生産への転換」を行うために、GAP や有機農業、更に国内・地域・世界市場へ

のアクセス向上などに取り組んでいる。さらに、第 7 次農林業セクター開発 5 カ年行動計

画（2011～2015 年）においても、安全な農産品生産による付加価値化をめざす「クリーン

農業」が明記されている。 
ラオスの場合、土地面積や自然環境の特徴から、土地利用の制約もあるが、集約的で高

付加価値製品の生産は、今後国際市場で生き残り、競争力を高めるためには不可欠となっ

てきている。 
 
（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）政策上の位置づけ 

IAI ワークプラン 2 では ASEAN 政策の一つとして、「ASEAN GAP の推進」が掲げられ

ている。“ASEAN GAP”とは ASEAN 域内にて栽培される野菜や果樹につき、その栽培は

じめ、収穫、収穫後処理にわたる、適切な農業実践を行うための管理規準である。同 ASEAN 
GAP の実践は、リスク発生の際の防御あるいは最小化を目的としたものであり、ASEAN 
GAP では四つのモジュール（食品安全、環境インパクト、労働安全・健康福祉、生産の品

質）が網羅されている。本案件はこの ASEAN 管理規準に沿った農業生産を行い、安全で

認証をもち、ASEAN GAP と同等性の品質を保てるよう、その導入を図ったものである。 
また、本案件は他の協力コンポーネント同様、ASEAN 統合ロードマップ（ASEAN コミ

ュニティ・ブループリント、IAI ワークプラン 2、セクターワークプラン）から抽出され、

設計、実施されていることから、優先順位が高く、基本的に ASEAN の政策、開発方針に

沿ったものである。 
 
（3）ターゲットグループ・便益者のニーズ 

本案件に係る C/P 機関の一つである CADC について、まず VTE 近郊にある同展示圃場

整備は、クリーンで付加価値のある農業を推進しようとしている GOL の意向に基本的に

沿うものである。また、本案件で実施してきた GAP 研修は、GAP の知識や経験を向上さ

せるうえでも、MAF 職員や農家のニーズに適切に応えたものである。一般的にいえば、ラ

オスの農家は農薬の適正使用に十分に従っておらず、GAP の基本的知識や、GAP 手法と

その生産のための技術は不十分で、GAP に対する認識はまだまだ浅いのが現状である。し

たがって、農薬の適正使用だけでなく内部監査の方法をはじめ、GAP 手法の実践研修とい
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う本案件で行われた実践アプローチは、MAF 職員並びに農家にとっても有益であり、適切

なものといえる。また、GAP 生産は購買者である一般国民だけでなく、海外からの顧客な

ど、近隣国にとっても食の安全の観点から有益である。ラオスの農産物は清潔な印象が強

く、近年、近隣諸国への輸出量が増加しているなか、ラオス農場での適正な品質管理を示

す GAP の導入及び管理は、ASEAN 域内取り引きの拡大への対応という面では非常に重要

な位置づけであり、本案件の実施は、国内外のニーズに応えたものとして適切といえる。 
 
（4）わが国援助政策との関連 

日本政府の対ラオス国別援助方針（2012 年）では、援助基本方針にミレニアム開発ゴー

ルの達成及び最貧国からの脱却への支援を掲げ、四つの重点分野が設定されており、その

うちの一つとして、「農業の発展と森林の保全」が挙げられている。ここではラオス主要

産業である農業セクターの振興及び貧困層の大半を占める農民の所得向上を通じた経済

の安定的成長や、都市と地方の格差是正を図るための、生産性向上や商品作物栽培の促進

のための支援を対応方針の柱とし、農水産業の生産性向上と自給型から市場型への段階的

発展を小目標とした「農業・農村開発及び農水産行政強化プログラム」を設定している。

また本案件は、ラオスにおける GAP の導入と普及、更に GAP に携わる人材育成を促進す

るという GOL の GAP 体制強化を目的としており、わが国の援助方針にある四つの重点分

野の一つである「農業の発展と森林の保全」に含まれる「農業・農村開発及び農水産行政

強化プログラム」に該当する協力である。 
 
５－３－２ 有効性 

本農業コンポーネントのプロジェクト目標は「安全で品質の高い農産物が生産されるために

GAP がラオスに導入される」である。同プロジェクト目標達成に向けて、活動は実施されてき

てはいるものの、他コンポーネントに比べて、長期専門家が任期短縮となったことなどの制約

もあり、活動進捗は限定的である。とりわけ、GAP 農家グループ自身の品質管理面並びに GAP
認証や検査体制など、質的な観点においてまだ課題が残っていることから、本案件の有効性を

「中程度」と判断した。 
本案件の成果は、何よりラオスに GAP をパイロット地域で実際にその導入まで取り組んだ

ことであり、その過程で試行錯誤を行い、第一歩を記したこと、先駆的な役割を担ったとして、

GOL 側から高く評価されており、大きな貢献であったと考えられる。したがってあくまで「GAP
導入」という側面にかんがみて評価すれば、設定した対象者・地域において、プロジェクト終

了時までにプロジェクト目標は達成されると考えられる。 
 
５－３－３ 効率性 

本案件の効率性は以下のような理由から「中程度」と判断した。 
全体的に日本・ラオス双方の投入は大きな問題もなく遂行され、活動実施のうえで有効に活

用されており、ASEAN 人材の有効活用という観点においても、隣国タイとの連携活動、タイ

における研修等が適切に実施されていた。しかしながら、ASEAN GAP に対応できる日本人専

門家を見つけることが困難であったことから、LPPA は他のコンポーネントに比べて 1 年半遅

れで開始された。このことから、専門家派遣はじめ投入の一部は、投入の量とタイミングの点
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で、活動を網羅し、効率的に実施するには十分でなかったといえる。 
 
５－３－４ インパクト 

本案件のインパクトは以下のような理由から「中程度」と判断した。 
（1）ラオス国内におけるインパクト 

本案件は、研修受講生（農民グループ）が、その知識や技能を用い GAP 基準に沿って

野菜等の栽培を始めており、生産工程管理や安全措置について徐々に知識・ノウハウを習

得してきているといえる。また本案件でラオスに導入した GAP は、農家に優しく、かつ

適用可能なものとして、安全で質の高い農産物を望んでいる生産者（農家）にとって、適

切に活用できるようになりつつある。しかし、農家に対して技術指導・助言する役割を担

う「GAP ファームアドバイザー」や農民グループのリーダーからの近隣農家への知識・技

能の移転、更には工程管理、共同販売や ICS 等の観点では、まだ改良、改善の余地が残っ

ている。 
本案件にて支援した GAP に関する能力強化において、農家による GAP 栽培、検査及び

認証の実践は、ラオスでは先駆的な活動として高く評価できる。また本案件は、関連職員

（中央及び対象地域）並びに農家、一般市民に対し、実践的な研修の開催、フィールド・

デイの実施や展示開催などを通して、生産物の安全性、健康（人的・家畜に対して）、環

境配慮、更に品質の向上という課題に関しての意識や認識を高めることに貢献してきたと

いえる。 
 
（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）に対するインパクト 

本案件の活動進捗や結果は、ASEAN 各国が集まるセクトラル・ボディ（ASEAN GAP
専門家作業部会会合）等で報告、プレゼンテーションされ、また、カンボジア、ベトナム

を招へいした GAP セミナーが 2014 年 9 月に開催され、各国での優良事例はじめ、GAP に

係る経験や、関連情報、意見が共有された。 
 
５－３－５ 持続性 

本農業コンポーネントの継続性は、「中程度」と判断される。本プログラムの継続性は、以

下の図表にあるとおり、「機会・期待」を有効に使いつつ、「課題・制約」をいかに克服できる

かにかかっている。 
 

観点 
イシュー・焦点・課題 

機会・期待 課題・制約 

政策・組

織・制度面 
 GOL の GAP（安全農産物）推進に関す

る国家政策&戦略・国家計画の方向性の

継続とコミットメント 
 農家に優しく、安全で品質の高い農産物

の生産は、国内市場のみならず、ASEAN
各国への輸出販売促進にも不可欠であ

り、また ASEAN・スタンダードに沿う

 GAP ロードマップの最終化 
 関係機関間の調整及び運営力の

脆弱性 
 GAP 生産や販売活動をはじめ、

農家グループによる経験や技術

共有に対する意識の欠如（知識や

ノウハウは個々人にあり、組織共
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意味からも重要 有されないこと） 

技術・人材

面 
 GAP に関する技術並びに研修指導面で

の向上（検査官やファームアドバイザー

などラオス関連職員並びにパイロット

地域の研修受講農家） 
 本案件で作成した成果品・教材（GAP ロ

ードマップ案、GAP ガイドライン、研修

教材、冊子、ポスターほか）の活用と

CADC 展示圃場の存在 
 近隣国並びに ASEAN 各国の関係者との

良好な関係、相互の協力関係 
 国内外における安全で品質の高い農産

物の高い潜在性とニーズ 

 GAP 栽培並びに流通・販売管理

に係る技術的、運営管理面での更

なる向上 
 GAP 導入に係る利点の理解や、

農家が生産記録を取ることがま

だまだ脆弱 

財務面  施設・機材の保守や維持管理に必要な

GOL 予算措置 
 能力強化や人材活用に係る財務

面の制約 
 GAP 生産に係る指導や農家への

認証に係る人材の制約 
 CADC 圃場の維持運営に係る

GOL 予算の制約 

 
５－４ 環境管理コンポーネント（LPPE） 

５－４－１ 妥当性 
下記理由によって妥当性は高いと判断できる。 

（1）相手国政府国家政策上の位置づけ 
LPPE の方向性は、貧困削減、開発と社会と環境のバランスを重視しつつ実施中の NSEDP

（2011～2015 年）の方向性と合致するものである。LPP は上記計画にも明記されている。

現在作成段階の第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）も第 7 次 NSEDP がベースになるようであ

る。 
国家環境政策では、ラオスの持続的な発展のため、環境保全及び災害リスク管理に係る

イニシアティブが必要不可欠であること、持続可能な都市づくりによって国民の福祉、健

康、健全な環境に資するため、‟Green, clean and beautiful economy”の創出が必要であるこ

と、気候変動に対するレジリエンス（人間や社会が本来もっている生きる力）や緩和策に

係る能力の向上が必要であること、また、水資源の保全管理、食糧の安全保障、エネルギ

ー確保に係る政策とクリーンで安全な都市開発政策が調和する必要があることも示され

ている。LPPE の方向性は、これらの政策を実現するためにも有効である。 
国家環境戦略 2020 によれば、国家環境戦略の目標は健全な環境管理と持続的な天然資

源の利用である。この目標を達成する手段の一つとして、住民参加を取り入れることによ

る EEA 活動の重要性も記されている。LPPE コンポーネントの成果 3 は、「三つのパイロ

ット都市において住民参加型の都市環境管理（廃棄物管理）が促進される」であり、国家

環境戦略 2020 の方向性とも一致している。  



 

－50－ 

（2）東南アジア諸国連合（ASEAN）政策上の位置づけ 
LPPE コンポーネントは、ASEAN 統合ロードマップ（ASEAN コミュニティ・ブループ

リント、IAI ワークプラン 2、セクターワークプラン）から抽出されており、優先順位が高

く、ASEAN の開発方針に沿ったものである。すなわち、ASEAN の都市地域の暮らしの質

の向上に向け、CLMV の都市地域においては、ASEAN ESC で表彰された優良事例の適用

促進を掲げている。 
LPPE コンポーネントの目標は、「ラオスにおいて、AIESC に基づき、ESC が促進される」

ことであり、ASEAN 社会・文化コミュニティ・ブループリントに記載されているように、

環境の持続性を確実なものにする方針に沿ったものである。 
 
（3）わが国援助政策との関連 

1990 年代から、JICA はラオスにおいて廃棄物管理分野に関する経験や実績を積んでお

り、これまでの支援事業によって両国の協力関係は強固なものになっている。これまでに

供与された資機材は有効活用されていることが確認できている。現在、ラオスにおける廃

棄物管理分野の支援に関し、日本政府は技術協力、無償資金協力、ボランティアの派遣等

を行っている。 
わが国の政府開発援助は、地球温暖化及び環境問題への対処を重要課題の一つに挙げ、

さまざまな取り組みを行っている。自然環境と調和した形での環境管理分野や都市計画分

野の能力開発に向けた支援はラオスの適正な開発を実現するために不可欠である。 
 
５－４－２ 有効性 

LPPE コンポーネントの目標は既に達成されており、下記理由により有効性は高いと判断で

きる。 
LPPE コンポーネントの目標は、「ラオスにおいて、AIESC に基づき、ESC が促進される」と

設定されている。この目標の達成度を検証するためには、ラオスにおいて、どの程度、ESC が

促進されつつあるのかどうかをレビューする必要があった。その結果、下記のような理由によ

って ESC が促進されつつあることが分かった。 
（1）実施機関の主体である MONRE、DONRE、VUDAA、UDAA、短期専門家チーム、及び

JICA ラオス事務所間の効果的な実施体制が構築されているとともに、活動の実施によって

地域住民をはじめとして多様なステークホルダーの参加が促進されている。 
（2）ESC ガイドライン（案）に基づき、パイロット 3 都市（首都 VTE、LPB、XYB）の ESC

ビジョンが策定された。このビジョンに基づき具体的な AP がつくられ実施されている。

それが都市環境管理の一つである廃棄物管理であり、各都市とも改善がみられている。 
（3）C/P である MONRE、DONRE、VUDAA、UDAA 等の GOL 関係者の能力強化が進んでい

る。LPPE ではプロジェクト開始当時から C/P の能力向上を測るためのキャパシティ・ア

セスメント（Capacity Assessment。以下「CA」という。）を実施している。最新の第 4 回目

の CA 結果の速報によれば、C/P の能力が向上していることが分かった。 
    

一方、LPPE は活動を通じて ASEAN との連携を深める数々の取り組みを行い、このこともコ

ンポーネント目標の達成に貢献していると考えられる。 
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すなわち、LPPE は、AIESC の事務局機能を果たしている公益財団法人地球環境戦略研究機

関（アイジェス）（Institute for Global Environmental Strategies。以下「IGES」という。）と良好

な関係を構築してきた結果、①AWGESC においてラオスの ESC づくりガイドラインの紹介、

②ASEAN High Level Seminar for ESC〔ハイレベルセミナー（High Level Seminar。以下「HSL」
という。）〕においてプレゼンテーションの実施、③ラオス LPB に CMV 関係者を招いたワーク

ショップの開催、④カンボジア Pursat 市で、同国 25 県の関係者など 133 名を集め、同国にお

いて ESC ガイドライン策定を支援するためのワークショップの開催、等に至っている。今回の

終了時評価調査に際し、事前に IGES 側へ質問票を送付しているが、担当者から得られた回答

によれば、IGES は LPPE の活動を高く評価し、LPPE の成果及び教訓（優良事例のみならず失

敗点も含めて）を ASEAN で活用したいこと、そのため、LPPE の最終報告書を共有してもらい

たい意向であることが分かった。 
また、ASEAN セクトラル・ボディである ASEC の環境課から得た回答によれば、LPPE がラ

オスの ESC づくりガイドラインを作成し、ESC を促進している経験は、他の ASEAN 各国と共

有していくことができる旨の回答を得ていることも、LPPE の有効性を裏づけている。 
 
５－４－３ 効率性 

下記理由により効率性は高いと判断できる。 
資金の投入面では、LPPEコンポーネントに対しては、他のコンポーネントに比べて多くの資

金が投入されてきた。多額の投入は、LPPEの活動を実施し成果を産み出していくためには必要

不可欠であった。すなわち、LPPEが作成したESCガイドラインに基づき、パイロット3都市（首

都VTE、LPB、XYB）のESCビジョンが策定され、このビジョンに基づき都市環境管理の一つ

である廃棄物管理をパイロット3都市で改善することに至ったためである。合同評価調査団は

直接観察の結果、パイロット3都市においてパイロットプロジェクトを推進するにあたり、資

機材は十分に維持管理なされていることを確認した。資金面の投入に対する具体的な主な成果

は次のとおりである。 
（1）3R 活動の推進、すなわち、ごみの減量化、再利用化、資源化を促進するため、コンポ

ストづくり容器、エコバスケット、エコバッグ、空のペットボトル保管用の倉庫等の資機

材が供与されている。これらは、パイロットプロジェクト対象地域の住民、市場、レスト

ラン、ホテル及び学校で活用されている。LPPE によるこれらの活動は都市内をきれいに

美しく保つためのきっかけとなり、ラオス側政府関係者だけでなく住民からも高く評価さ

れていることが分かった。 
（2）LPPE では、プロジェクトの供与機材として、既存の最終処分場の改良工事、処分場内

への道路設置等のインフラ整備、重機調達（ブルドーザー、エクスカベーター、ダンプト

ラック等）、廃棄物収集車両などが投入されている。これらの投入は十分に活用され、パ

イロット 3 都市のごみ収集及び最終処分場の運営に寄与していることが分かった。 
（3）感染性医療廃棄物の焼却炉もプロジェクトの供与機材として投入されたものであるが、

焼却炉は投入直後、ラオス側が焼却炉稼働に必要な燃料代を手当てできなかった等の理由

により活用されていない期間もあった。しかしながら、合同評価調査団は 2014 年以降、

感染性医療廃棄物の焼却炉は、医療廃棄物の収集、処理計画に基づき、ラオス側によって

焼却炉稼働に必要な燃料代が手当てできるようになり、十分に活用されていることを確認
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した。なお、適切な医療廃棄物の収集、処理計画の実現に至る道筋には LPPE 側が積極的

に病院関係者や MOH、DOH 担当官を巻き込んだことが挙げられる。また、感染性医療廃

棄物が最終処分場内の別区画に処分されるに至ったことは、最終処分場内において有価物

を回収して生計をたてている人たちの感染リスクを最小化していることにもつながって

いる。 
人材の投入面では、LPPEコンポーネントの専門家による技術移転が計画的に行われたことに

対し、ラオス側から高く評価されていることが評価調査を通じて確認できた。また、日本人専

門家のほか、ラオス人の人材（ミミズコンポストに関する技術移転）、ベトナムの技術者（感

染性医療廃棄物の焼却炉の修理等）を活用したことは特筆できる。また、これらの人材投入に

加え、C/Pを本邦研修のほか、ASEAN諸国で研修させたことは、技術習得や経験や教訓の共有

につながっていることをかんがみると、効率的であったといえる。 
LPPEの実施の面では、活動は円滑に実施されており効率性は非常に高い。活動が円滑に実施

されている理由は、専門家の日々の業務の積み重ねにあることは無論であるが、LPPEの業務運

営管理が効率的であったことが挙げられる。すなわち、LPPEの運営管理のため、関係機関の代

表者をメンバーとするTCが組織され、活動にかかわる意思決定の場と位置づけられてきた。TC
は6カ月ごとに招集され、これまでに8回のミーティングが開催されるに至っている。さらに、

月例ミーティングがVTE市内で開催され、より日常的な情報共有の場の機会となっている。 
 
５－４－４ インパクト 

下記の理由によりインパクトは高いと判断できる。 
（1）ラオスパイロットプロジェクト環境管理コンポーネント（LPPE）のラオス国内に対する

インパクト 
LPPE コンポーネントの活動は、三つのパイロット都市の環境改善、特に住民の健康改

善に大きく貢献し、更には首都 VTE や LPB の観光客誘致にも間接的に貢献していると考

えられる。 
AIESC では、2008 年から 3 年に一度、ESC として模範的な活動を行った都市に対して

ASEAN ESC Award を授与している。2014 年 10 月に VTE で開催された第 15 回 Informal 
ASEAN Ministerial Meeting on Environment では、パイロット都市の一つである LPB が

ASEAN10 都市の一つとして ASEAN ESC Award を授与されるに至っている。LPB の C/P
によれば、LPPE の取り組みも表彰に至った理由の一つであるとの説明を受けた。 

LPPE コンポーネントは、病院から排出される医療廃棄物の管理を改善するため、MOH
を巻き込んでいる。医療廃棄物の管理を改善する活動を通じて、看護師、医師、病院従事

者向けに感染性医療廃棄物の分別の重要性を啓発するまでに至っている。 
 
（2）ラオスパイロットプロジェクト環境管理コンポーネント（LPPE）の東南アジア諸国連合

（ASEAN）に対するインパクト 
ESC ガイドラインは、2012、2014 年の 2 回、AWGESC で紹介された。ASEAN HLS for ESC

においても 2013、2014、2015 年の 3 回紹介された。特に 2014、2015 年は、ESC づくりガ

イドラインの紹介、普及のため、CMV 向けの Thematic Session を開催した。2014 年 7 月に

は、LPB に CMV 関係者を招き 3 日間のワークショップを開催した。さらには、2014 年 10
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月カンボジア Pursat 市で、全国 25 県の関係者など 133 名を集め、カンボジアにおいて ESC
ガイドライン策定を支援するためのワークショップを開催した。これらの開催は、LPPE
が IGES（バンコク事務所）と良好な関係を構築することによって実現できたものである。 

 
５－４－５ 持続性 

下記の理由により持続性は中程度であると考えられる。 
下表の評価 3 つの観点から、持続性の現時点での見通しは以下のとおりである。 
政策・組織・制度面に関しては、ESC 政策が次の第 8 次 NSEDP（2016～2020 年）において

も継続されることから持続性は高い。 
技術・人材面に関しては、MONRE をはじめとするラオス側実施機関の技術・運営能力が向

上していることから持続性は高い。 
財務面に関し、持続性は高いとの判断に至らなかった。その理由は、事業費を自前で確保で

きる機関、つまり VUDDA や UDDA は、ごみ収集料金を受益者から徴収する権利があり、LPPE
では、この徴収システムの改善に取り組んだ。一方で、事業費を自前で確保できない機関、つ

まり MONRE、DONRE は、中央政府の予算配分に委ねられている。そのため、LEEP コンポー

ネントの成果を広めるための経費が不十分であること、MONRE/PCD は、すべての都市におい

て ESC ビジョンの策定と優先セクターの選定などを行う意向であるが、その予算がないのが実

情であるからである。ただし、MONRE は多数のドナーからの支援を受けており、例えば ESC
に係る活動を行う際には、そういったドナーからの支援を適切に獲得していくことが必要であ

る。 
 

観点 
イシュー・焦点・課題 

機会・期待 課題・制約 

政策・組織・

制度面 
 GOLの ESC政策及び NSEDPの方

向性の継続 
 GOL の MONRE が全国に ESC ガ

イドラインを推進していくこと

を明確に規定する 

 更なる環境政策、環境規則、環境保

全戦略等の立案が求められている。

技術・人材面 
 

 MONRE をはじめとする GOL 関

係者並びにステークホルダー（民

間セクター、市民、地域住民を含

む）の技術・運営能力の向上 
 LPPE の成果品（ESC ガイドライ

ン及びそのマニュアル、3R 啓発

パンフレット、冊子、ビデオ、

CD-R 等の EEA 用教材、ほか）の

活用 

 関係機関における蓄積した知識の

活用や共有（知識やノウハウが C/P
等の個々人に蓄積される傾向があ

り、これを解決するため、TC や定

例会議が開催されているが、更なる

知識や情報の共有が課題である）。

財務面  施設・機材の保守や維持管理に必

要な GOL 側の予算措置 
 能力強化や人材活用に係る財務面

の制約（特に研修やワークショップ
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  への参加あるいは ASEAN 域内の専

門家の活用）。 

   LPPE コンポーネントの成果を広め

るための経費（DONRE 職員からの

聞き取りによれば、普及やモニタリ

ング業務にバイクや連絡手段が必要

であるが、燃料代や電話代はすべて

個人負担であるとのこと）が不十分。

 
５－５ 結 論 

本プログラムは、2015 年末をめどに実現をめざしている ASEAN 統合の最大の課題と認識され

ている加盟国間の格差是正に対する新たな取り組みとして、2010 年 10 月に開始された。格差是

正に向けて実質的な開発成果を上げるために、ラオス 1 カ国に対象国が絞られた。GOL、ASEC、

JICA の 3 者が、本プログラムの実施体制を構築して、ASEAN 共同体ロードマップの一部を形成

している IAI ワークプラン 2 とラオスの開発課題が合致する 3 分野（観光、農業、環境管理）を

選び、LPP コンポーネントと呼ばれるプロジェクトを実施。特に 2013 年 5 月以降、各コンポー

ネントは、中間評価の提言を踏まえて ASEAN との協力に注力してきた。また、LPPO と GOL C/P
は、LPP のコンセプト、及び活動成果を周辺国と共有する活動を通じて LPP の地域協力的側面を

強化してきた。上記、LPP の特殊性にかんがみて、本プログラムの評価においては、通常のプロ

ジェクト評価に準じた LPP 全体及び三つのコンポーネントの実績と 5 項目評価とは別に、ASEAN
協力案件としての側面も評価する必要があった。結論としては、以下の 3 点を強調したい。 
（1）ラオスの開発促進への貢献 

まず、ラオスの開発促進の観点からは、観光、農業、環境管理のすべてのコンポーネント

において各コンポーネントの目標がおおむね達成されており、それぞれに今後に向けての課

題は残されているものの、これまでの活動においてはめざましい成果が確認された。LPPT
の前半は、2012 年のラオス観光年に向けて MICT を頂点とする GOL 機関の能力向上が図ら

れるとともに、民間企業との連携が促進された。後半は、ASEAN CBT スタンダードに依拠

する形でラオス国内の CBT 開発指針が整備された。また、3 県において CBT モデルサイト

の活動を実施し、住民のエンパワーメントを県・郡レベルの観光局があと押しするという理

想的な開発の手法が確認された。LPPA では、ASEAN 加盟国のなかで最も遅れていた GAP
の導入が実現し、GAP 認証農家グループが誕生した。他の二つのコンポーネントからは約 1
年半遅れて開始された農業分野においては、GAP 認証制度の向上改善、GAP の長期的な運

用をめざすためのロードマップの整備等の課題は残るものの、ASEAN GAP ワーキンググル

ープとの関係構築によって担当者の能力向上が図られ、ラオス国内の GAP 普及に係る基盤

が確保された。3 コンポーネントのなかでも投入量が大きかった LPPE では、廃棄物処分場

の整備と運営について特筆すべき成果が確認された。また、国内では ESC ガイドラインの整

備と普及活動が実施され、本分野では ASEAN を牽引する役割を担うまでに成果を上げた。

定期的に行われてきた中央及び地方の C/P に対する能力向上測定調査においても、確実にラ

オス人関係者のやる気と能力が正比例で向上しているとの結果が確認されている。LPP 担当

のラオス MPI 副大臣によれば、LPP で取り上げてきた 3 分野は、次期第 8 次 NSEDP（2016
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～2020 年）においても最優先分野グループのなかに入っており、今後、ますます重要性が高

まっていくとのことであり、将来的には、観光収入が現鉱業収入を代替するとのビジョンが

描かれていると同時に、GAP の向上が輸出作物の増加につながっていくことが期待されてい

る。2020 年までに LDC 脱却をめざすラオスにとって、環境は人的資源インデックス（Human 
Asset Index。以下「HAI」という。）や経済脆弱性インデックス（Economic Vulnerability Index。
以下「EVI」という。）の指標をクリアーする切り札でもある。このように、GOL の政策の

観点から振り返っても、今後につながる 3 分野の貢献は大きなものであった。 
 

（2）域内格差是正の側面における成果 
ASEAN 域内の格差是正の側面では、特に中間評価後に LPPO とともに各コンポーネント

は所定の成果を上げた。各コンポーネントにおいて具体的にどの程度の格差が是正されたか

という点で、域内の基準との格差を現実に認識し、格差を埋めるべく具体的な取り組みが実

施された意義とその進捗は高く評価できる。LPPT は、ASEC の観光促進担当デスク・オフィ

サーとの協力関係を強化することによって ASEAN CBT ワーキンググループとのつながりを

円滑化することに成功した。ASEAN CBT スタンダードを踏まえたラオス CBT 開発指針が作

成され、ラオス国内の CBT を ASEAN のレベルに引き上げていく基盤が構築された。またラ

オス CBT の成果を共有すべくカンボジアで開催したワークショップでは、カンボジアの強

い関心を引き出したことによって、周辺国への波及効果が認められた。LPPA では、ASEAN 
GAP ワーキンググループのメンバーとして活動することによって、ラオス国内における GAP
普及のロードマップ作成や農家グループの GAP 認証等にかかわるノウハウの習得が容易と

なり、担当者の自信と能力向上にもつながった。本分野においても、カンボジアとベトナム

から関係者を招へいして GAP 普及のワークショップを開催しており、周辺国との協力関係

構築に一役買っている。LPPE は、前述のとおり、ASEAN ESC のコンセプトを国内のガイド

ラインとしてまとめ、全国普及をめざしているという点で、ASEAN ESC ワーキンググルー

プ内のロールモデルとなっている。周辺国を対象としたガイドライン普及ワークショップを

ラオス国内で開催したあと、カンボジアにて同国の ESC ガイドライン策定支援ワークショッ

プを開催するなど、本分野における周辺国とのノウハウの共有活動については特筆すべき貢

献があった。 
 

（3）東南アジア諸国連合（ASEAN）案件としての側面 
ASEAN 協力案件としての側面では、GOL、ASEC、JICA による 3 者協力のメカニズムが

構築されたことで、LPP 全体として所定のプロジェクト目標は達成されたというポジティブ

な評価がある。 
当初計画された GOL・ASEC・JICA による 3 者協力メカニズムを実質的に機能させるため

には、別途、二つの調整機能を動員する必要があった。 
第一に、MOFA・MPI・関係各省間のラオス国内調整メカニズムである。LPP の計画から

実施段階までのすべての局面で MOFA と MPI は協働を求められてきたが、その結果、政治

の場で決められた ASEAN の地域課題をラオス国内の開発課題に落とし込み、案件として実

施するメカニズムを構築することができた。MPI は MOFA のお墨つきを得て、関係各省にも

ASEAN 案件の実施に対して助言と調整を行うことができた。この国内調整メカニズムは、
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また、ASEAN の開発課題をラオスの NSEDP に取り込むことにも貢献したと考えられる。 
第二に、三つのコンポーネントを担当する各省が、おのおの関連する ASEAN セクトラル・

ボディとの関係を強化することで、ASEAN の課題を円滑にラオス国内で実施することに貢

献した。このように、ラオス国内の調整メカニズム導入と、ラオス各省と ASEAN セクトラ

ル・ボディとの関係強化があってこそ GOL、ASEC、JICA による 3 者協力メカニズムが機能

し得たと考えられる。逆にいえば、MOFA と MPI を中心とした国内調整メカニズム、及び各

省庁とセクトラル・ボディ間の協働関係がなければ、ASEAN の地域課題を、加盟国内で効

果的に実施することは容易ではなく、その観点からも LPP は ASEAN が決定した地域開発課

題をどのように加盟国において実施すればよいのかという具体例を提示することができた

と考えられる。 
このように、3 者協力メカニズムにおける ASEC の存在が ASEAN の窓口機能としてラオ

ス各省と ASEAN セクトラル・ボディとの関係強化への一助となったと認められる。参考ま

でに、ASEAN 側の体制転換に伴い、現在では実権をもつのは加盟国各国代表部となり、ASEC
が実質的な権限をもつ存在ではなくなっている。 
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第６章 提言及び教訓 
 

６－１ 提 言 

LPP 終了までの残りの期間における LPPO を含めた各コンポーネントの活動、及び終了後に期

待される GOL の対応については、以下のとおり提言する。 
（1）持続可能性を最優先とした取り組みの重要性 

既述のように、2020 年までに LDC の脱却を図るラオスが第 8 次 NSEDP において観光、農

業、並びに環境管理の 3 分野を優先開発課題に含めていることに注目したい。この観点から

も、LPPT、LPPA、並びに LPPE の 3 コンポーネントの活動は、ラオスの将来に大きな影響

力をもつと考えられることから、LPP 終了時までに所定の目標を達成する努力を継続すると

ともに、終了後にも維持可能な活動を継続、発展させることを踏まえて準備を行う必要があ

る。三つのコンポーネントに対する具体的な提言は、別項に詳細な記載があるため本項では

割愛するが、JICA から供与された機材や施設の管理運営の今後の維持の継続には予算の捻出

（受益者負担等）を含めた措置が必要になると考えられる。 
 

（2）ラオス国内の調整メカニズムの強化 
LPP の実施を通じて、ASEAN 案件の実施については、MOFA と MPI を中核とするラオス

国内省庁間の調整メカニズムが構築されてきたことは既述のとおりであり、LPP の成果の一

部ととらえられるが、LPP 終了後にも存続し、機能していくメカニズムであることが望まれ

る。このメカニズムは、ラオス国内における ASEAN 案件の実施を効率的に進めるのみなら

ず、他の ASEAN 加盟国にとってはロールモデルとなり得るという認識を国内の関係省庁間

で共有することが必要である。LPP 終了時までに、MOFA と MPI の間で協議が行われ、現存

のメカニズムを強化する対策が講じられることを期待する。 
 

（3）合理化に貢献したプログラム的アプローチ 
業務実施監理上の観点から、三つの協力分野のコンポーネントを１プロジェクトとして一

体化した実施形態は、案件形成から個々に行う場合と比較して、プログラム化の計画・実施

において、調達プロセス、各コンポーネントに共通した実践内容（例えばワークプランに則

した人材育成活動）による相乗効果の発現、等に合理的に作用した。これは、機構のプログ

ラム・アプローチ推進の先駆けとなったと評価できる、今後はその実施形態の汎用性が期待

される。 
 

（4）東南アジア諸国連合（ASEAN）案件としての成果の共有 
ASEAN 案件の一形態である IAI 関連の取り組みの側面として、LPP は、GOL、ASEC、JICA

の 3 者協力メカニズムが機能した以外にも、開発の視点からは、NDG に向けて実質的な成果

を上げるための協力のあり方を示すことができた。従来から、研修中心の協力が行われてき

た IAI は、その後のフォローアップの欠如、及び CLMV 各国における具体的な研修の成果が

みえない点で疑問視されてきた。これに対し、LPPT、LPPA、並びに LPPE の 3 コンポーネ

ントは、ASEAN の開発課題をどのように具体的に加盟国内で実施し成果を出していくのか

を実践してみせた。 
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2015 年末まで IAI TF の議長の任を負っている ASEAN における GOL の立場を尊重し、GOL
が IAI 関連の取り組みの経験として、LPP の成果を他の加盟国と共有することを期待する。 

 
６－２ 教 訓 

本プログラムは、ASEAN 協力の観点から JICA にとって多くのポジティブ、かつ重要な教訓を

残している。今後の ASEAN 協力の議論に資することを目的として、以下に幾つかの教訓を挙げ

る。 
（1）東南アジア諸国連合（ASEAN）協力における 3 者協力の意義 

LPP が打ち出した、GOL、ASEC、JICA の 3 者協力メカニズムは、ASEAN 側の人事及び

機構改革による変容の時代を乗り越えて、最終的には ASEAN が定める地域協力課題の実施

モデルとして ASEC IAI&NDG 課、及びドナー各国に（非公式ではあるが）認知されるに至

った。 
LPP 実施段階では、おそらく ASEAN の体制転換によるものと思われるが、実施において

ASEC に期待される役割が R/D 等に明記されず、バイ案件として R/D 署名は二国間のみで行

われている。それにもかかわらず、プロジェクト趣旨に沿って、ASEC は 3 者協力体制に継

続して協調し、ASEAN の窓口機能としてラオス各省と ASEAN セクトラル・ボディとの関係

強化の推進の一助となるべく役割を果たし、本プロジェクト関係者が 3 者実施体制を構築し

たことは評価すべきことである。 
その結果、IAI ワークプラン 2 の中間評価においても、LPP が、短期の訓練やセミナーを

中心とした従来の IAI 実施体制とは一線を画し、技術協力プロジェクトとして長期の視野を

もってラオスと ASEAN の共通課題に取り組んだ点が高く評価されている。また、三つのコ

ンポーネントの活動が、ASEAN のセクトラル・ボディと効果的な協働関係を構築できた点

も、今後の対 ASEAN 協力にとってはひとつの学びとなる。今後、ASEAN が次期の IAI ワー

クプランをどのようにデザインするかで、LPP がもたらしたインパクトの真価が問われるこ

とになろう。 
これらのことから、今後、ASEAN 案件の一形態としての IAI 関連案件発掘・案件形成を

する際には、以下の点を踏まえることが不可欠であり、ASEAN 案件としての側面から得ら

れる教訓である。 
第一に、ASEAN 案件における IAI への取り組みのプライオリティづけを確認する必要が

ある。そのうえで ASEAN 案件の下での協力をする必要性があると判断された場合、第二に、

現行の ASEAN 体制での IAI の意思決定の場における ASEAN 側との対話を確立・維持して

おく必要がある。この際、対話は ASEC を通じて行うのか、ASEAN セクトラル・ボディに

直接働きかけて行うのか、ASEAN による IAI の取り扱いの仕組みを事前に把握して適切な

相手を見定めることが重要である。 
 

（2）ラオス関係者の ASEAN 統合に対する意識の向上 
LPP では、3 回にわたりラオス関係者を対象とした“ASEAN Awareness Seminar”を各コン

ポーネントの活動と並行して開催しており、ラオス側関係者の ASEAN 統合に対する知識の

共有とともに、意識の向上が図られた。今回、ラオス側関係者との話を通じて、LPP の実施

と ASEAN の統合がどのようにつながっているのかについて認識している人は多いことが分
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かった。ASEAN 課題を実施する場合には、プロジェクト本体に注力するのみならず、ASEAN
統合に係る知識の共有を図ることで、関係者のプロジェクトに対する意識の向上を図ること

の重要性が教訓として挙げられる。 
 

（3）東南アジア諸国連合（ASEAN）各国人材の活用 
ASEAN の課題については、ASEAN 各国の専門家を活用することが効率的効果的であるこ

とが各コンポーネントの活動からうかがえた。例えば、LPPE で導入した医療廃棄物の焼却

炉はベトナム製であり、ベトナム人の技術者がその設置とメンテナンスにも関与している。

その焼却炉が故障をした際に、ラオス人の責任者はベトナムの技術者に電話をかけ、ベトナ

ム語で修理の仕方を教示してもらうことができた。また、LPPA や LPPT の近隣国研修は、

発展レベル、文化的価値観、言語面のアドバンテージ等から考えて、有効であった点も考慮

すれば、将来の対 ASEAN 協力には、積極的に ASEAN のリソースや人材を登用することが

望ましい。 
 



付 属 資 料 

 

１．終了時評価ミニッツ・合同評価報告書 
 

２．各コンポーネントへの提言 
 
３．面談記録 


































































































































































































































































































	表紙
	序文
	目次
	地図
	写真
	略語表
	終了時評価調査結果要約表
	Summary of Terminal Evaluation
	第１章 終了時評価の概要
	第２章 プロジェクトの概要
	第３章 終了時評価の方法
	第４章 JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト（LPP）全体及び三つのコンポーネントの実績
	第５章 評価5 項目結果及び結論
	第６章 提言及び教訓
	付属資料
	１．終了時評価ミニッツ・合同評価報告書 




